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序文。スマートフォンの中の国家から戦場へ

スマートフォンの画面に政府を入れるという約束は、平時には利便性の言葉として聞こえました。書
類を発行し、税金を納め、身分を確認する仕事を、指を何度か動かすだけで終わらせるという約束だっ
たのです。2022年2月にロシア軍が国境を越えると、その画面は別の仕事を担いました。避難民にお金
を送り、破壊された家の届け出を受け、敵軍の位置を集め、前線の通信をつなぐ窓口になったのです。

その変化を推し進めた人がミハイロ・フェドロフです。彼はゼレンスキーの選挙陣営でデジタル業務
を担当したのち、28歳で大臣になりました。Diia、IT Army、Starlink、UNITED24、Brave1、ドローン
軍という名前が、彼の経歴に次々と付いていきました。2026年1月には国防大臣になりました。スマー
トフォンの中の国家を設計していた人が、戦争中の国の武器と兵力、調達とデータを担うことになった
のです。

英雄譚は作りませんでした。政府の発表は政府の言葉として、企業の発表は企業の言葉として、
YouTube放送の批判は発言者の主張として置きました。数字に分母がなければ、空欄も見えるようにし
ました。幼少期や家族史を長く書かなかった理由も同じです。空白をもっともらしい文章で埋めた瞬間
に、伝記は小説になります。

フェドロフの経歴は、技術と権力がどれほど速く近づきうるのかを見せてくれます。アプリを作った
チームが戦場のデータを扱い、スタートアップを育てた人がその企業たちと契約する省庁を担いました。
速度が命を救う戦争において、遅い手続きは耐えがたいものです。しかし手続きを取り払った場所には、
誰が決めて誰が責任を負うのかを問う問題が残ります。

基準日は2026年7月13日です。戦争も、フェドロフの任期も終わっていません。完結した生涯ではな
く、動いている権力の途中経過の記録です。最終章でも判定を急ぎませんでした。表れた成果は正確に
書き、検証前の主張には境界を示しました。読者がフェドロフを好きになったり憎んだりする前に、彼
が作った回路がどのように動いたのかをまず見ていただけることを願います。

2026年7月 キム・ギョンジン弁護士
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第1章 28歳の大臣とディーヤ（Diia）革命

2019年8月29日、ウクライナ議会は新しい内閣の名簿を確定しました。このときデジタル転換省が初
めて設けられ、28歳のミハイロ・フェドロフが初代大臣になりました。彼が掲げた目標は「スマートフォ
ンの中の国家」でした。

公開記録の中で、彼の1991年の出生と2019年以前の経歴は三次文書一件に頼っています。任命の時
点での年齢が28歳だという計算は成り立ちます。しかし、よく付いてまわる「ウクライナ史上最年少の
大臣」という修飾を裏づける一次文書は確保されていません。ですから青年期を組み立て直す代わりに、
残っているものから出発します。アプリ、法律、データ交換プラットフォーム、国際機関の報告書、そ
してそのすべてに付いてまわった批判です。文書のない役割を物語で埋めれば、文章は増えても土台は
増えません。

1. 選挙陣営のデジタル戦略家が政府に入る

2019年のウクライナ大統領選挙で、ヴォロディミル・ゼレンスキー陣営が握った武器はソーシャル
メディアと動画プラットフォームとメッセンジャーでした。地上波放送局の夕方のニュースや全国紙の
一面は、その舞台にありませんでした。フェドロフはこの陣営でデジタル部門を担い、選挙が終わった
あと政府に入りました。

陣営の中で彼がどんな決定を下し、誰とどんな言葉を交わしたのかを示す一次文書は、確保された目
録にありません。会議室の空気や徹夜の場面をもっともらしく書き込むことはいくらでもできますが、
そうして盛られた文章は土台の重みを持てません。確認できるのは結果です。新しい政府はデジタル転
換を専門に担う省庁を新設し、その省庁の長に選挙陣営のデジタル担当者が座りました。

省庁を一つつくると予算が配分され、他の省庁に何かを求める権限が生まれ、成果を問う基準が立ち
ます。ウクライナ政府がこの省庁に委ねた目標は文書として残っています。2024年までに公共サービ
スをオンラインへ移し、数百万人の市民にデジタル能力の教育を提供し、全国のインターネット接続環
境を広げ、情報技術産業が経済に占める割合を大きくするというものでした。

ここに盛られているのはウクライナ政府が自ら掲げた目標値であり、外部の機関が検証した達成値と
は違います。政府の目標、政府の発表、第三者の検証は、それぞれ違う重みを持ちます。三つを同じ大
きさの活字で並べれば、読者は知らないうちに宣伝文句を事実として読むことになります。この区別は、
あとに続く数字を読むたびにそのまま当てはめるべき線です。

彼が担った仕事の中心には、初めからデジタル技術がありました。いくつもの国際機関と研究機関の
報告書は、似た診断を繰り返します。ウクライナの行政は長いあいだ、窓口と紙の書類と仲介人の上に
立っていました。登記の一枚をもらうのに役所を何度も訪ねなければならず、ある窓口で受け取った紙
を別の窓口へ持っていく仕事を市民が自分でしなければなりませんでした。列が長く手続きが不透明で
あるほど、その列を飛び越えさせてやるという人の入り込む隙が生まれます。ブルッキングス研究所と
経済協力開発機構（OECD）の報告書は、サービスをオンラインへ移す仕事を、人と人が向かい合う接
点を減らす仕事として説明し、その接点が減れば裏金の行き交う役割も減るという論理を記録します。
スタンフォード・ソーシャル・イノベーション・レビューは、ウクライナのデジタル行政を、行政効率
の問題ではなく国家への信頼の問題として読みます。市民が国家を信じない国で、国家と市民が出会う
やり方を変える仕事は、技術のプロジェクトであると同時に政治のプロジェクトだというのです。
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この説明はまだ検証されていません。窓口をなくせば腐敗が減るという命題はもっともらしい。しか
し窓口の消えたところにはデータベースが残り、そのデータベースを管理する少数の手が残ります。紙
の書類を隠していた人が消えた代わりに、データに接近する権限を握った人が生まれます。腐敗が消え
たのか、腐敗の起こりうる場所が移っただけなのかは、別に確かめるべき問題として残っています。

フェドロフは2019年から副首相を兼ねる位置で省庁を率いました。「第一副首相」という肩書きは
2025年7月の内閣改造のときに付き、2026年1月の国防相就任まで続きました。この省庁のやろうとす
る仕事が自分の省庁の中で終わらなかったので、職位がそのまま権限でした。内務省は運転免許と車両
登録の情報を握っていました。法務省は登記と出生届の記録を、税務当局は納税者番号を握っていまし
た。こうした公式の記録の束を、行政の用語で「登録簿（レジストリ）」と呼びます。国家が市民一人
について知っている事実を項目ごとに整理しておいた公式の名簿だと考えればよいでしょう。問題は、
この登録簿が省庁ごとに違うシステムの中に、違う形式で、違う規則にしたがって保管されていた点で
す。あるところは最新のデータベースを使い、あるところは古い帳簿に近いものでした。スマートフォ
ンの画面一つに国家を収めるには、この散らばったものをまず結ばなければならず、結んでくれと求め
るには、求められるだけの権限を持っていなければなりませんでした。

ディーヤを一人の作品と呼ぶのは難しい。報告書は、国際的な資金供与機関の資金と技術支援、民間
開発会社の参加、そしてエストニアが先につくっておいたデータ連結モデルが、このプロジェクトの上
に重なっていたと記録します。大臣はその重なりの真ん中で速度を出し、アプリのコードは別の手が書
きました。彼を正確に呼ぶなら、発明家ではなく組み立て役、あるいは押し進める人と言うのが正しい。
押し進める人への評価には、彼が何を押し進めたかとともに、何を後回しにしたかが入らなければなり
ません。

省庁ができたからといって権限がひとりでについてくるわけではありません。他の省庁が握る登録簿
を開かせるには法と施行規則を直さなければならず、法を直すには議会の表決を経なければなりません
でした。デジタル転換省で目に見える分はアプリでしたが、手のかかる分は法案でした。のちの事例が
一つ、この性格を見せてくれます。全面侵攻を数日後に控えて、ウクライナ議会は中核となる国家デー
タを国外のクラウドに保管できるようにするクラウドサービス法を通しました。その法が立つまで、国
家のデータを海外のサーバーに置くことは合法ではありませんでした。アプリは数か月あれば画面に上
がりますが、そのアプリが踏んで立つ法は表決の速度で動きます。

政府は他の省庁と公務員を説得しなければなりませんでした。データを握る側から見れば、データは
すなわち権限であり、権限を差し出せという求めはうれしい求めではありません。副首相を兼ねた役割
は、その求めを押し通せる役割でした。しかし力で押し通した規則と合意で立てた規則は、あとに残る
形が違います。押し進めた人が役割を離れれば、押し進めてつくった規則から揺らぎます。この省庁が
省庁どうしの争いを実際にどう処理したのかを記録した一次文書は、確保された目録になく、ですから
ここでは推し量りを書きません。

成果をどんな基準で測るのかも問い直さなければなりません。政府は2024年までにサービスをオン
ラインへ移すという目標を自ら立て、のちに利用率とサービスの数を成績として出しました。国連開発
計画が2023年に市民へ直接尋ねて得た63パーセントという値は、政府が自ら発表した数字とは重みが
違います。尋ねた側が政府の外だからです。それでも、この数字が語ってくれるのはどれだけ使うかで
あって、窓口が消えた分だけ裏金が減ったかではありません。腐敗が実際に減ったのかを外から測った
文書は、確保された目録にありません。
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成果を評価するときには、金と技術がどこから来たのかも合わせて見なければなりません。国際的な
資金供与機関の資金と民間開発会社の手、エストニアが先に立てたモデルが、このプロジェクトの上に
重なっていたという事実は報告書が記録します。外の金と外の技術で建てた体系は、それらが途切れる
日を自力で耐えられなければなりません。ウクライナ政府がその日をどう備えたのかを見せてくれる文
書は、公開記録はここで止まります。省庁を立てる仕事と、省庁が独り立ちできるようにする仕事は違
う仕事であり、公開記録は前のものだけを見せます。

2. ディーヤとトレンビータ、スマートフォンの中の国家の設計

2020年2月、ディーヤのモバイルアプリが公開されました。初めに収められた文書は電子運転免許証
と車両登録証でした。財布からプラスチックのカードを取り出して見せていたことを、スマートフォン
の画面へ移したのです。同じ時期にウェブポータルも開き、アプリとポータルが一組で動く構造がこの
ときにできました。

ウクライナ語の「ディーヤ（Дія）」は「行動」という意味の言葉です。これに加えてウクライナの
中では、この名前を「デルジャワ・イ・ヤ（Держава і я）」、つまり「国家と私」の頭文字を取った
言葉として読む説明も合わせて使われます。二つの説明は互いに排他的ではありませんが、同じ事実で
もありません。一方は言葉の意味であり、もう一方はその名前にあとから付けた言葉遊びだからです。
韓国語で書かれた紹介文の中には、この二つをひとまとめにして「ディーヤは『国家と私』という意味」
と書く場合がよくありますが、原文と食い違う文章です。小さく見える問題ですが、名前一つも原文を
確かめずに移す習慣は、数字と引用でも同じように繰り返されます。

ディーヤが動くには、政府機関の文書を互いにつなぐ基盤が要ります。その配管の名前はトレンビー
タ（Trembita）です。トレンビータは、省庁と機関がそれぞれ保有する国家登録簿を互いに連結し、定
められた規則にしたがってデータをやりとりさせる政府データ交換プラットフォームです。エストニア
が先に構築したエックスロード（X-Road）系のデータ連結モデルを、ウクライナが自国の事情に合わ
せて取り入れたものです。

トレンビータの動き方をやさしく説明すると、こうです。省庁ごとに書類を積んでおいた倉庫がある
としてみましょう。以前のやり方は、市民が倉庫ごとに訪ねて書類を写し、別の倉庫へ持っていくこと
であり、市民がすなわち配達人でした。トレンビータは倉庫と倉庫のあいだに規格の定まった通路を置
きました。どの倉庫がどの書類をどんな条件で出せるのかをあらかじめ決めておき、その規格に合えば
自動で行き来させたのです。いまや書類はシステムが運び、ディーヤはその通路の端に付いた画面とし
て残ります。

ディーヤの設計の中核となる主張は、この構造から出てきます。ディーヤのアプリそのものは市民の
個人情報を積んでおかない、というものです。アプリは必要な瞬間にトレンビータを通して元の登録簿
から情報を呼び出して画面に映し、画面を閉じればその情報はアプリに残らないという説明です。フェ
ドロフはこれを「転送中のデータ」の構造だと表現しました。データが一か所に溜まっていないので、
アプリを破っても持ち出せるデータの山がないという論理です。

説得力のある設計ですが、出どころを正確に残さなければなりません。アプリが個人情報を保存しな
いという陳述の主な土台は、ウクライナ政府と担当大臣本人の説明です。公開記録の中には、ディーヤ
のソースコードやサーバー構成を独立して監査した外部機関の報告書がありません。設計の意図と実際
の実装は違いうるものであり、実装が意図どおりになったのかは、つくった側の外から確かめてこそ意
味があります。いま言えるのは「ウクライナ政府がこういう構造で設計したと明らかにした」までであ
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り、それ以上へ進んだ文章は本文から外しました。

アプリに収まる文書とサービスは速く増えました。電子学生証、納税者番号、出生登録、事業者登録、
感染症のワクチン証明書が順に入ってきました。紙で受け取るには窓口へ行かなければならなかったも
のが、一つずつ画面の中へ移ってきました。2021年にはウクライナ政府が、紙のパスポートと同じ法
的効力を持つデジタルパスポートを導入し「世界初」だと発表しました。この「世界初」はウクライナ
政府の発表であり、他の国の制度と一つ一つ突き合わせて検証した独立の文書は確保された目録にあり
ません。こうした表現は宣伝文句としては強力ですが、事実の陳述へ移すときには発表の主体を合わせ
て書かなければなりません。

ディーヤの利用者は速く増えました。国連開発計画（UNDP）が2023年に実施した設問調査で、ウク
ライナ人の63パーセントが国家の電子サービスを利用すると答えました。アプリとポータルから接近で
きる公共サービスは、その後150ほどの水準まで増えました。二つの数字はリリースから数年が過ぎた
あとの値であり、そのあいだに全面侵攻がありました。成長曲線の終点を出発点の成績表として使って
はいけません。2020年のディーヤは運転免許証が入っているアプリであり、150のサービスと63パーセ
ントは、そのアプリが何年もかけて育ったあとの姿です。

ディーヤが市民向けのアプリだったとすれば、産業の側には別の仕掛けが置かれました。ディーヤ・
シティ（Diia.City）は法的な制度です。情報技術の企業がウクライナの中で別の税制と契約規則を適用
されながら活動できるようにした制度上の区域で、根拠となる法律が2021年に整えられ、2022年の初
めから動き出しました。目的は明らかでした。ウクライナのソフトウェア開発者が海外法人に雇われた
り国を離れたりする代わりに、国内で会社を立てて税金を納めるようにすることでした。国の人材を引
き止めておく仕事は、アプリをもう一つつくる仕事より遅くて騒がしい。税金と雇用の規則に手をつけ
なければならず、手をつけた瞬間に利害がぶつかるからです。

ディーヤは市民の使う画面であり、トレンビータは機関の文書をつなぐ基盤であり、ディーヤ・シティ
は情報技術企業のための制度です。画面だけあれば見せるデータがなく、配管だけあれば市民の使う方
法がなく、制度だけあればつくる人がいません。

ブルッキングス研究所は、この組み合わせが戦争の起こる前にすでにかなりの水準で回っていた点を、
ウクライナのデジタル回復力の前提条件として指し示します。戦争の前につくっておいたものが戦争で
使われたということです。ハーバード・ケネディスクールの分析も、ウクライナの事例を「危機が革新
を生んだ」という話として読みません。「危機の前に積んでおいた力量が危機で表れた」という話とし
て読みます。2022年2月の数日を劇的に描く文章は多いのですが、その数日を可能にしたのは、その前
の数年でした。

同じ報告書は条件も付けます。経済協力開発機構は、ウクライナのデジタル転換がインターネットの
届かない地域、高齢層、低所得層には均しく行き渡らなかった点を指摘します。スマートフォンがなけ
ればスマートフォンの中の国家に入れません。この問題は、オフラインの窓口をどれだけ残しておくの
か、残した窓口に予算をどれだけ使うのかという政治的な選択で解かれます。技術だけでは解けず、オ
ンライン転換の速度を誇る統計には、この選択の結果がうまく捉えられません。

システムが攻撃を受けても耐えられるのかを前もって試す作業もしました。フェドロフ大臣はインタ
ビューで、2021年に世界中の倫理的ハッカーを呼び集め、数百万フリヴニャの賞金を懸けてディーヤ
を破らせてみたと明かしました。倫理的ハッカーとは、許しを得てシステムを攻撃し弱点を見つけてく
れる人たちです。侵攻の三、四か月前には政府の中に「レッドチーム」という自前の攻撃組織をつくり、
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ディーヤと政府ポータル、エネルギー分野を一日も休まず叩かせたと語りました。この陳述の出どころ
は大臣本人のインタビューであり、確保された公開文書には、その試験の結果を別に記録した外部の報
告書がありません。自ら攻撃してみる仕事と、外が監査する仕事は違います。前の文章はつくった側が
何を見つけるかを自ら決め、後ろの文章はつくった側が隠したいものまで見つけます。

データをどこに置くのかも、この時期に決まりました。全面侵攻の直前に通ったクラウドサービス法
は、中核となる国家データを海外のクラウドに保管できるように開いてくれました。サーバーを国外へ
移すという言葉は、爆撃を避けるという意味であると同時に、他国の法と他国の会社の約款の下に入る
という意味でもあります。その条件をどんな契約で定めたのかを見せてくれる文書は、確保された目録
にありません。画面と配管は自国でつくり、そのデータは外国企業の倉庫に預ける構造がどんな代価を
払わせるのかは、代価を払う事態が実際に生じるまで、書類の上でだけ争える問題として残ります。

ディーヤ・シティの効果は別に検証しなければなりません。情報技術企業に別の税制と契約規則を適
用するこの区域は、開発者を国内に引き止めておこうとする仕掛けでした。ところが税金を負けてやる
制度には、負けてやった分だけ国庫から抜けていく金があります。その金が引き止めておいた人材の値
打ちより大きいのか小さいのかは、別に計算しなければならない問題です。公開記録の中には、この制
度が開発者の流出をどれだけ防いだのかを外から測った統計がありません。制度の目的を書く仕事と、
制度の効果を確かめる仕事は違います。

3. 利便・保安・監視の懸念がぶつかった役割

サービスが便利になるほど、多くの情報が一つの体系の中を行き交います。ディーヤもそうでした。
一人の運転免許と納税者番号と出生記録と事業者登録に一つの画面で届けるという言葉は、その画面を
開ける鍵を握った側がその人の暮らしの中身を見られるという言葉でもあります。

まず初めに提起されたのは保安の懸念でした。国際的な市民メディアのグローバル・ボイシズ（
Global Voices）は「保安の懸念と法的な曖昧さがウクライナの『スマートフォンの中の国家』の未来を
脅かす」という記事で、国民のデータが一つの体系へ集まる過程で生じる脆弱性と法的な空白を指摘し
ました。ウクライナ政府は、先に見た「データを保存しないアプリ」の論理で答えました。しかし批判
の焦点はアプリの後ろにある登録簿、そしてその登録簿をつなぐ通路でした。倉庫をつなぐ通路がよく
通っているほど、倉庫が一つ開いたときに一緒に開くものが多くなります。

懸念には前例がありました。2018年、ウクライナの大手物流企業ノヴァ・ポシュタ（Nova Poshta）
の顧客50万人の個人情報がダークウェブへ流出したとされる事件が報じられました。ダークウェブは普
通の検索では届かず、身元を隠したまま接続するインターネットの領域で、盗み出された個人情報が売
り買いされる市場がその中にあります。民間企業で起きた事故でしたが、この事件はウクライナ社会で
大規模な個人情報がどんな経路で抜け出し、どこで取引されるのかを見せた事例として引かれます。

数年後の2023年、ウクライナ中央銀行（NBU）は金融詐欺による損失が前年に比べて73パーセント
増えたと発表しました。この数値は中央銀行の自前の集計であり、ディーヤの欠陥のせいで生じた損失
だけを切り離して計算した値とは違います。二つの事実を並べて置きつつ、一方がもう一方の原因だと
読んではいけません。個人情報が市中に多く出回った社会ほど詐欺がやりやすくなるという常識的なつ
ながりは可能ですが、そのつながりを因果として確定した文書は確保された目録にありません。

保安とともに監視の問題も大きくなりました。2019年、首都キーウは世界で監視カメラの密度が高
い都市50か所に入るという調査結果に名を連ねました。ウクライナの都市は「安全な都市（Safe City）」
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という名でカメラ網を広げ、その上に顔認識の機能が乗り始めました。顔認識は、カメラに写った顔を
あらかじめ保存しておいた写真の目録と突き合わせ、その人が誰なのかを自動で判定する技術です。人
が一つ一つ画面をのぞくときと違い、機械は疲れずにすべての顔を検査します。ウクライナの社会研究
機関セドス（Cedos）は「監視カメラと市警備隊。『安全な都市』はどれだけ安全か？」という報告書
でこの拡張が市民の自由を萎縮させうると指摘し、活動家たちはこれをジョージ・オーウェルの小説に
なぞらえて「ビッグ・ブラザーの鋭い目」と呼びました。

カメラを増やす仕事とアプリをつくる仕事は、互いに違う省庁の互いに違う事業です。公開記録の中
には、デジタル転換省が都市の監視網の拡張を指揮したという土台がありません。しかし市民の目には
同じ方向の動きに見えました。国家が市民をより細かく識別し、より多く記録し、その記録をより速く
つなぎ合わせられるようになる流れだったからです。利便をつくった側と監視を増やした側が違う省庁
だという事実は行政としては重要ですが、その結果を引き受ける市民には慰めになりません。

監視カメラの製造会社も論争になりました。ウクライナのあちこちに設置された監視カメラのかなり
の数は、中国企業のハイクビジョン（Hikvision）とダーファ（Dahua）の製品でした。2023年のキーウ・
ポスト（Kyiv Post）には「トロイの木馬：中国製カメラはどのようにウクライナを危険に陥れるのか」
という論評が載り、外国政府の影響圏の中にあるハードウェアがウクライナの監視網の裏口になりうる
と警告しました。その文章は論評に近いものでした。実際に裏口が開いて何が抜け出したのかを技術的
に確かめた調査報告書は確保された目録になく、警告と立証は互いに違う重みを持ちます。

議会は個人情報を守る法案も整え始めました。ウクライナ議会には、欧州連合の一般データ保護規則
（GDPR）の水準にしたがう個人情報保護法案（草案第8153号）が2022年10月に発議されました。
GDPRは、個人情報を誰がどんな目的でどれだけ長く保管できるのかを定め、市民に閲覧と削除を求め
る権利を与える欧州の法です。欧州評議会は専門家の討論を開き、戦時の例外状態で国家のデータ収集
の権限が広がるときに市民を守る法的な仕掛けが必要だと押さえました。

発議の時点は2022年10月です。ディーヤが世に出てから二年半が過ぎ、全面侵攻が始まってから八
か月が過ぎたあとです。利便をつくる速度と、その利便を統制する規則をつくる速度は同じではありま
せんでした。アプリは数か月で出て、そのアプリが扱うデータを規律する法は数年後に議論を始めまし
た。こうした時間差は他の国でも繰り返されますが、ウクライナではその時間差が戦争と重なりました。

公開記録の外の問いも残っています。ウクライナの人権団体と市民社会の組織がディーヤのデータ処
理のやり方を直接調べて出した一次報告書を確保できませんでした。批判のかなりの分を、私たちは外
国メディアの要約や担当省庁の出した反論文を通して受け取っています。批判を反論文だけで読む構造
は危うい。反論文はいくつもの批判のうち反論しやすいものを選んで引くことができ、答えに窮するも
のには触れないでいられるからです。埋められなかったと書くほうが、あるかのように書くよりましで
す。

2019年から2022年の初めまで、ウクライナは世界でも指折りの速さで行政をスマートフォンの中へ
移しました。画面と配管と制度が一緒につくられ、市民は窓口に列を作らなくなりました。同じ期間、
その利便を支えるデータはより細かくつながり、都市のカメラは増え、これを扱う法は遅れて議論され
始めました。成果と懸念は互いに違う出来事ではなく、同じ出来事の二つの面です。

戦争の起こる前、利便と保安と監視は互いに違う方向へ引っぱる三つの力でした。この三つの力がど
んな均衡を成すのかはまだ定まっていない状態であり、その均衡を定める仕事は法と政治の分でした。
2022年2月24日、そのうちの一つが残りの二つを圧倒します。国家が生き延びる仕事が、他のすべての
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議論より前の優先順位に置かれたからです。

カメラの出どころをめぐって、他の国はすでに線を引いていました。米国の連邦通信委員会は諜報の
懸念を挙げてハイクビジョンとダーファの機器の輸入を止め、欧州議会は人権侵害を理由にハイクビジョ
ンの機器を取り払いました。ウクライナの都市はそのあとも、この会社のカメラを使い続けました。な
ぜ使い続けたのかについて、公開記録はここで止まります。値が安いからなのか、取り替える機器を買
う予算がないからなのか、買い入れる過程に別の事情があったのかを分けてくれる調査記録がありませ
ん。公開記録の外にあるものを確認されたことのように書けば、その文章は告発になり、告発には証拠
が要ります。

顔認識は行政の利便から戦争の道具へ渡っていきます。ウクライナ政府は米国企業クリアビューAIの
顔認識ソフトウェアを軍事作戦へ取り入れました。戦死したロシア軍人の顔を撮ってインターネットに
漂う写真の山と突き合わせ、身元を割り出したうえで、ロシアにいるその軍人の母親に死を知らせるや
り方で使われたと報じられました。この会社は、インターネットから顔写真を数十億枚、許しを得ずに
集めた問題で、少なくとも四つの欧州連合加盟国から禁止または罰金の措置を受けました。ウクライナ
のデジタル安全研究所は、こうした技術の軍事的な使用を規律する法的な枠組みがウクライナの法の中
にないと指摘しました。

監視と保安を担う機関の権限が大きくなると、その機関を誰が見張るのかが次の問いになります。
2023年7月、ウクライナ産業家・企業家連盟は、新しいサイバー保安法案の草案第8087号をめぐって、
特殊通信情報保護庁に権限が過度に集まると批判しました。しばらくしてウクライナ国家反腐敗局は、
この機関の長ユーリー・シチホリを含む高位の二人が、ソフトウェアを買い入れる過程で6,200万フリ
ヴニャを抜き取った疑いを受けていると明らかにし、二人は職を退いて捜査を受けました。窓口をなく
せば腐敗が減るという第1節の命題が、ここで戻ってきます。紙の窓口は減りましたが、物を買い入れ
る窓口はそのまま残っていました。

ウクライナ政府は2023年11月、英国で開かれた人工知能安全サミットに参加してブレッチリー宣言
に署名しました。署名は約束であり、約束は規則ではありません。約束を規則へ変える仕事は議会と裁
判所の分であり、その仕事は先に見たとおり遅れて始まりました。
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第2章 2022年2月、電子政府が戦時インフラになる

2022年2月23日、ウクライナ政府のネットワークに大規模な接続攻撃が始まりました。ウクライナの
政府ポータルや銀行サイトが揺らぎました。無数のコンピュータが一斉に接続を試みてサーバーを止め
てしまう攻撃、セキュリティ業界でDDoS（ディードス）と呼ばれるやり方でした。同じ時刻、いくつ
かのシステムでは別の種類のプログラムが動き始めていました。ファイルを復元できないように消して
しまうために作られた悪性コードで、セキュリティ業界ではこの種類をワイパー（wiper）と呼びます。
このとき見つかったものには、ハーメティックワイパー（HermeticWiper）、フォックスブレード（
FoxBlade）という名前が付けられました。複数の分析報告書は、この攻撃をロシア軍参謀本部情報総
局（GRU）とつながっているとされるハッカー集団サンドワーム（Sandworm）の仕業と見ました。そ
して翌日の未明、地上軍が国境を越えました。

ウクライナの電子政府は2022年2月に攻撃を受けましたが、運営を続けました。ただし、それを裏づ
ける公開文書にはウクライナ政府の発表が多くあります。政府の発表と外部機関の検証を分けてこそ、
戦争のなかでのディーヤ（Diia）の実際の役割を正確に見ることができます。

1. 侵攻初日にも消えなかったデジタル行政

戦争が始まる数日前、ウクライナ議会は国家の中核データを海外のクラウドに保存できるようにする
法律をひとつ通しました。

法律が変わる前は、国家の記録をウクライナの外に置くことができませんでした。それまでウクライ
ナの法律は、土地台帳や住民登録のような国家登記簿を国内のサーバーに置くよう縛っていました。デー
タが国境の内側にあってこそ国家が統制できるという考えで、平時にはもっともらしい理屈です。戦時
には意味が変わります。サーバーが国内にあるということは、そのサーバーが地図の上の座標になると
いうことでもあり、建物ひとつに爆弾ひとつで一国の不動産記録がまるごと消えかねません。

クラウド（cloud）は、世界のあちこちに散らばっている他人のデータセンターを指します。アマゾ
ンやマイクロソフトのような会社が運営する建物のなかのサーバーに文書を置き、インターネットで取
り出して使うやり方です。ひとつの建物が壊れても別の建物に同じ写しが残っていれば、文書は生き残
ります。ウクライナが侵攻の直前に変えたのは法律でした。技術はすでに世の中にあり、許しがなかっ
ただけで、許しが下りた後には移す仕事が残っていました。

データの量も問題でした。国家の記録の量はペタバイト（PB）単位です。1ペタバイトはおよそ100
万ギガバイトです。スマートフォンの保存容量が128ギガバイトほどですから、1ペタバイトはそんな
スマートフォン数千台をいっぱいに満たす量です。これほどの文書を、戦争が始まった国のインターネッ
ト回線で送り上げる仕事は、そもそも不可能でした。

アマゾン・ウェブ・サービス（AWS）は、スノーボール（Snowball）という装置をウクライナに運
び入れました。旅行かばんのような形をした頑丈な大容量の保存装置です。文書をここに収め、物理的
に運んで国境の外へ出したうえで、ヨーロッパのデータセンターでクラウドに上げるやり方でした。回
線で送れない量なら、トラックに積んで国境を越えるという発想でした。複数の報告書は、この作戦で
およそ10週間のうちに、土地台帳、不動産所有権、銀行記録を含めて10ペタバイトから15ペタバイト
ほどの文書が国外に移されたと記録しています。別の文献は、同じ作戦について1,000万ギガバイトを
超える政府・経済データが救い出されたと書きました。ふたつの数字は別々の出来事を指しているので
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はなく、同じ規模を違う単位で言ったものです。

マイクロソフトは自社のクラウドであるアジュール（Azure）でウクライナ政府のサービスを動かせ
るようにし、4億ドル規模のクラウド利用クレジットを無償で提供したと発表しました。金額と内容は
この会社が自ら明らかにしたもので、実際の執行内訳を別に検証した文書は、手元の資料一覧にありま
せん。フェドロフはこの作業について「クラウドは爆撃できない」と述べました。国家の記録を北大西
洋条約機構（NATO）加盟国の領土のサーバーに散らして置くこと自体が抑止力になるという意味でし
た。

この説明は、そのまま受け取るよりも適用の範囲を確かめてみるべきです。クラウドは爆撃できなく
ても、クラウドにつなぐ通信網と電力網は爆撃できますし、サーバーが生きていても回線が切れれば市
民はそのサーバーのなかの文書を一枚も開けません。もっと長い影は別のところに落ちます。国家の記
録を外国の民間企業のサーバーに載せるということは、その企業の約款と、その企業が属する国の法律
の上に国家の記憶を置くということでもあります。企業が方針を変えれば、国家の記憶はどこに立つの
か。スターリンクを思い浮かべると、この問いはずっと鋭い形で返ってきます。

文書を移したという発表だけでは、統制の権利がどう定められたのかについての答えはまだ出ていま
せん。暗号の鍵を誰が保管したのか、海外のデータセンターの職員が原本にアクセスできたのか、ウク
ライナの機関が写しを自分で消せたのかを示す契約は公開されていません。データが生き残ったという
成果と、そのデータを誰が統制するのかは、別々の問題です。戦争のあいだは前の問題が急でしたが、
戦争が終われば後ろの問題が残ります。

侵攻の直後、ウクライナ政府はいくつかのサービスをしばらく閉じました。政府は複数の国家登記簿
の外部からの接続を自ら断ちました。敵が文書を抜き出したり消したりできないようにするには、扉を
開けておくより閉ざすほうが安全だったからで、その代わりに多くの市民がしばらくディーヤで電子文
書を開けませんでした。

戦争が始まると、政府は新しい機能を出す前に、既存のサービスのいくつかをまず止めました。国家
の文書を守る決定がそのまま市民の不便になり、安全と便利が同じ方向に動かないという事実を、戦争
は一日で明らかにしました。

公開文書によれば、戦争のあいだも基本の行政は続きました。電気が切れ、ミサイルが落ちる数週間
のあいだも行政の運営がおおむね保たれ、銀行システムが動いて給与と年金の支払いが止まらなかった
という文章です。この評価のかなりの部分がフェドロフ本人の発言を移したものだという点は、同じと
ころに残しておくべきです。担当大臣の回顧は出来事の証言であり、外部の監査が確かめてくれた結果
とは重みが違います。

ディーヤのアプリ自体が破られなかった理由としては、設計の構造が挙げられます。ディーヤは市民
の個人情報を携帯電話のなかにも、アプリのサーバーにも溜めておきません。省庁のあいだのデータを
つなぐ通り道であるトレンビタ（Trembita）を通じて、必要なときにそのつど原本の登記簿から情報を
呼び出して画面に映し、画面を閉じれば残しません。文書はこれを「移動中のデータ（data in
transition）」の構造と呼びます。アプリを荒らしても、そのなかに持っていくものがないという意味で
す。

この設計は平時に作られました。セキュリティを考えたものでもありましたが、省庁ごとに文書を別々
に溜めておく古い行政を避けようという目的が大きいものでした。戦時になると、同じ構造が別の値打
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ちを持つようになりました。盗むものがないアプリは、攻撃しても実りがありません。平時の設計の原
則が戦時の防衛線に変わり、ウクライナが2022年に成し遂げたことのかなりの部分は、2019年以降の
数年にわたって積み上がった電子政府の基盤の上で起きたことです。

確定できなかった役割もあります。侵攻の前にウクライナがどんなセキュリティ点検をしたのか、政
府システムの弱点をあらかじめどこまで見つけ出していたのかを示す文書を確定できませんでした。侵
攻の後にディーヤを狙った攻撃が何件で、個人情報の流出があったのかなかったのかを外部から検証し
た監査報告書も、手元の資料一覧にありません。設計が流出の危険を減らすという構造の説明と、流出
が実際に0件だったという結果の主張は、同じ重みで扱えません。前の文は公開文書にあり、後ろの文
はありません。

2022年2月に確認された状況はこうです。ロシアは行政の建物と通信、電力を叩いて国家を麻痺させ
ようとし、ウクライナは行政を建物の外へ、国境の外のサーバーへ移しておきました。この対応が働い
たと、複数の報告書が記します。それらの報告書が引く声の大きな部分が、ウクライナ政府自身のもの
だという点も同じところに残します。

2022年2月に国家の記録を国境の外へ移すことができた背景には、その前の数年の年表が敷かれてい
ます。ウクライナの電子政府は、穏やかな時期にゆったりと育ったのではありません。2014年のマイ
ダン革命の後、腐敗と戦うために公共調達のプラットフォームであるプロゾロ（Prozorro）を開いたの
が出発点で、2019年にデジタル転換省ができるとともに、省庁のあいだの文書をつなぐ通り道である
トレンビタ（Trembita）とヴーリク（Vulyk）が入ってきました。2020年にはディーヤのアプリとポー
タル、中小企業向けの窓口であるディーヤ・ビジネス、新型コロナウイルス感染症の救済金を支給する
システムが次々と扉を開き、侵攻の直前の2022年初めには、情報技術の企業向けの税制であるディー
ヤ・シティ（Diia City）が船出しました。戦争を迎えたのは急いで作ったアプリひとつではなく、すで
に固まっていた配管でした。

文書を移す前に、法的な土台が必要でした。移せと言える立場です。2014年に作られた電子政府の
機関は、各省庁と協力することはできましたが、従えと強いる権限がありませんでした。2019年にそ
の仕事が新しく作られたデジタル転換省へ移り、この省は2023年までに300人を超える組織になりまし
た。省は他の省庁のサービスを直接作りはしません。トレンビタとディーヤを管理しながら、政府全体
のデジタル事業を調整する監督の側に立ちます。議会にもデジタル転換委員会があり、この活動を支え
ます。国家の記録をまるごと国境の外のサーバーへ移す決定は、技術より先に権限の問題であり、命じ
ることのできる隙間は侵攻の3年前にすでに作られていました。

交渉の相手がどんな判断をしたのかは、知られている内容が多くありません。アマゾンとマイクロソ
フトが装置とクレジットをなぜ出すことにしたのか、その決定が会社のなかでどんな議論を経たのかを
示す文書は、検討した資料一覧にありません。二社は戦争中の国の国家記録を自分の建物のなかに受け
入れ、その記録は今もそこにあります。どんな契約の条件が付いたのか、保管の期間はどれほどか、戦
争が終わった後に文書をどこへ戻すことにしたのかを確かめてくれる文書を手に入れられませんでした。
企業の好意は契約ではなく、契約のない好意はいつでも取り下げられます。

2. eVorogとデータ通報、市民がセンサーになった戦争

侵攻から1か月後の2022年3月、ウクライナの人々が日ごろ使っていたメッセンジャーのテレグラム
に、チャットボットがひとつ上がりました。名前はeVorog（єВорог）、英語ではeEnemy、日本語に移
せば「電子の敵軍」です。チャットボットは、プログラムが自動で対話を受けてくれる窓口です。市民
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がロシア軍の兵力や装備、車両の列を目撃すれば、位置の付いた写真や映像、短い説明をこの窓口に送
ることができ、受け付けられた内容は分析のために軍の情報の系統へ渡されました。

ウクライナがしたことは、すでにみんなのポケットに入っていた装置をひとつの窓口につないだこと
でした。新しい武器も、新しい部隊も要りませんでした。このつながりには、すぐに穴が見えます。誰
でも送れるなら、敵も送れます。偽の座標を山ほど押し込んで味方の砲兵に見当違いのところを叩かせ
ることもできますし、役に立たない通報を注ぎ込んで検証の人員を麻痺させることもできます。情報を
広く受ける仕組みは、嘘の情報にもそれだけ広く開かれています。

認証を通った通報だとしても、正確だという保証はありません。民間人の目と軍の分析官の目は違い
ます。煙と騒音と恐怖のなかで見た戦車の種類と台数が正確である理由はありません。おびえた人は数
を多く数え、遠くから見た人は種類を取り違えます。だから、ふるい分ける手続きがなければなりませ
ん。文書は、検証を通った市民の通報が、ドローン、衛星、偵察兵から入ってきた情報とともに
DELTA（デルタ）というシステムへ流れ込むと記します。デルタは、いろいろなところから入ってき
た情報をひとつのデジタル地図の上に重ね、指揮官にリアルタイムの状況図を見せる戦場認識のプラッ
トフォームです。押さえておくべき事実はひとつです。2022年の春、市民のスマートフォンが軍の地
図の上に点をひとつ打てる回路が作られました。

意思決定の過程は、公開された文書だけでは確かめにくいものです。通報者の身元をどんなやり方で
確認したのか、入ってきた通報のうち何パーセントが使えるものだったのか、検証を何段階に分けて誰
が判定したのかを明らかにした公開文書を確定できませんでした。そうした数値がインタビューの形で
言及された跡はありますが、引用できる出所として確定できないため、事実として立てません。手続き
があったという文書の文章までが今言える範囲であり、その手続きがどれほど細かかったのかは範囲の
外です。

規模は小さくありませんでした。2022年末の時点で、43万3千人を超えるウクライナ人がeVorogのチャ
ットボットで戦場の情報を送ったという集計があります。同じ時期、「STOP Russian War」というテ
レグラムのチャンネルには、敵軍の移動に関する通報が10万件を超えて集まりました。この43万人は
通報の窓口を使った市民の数であり、IT Armyの参加者の数とは別の体系から出た別の値です。ふたつ
の数字を重ねて読んではいけません。

これらの数字が何を証明するのかも、慎重に言わなければなりません。43万人は通報を送った人の数
です。有効な標的を作り出した人の数は、ここには入っていません。市民の通報が実際に何件の打撃に
つながったのか、その打撃が前線の形勢にどれほど助けになったのかを独立して確かめた公開文書は、
検討した範囲にありません。参加の規模は確認され、戦果については公開の記録がここで止まります。
この区別を消した瞬間、記録は宣伝になります。

海外では、ウクライナの素早い対応を高く評価しました。英国の日刊紙ガーディアンはディーヤにつ
いて、税を納めるのにも使い、ロシアの兵士を通報するのにも使うアプリだと紹介し、エコノミストは、
こうしたチャットボットがウクライナの民間人を「デジタル抵抗軍」に変えてしまったと書きました。

しかし、その評価だけでは説明のつかない問題もあります。ある報告書は、ウクライナがデジタルの
つながりを通じて戦闘員と非戦闘員の貢献のあいだにあった境目をぼかしてしまったと評価しながら、
市民が国土全体を覆う「デジタルの目」となって戦力の乗数の役割を果たしたと記しました。戦力の乗
数とは、兵力や武器の数を増やさなくてもその効果を何倍にも大きくする要素を指す軍事の用語です。
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「境目をぼかした」という言い回しは褒め言葉のように使われましたが、重い言葉です。戦争法は長
いあいだ、軍服を着た人と着ていない人を分け、後ろのほうを保護の対象に置いてきました。その保護
は、非戦闘員が敵対の行為に直接加わらないという前提の上に立っています。スマートフォンで敵軍の
位置を撮って軍の地図に上げる市民は、その前提のどちら側に立っているのでしょうか。この問いはウ
クライナだけのものでは終わらず、スマートフォンを持つあらゆる国の国民のものになります。志願者
たちのサイバー動員と国際法の衝突は今答えられる問題ではないので、問いを閉じずにそのまま置いて
おきます。

確認できなかった内容もあります。占領地に残った市民が敵軍の位置を通報することには危険がとも
ないます。見つかれば命がかかる仕事であり、通報の窓口が広いほど、その危険を負う人の数も増えま
す。通報者を守るためにウクライナ政府が何をしたのか、通報のせいで市民が傷ついた事例があったの
かを示す独立した文書は、検討した資料一覧にありません。土台がないので急いで閉じずに空けておき
ますし、空欄を埋めてしまうより空欄だと書くほうが正直です。

通報の窓口がどこに置かれたのかも見るべきです。eVorogは国家が作ったアプリのなかではなく、
テレグラムという民間のメッセンジャーの上に載りました。ある報告書は、このチャットボットをロシ
ア軍の移動をリアルタイムで記録し、文書として残すために作った国家の事業だと記します。だとすれ
ば、この窓口の床はウクライナ政府が所有していない会社のサーバーです。テレグラム側とどんな協議
があったのか、サーバーがどこにあり、誰がそのなかを覗けるのかを示す文書は、手元の資料一覧にあ
りません。国家が国民に敵軍の位置を送れと言いながら、その通り道そのものは自分の手に握っていな
かったという事実は、成果とは別に書き留めておく値打ちがあります。

入ってきた情報が届く先はデルタです。文書はデルタを、クラウドに載ったプラットフォームだと記
します。ドローンと衛星、偵察兵、そして民間人から来た情報をひとつの地図の上に重ね、指揮官にリ
アルタイムの絵を見せます。重ねて置くことは、ふるい分ける方法のひとつです。同じものを別々の目
が指せば信頼が大きくなり、ひとつだけが指せば疑いが残ります。だからといって、重ねて置くことが
検証を終わらせてくれるわけではありません。複数の目が同じ錯覚を見ることもありますし、急な前線
では別の目が届くのを待つ時間がないこともあります。クラウドの上にあるという言葉にも条件が付き
ます。地図が生きていても、回線の切れた指揮所ではその地図を開けません。

外からの賛辞は性格を分けて読まなければなりません。ガーディアンとエコノミストの文章は外から
見た印象であり、この制度がどれほど正確だったのかを調べた監査ではありません。報道は目につくも
のを書き、目につくものと成果は重なることもあれば食い違うこともあります。

数字にも時間が付いています。43万3千人という集計は2022年末の時点のものです。その後この窓口
が同じ規模で回ったのか、通報が増えたのか減ったのか、人々が疲れて手を放したのかを教えてくれる
後の時点の集計を確定できませんでした。私たちが持っているのは戦争の初年の終わり際に撮られた写
真が一枚であり、その後のフィルムはありません。

3. 難民支援と被害復旧、戦争のなかのディーヤのふたつの顔

戦争が始まると、数百万人が住んでいた場所を離れました。2023年末の時点で、およそ1,400万人の
ウクライナ人が家を離れました。

急いで避難した人々は、身分証や各種の書類を持ち出せないこともありました。紙の旅券や身分証を
置いて出てきた人々、書類の入った引き出しごと崩れてしまった人々が、国境と駅と避難所に並びまし
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た。国家は彼らが誰なのかを確認できなければ、何もしてあげられません。支援金も、住まいも、検問
所の通過も、身元の確認から始まります。しかも侵攻の直後に政府が国家登記簿への接続を自ら断った
ため、ディーヤで電子文書を開くことすらしばらく難しいものでした。防御のための措置が生んだ空白
でした。

2022年3月初め、ディーヤにe-文書（єДокумент）が加わりました。紙の旅券のない人でも臨時に身
分を証明できるようにした電子の文書で、旅券の情報と納税者番号が収められました。この文書ひとつ
で検問所を通り、避難所に登録し、支援を申し込むことができました。国家がこの文書で市民に返した
のは、紙一枚というより身分でした。

被害の復旧はe-リカバリー（єВідновлення）が担いました。砲撃で家が壊れた市民が、アプリで写
真と被害の内訳を上げて補償を申し込む窓口です。ウクライナ政府の集計で、10万8千人を超える市民
が住宅の修理の名目で合わせて106億フリヴニャを受け取り、およそ2万3千人が新しい家を買うための
デジタル住宅バウチャーを受け取って、その規模は330億フリヴニャに達します。この数値は2025年11
月に出た報告書が移した政府の集計です。

数字を読むときには、ふたつのことを一緒に覚えておかなければなりません。この金額は2022年2月
の一か月の数値ではなく、その後の数年にわたって積み上がった累計です。舞台は2022年ですが、そ
のとき開いた窓口が何を運んだのかを見るには、後ろの数字を持ってくるほかありません。そして、集
計を出した主体は金を支給した政府です。補償金が実際に被害者に届いたのか、審査で落ちた人は何人
でなぜ落ちたのか、不正な受給はどれほどふるい落とされたのかを確かめてくれる外部の監査文書は、
検討した資料一覧にありません。支給された金額の大きさと制度の公正さは別の問いであり、二つ目の
問いにはまだ答える土台がありません。

戦争のあいだも行政サービスは続きました。ある報告書は、ウクライナ市民の63パーセントが国家の
電子サービスを使っていると集計しながら、130から150に及ぶデジタルの公共サービスが戦時にも中
断なく保たれたと記しました。

戦争のあいだ、ディーヤは生活を支える手段であると同時に、政府の権限が集まる窓口になりました。

一方の顔は生存です。身分証を失った人に身分を返し、家を失った人に金の届く道を開き、役所の建
物が崩れた都市でも行政が続くようにしました。ロシアが庁舎を爆撃して混乱を作ろうとしたとき、ウ
クライナは庁舎をアプリのなかへ移してしまいました。

もう一方の顔は集中です。同じアプリひとつが身分証であり、福祉の窓口であり、財産の被害の届出
書です。一人の人に関する情報がひとつの認証の体系の下に集まり、便利の源と危険の源が同じものに
つながります。ディーヤが個人情報をアプリに保存しない構造だという説明は、アプリを荒らしても得
るものがないという意味です。国家が市民を識別できないという意味に読めば間違いです。国家はいつ
でも識別でき、それが電子身分証の定義です。

ですから、この技術を誰がどんな手続きで統制するのかが大事です。誰がこのデータにアクセスする
のか、アクセスした記録は残るのか、残るなら誰がその記録を覗くのか、戦時にはどこまで例外が許さ
れ、その例外はいつ終わるのか。戦争のあいだに開いた扉は、戦争が終わっても自然には閉じません。
閉じるには誰かが閉じなければならず、閉じろと求める声がなければならず、その求めが通るには求め
る余地が残っていなければなりません。
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公開の記録には、市民の経験が十分に収められていません。ディーヤと戦時行政の監視の問題をめぐっ
て、ウクライナの市民社会や人権団体が何を問題にし、政府がどう答えたのかを示す独立した文書は、
手元の資料一覧のなかで目立って空いています。政府側の説明はあるのに、批判の原文がありません。
土台が片方にしかないとき、均衡は作り出せるものではなく告白すべきものであり、この空白はまだ埋
まらないまま残っています。

2022年2月について残す判断はひとつです。ウクライナの電子政府は、戦争に出会って性能が証明さ
れたのではなく、使い道が変わりました。行列をなくすために作った道具が、標的を探す通り道の横に
立つことになりました。税を集めるために作った認証の体系が、戦時行政の骨組みになりました。福祉
の申請書を受け取っていた窓口が、壊れた家の写真を受け取りました。この転換は速く、効果があった
と複数の文書が記します。速い転換は審議を飛び越えます。飛び越えた審議は消えずに後ろに積もり、
積もったものはいつか請求書になって返ってきます。

戦時に開かれた窓口が更地から湧いたわけではありません。2020年にディーヤのアプリとポータル
が出るとき、新型コロナウイルス感染症の救済金を市民に支給するシステムも一緒に扉を開きました。
災難に遭った人に国家がアプリで金を送る仕事を、ウクライナは伝染病で先に経験しました。2022年
のe-リカバリーは、なかった道を新しく切り開いたというより、すでにできていた道の上に別の荷を載
せたほうに近いものです。

ディーヤは市民に支援金を送るのにも使われました。ディーヤには、避難してきた人が新しい住まい
を登録して毎月の政府の支援を申し込む機能が入り、戦費を集める戦争債券をアプリで買う機能も付き
ました。一方では国家の金が市民へ出ていき、もう一方では市民の金が国家へ入ってきます。ひとつの
画面がふたつの方向の財布になりました。

63パーセントが国家の電子サービスを使うという集計は、裏返して読まなければなりません。使わな
い人々が残っているという意味です。スマートフォンのない人、前線の近くで回線が切れたまま過ごし
た人、年を取ってアプリを扱えない人がいます。この人たちが戦時にどこで身分を証明し、どんな窓口
で補償を申し込んだのかを示す文書は、検討した資料一覧にありません。行政をアプリのなかへ移した
国で、アプリの外に立つ人はどこへ行くのか。この問いに答える土台を私たちは持っておらず、ないと
書くほうが、あるふりをするより正確です。

監督の形式は書類の上に存在します。デジタル転換省はトレンビタとディーヤを管理しながら政府全
体のデジタル事業を調整する役割を果たし、議会にはデジタル転換委員会があってこの活動を支えます。
しかし、その委員会が戦時に何を審議したのか、国家登記簿への接続の遮断や戦時の例外をめぐってど
んな判断を下したのか、いつその例外を取り下げることにしたのかを示す記録は、手元の資料一覧にあ
りません。監督する機構があるということと、監督が行われたということは別の話です。前の文は確認
され、後ろの文については公開の記録がここで止まります。
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第3章 サイバー義勇軍 IT Army

2022年2月26日、ウクライナのデジタル転換大臣ミハイロ・フェドロフの公式テレグラムチャンネル
に、短い文章が一つ載りました。デジタル技術を扱える人であれば国籍を問わずウクライナの側に立っ
てほしい、という呼びかけでした。全面侵攻が始まって三日目のことで、反応は速いものでした。チャ
ンネルの登録者は、ほどなくして約15万人の規模にふくらみました。

この組織の名前が「IT軍(IT Army of Ukraine)」です。軍という言葉がついていますが、兵営も階級章
もありませんでした。募集の告知はデジタル担当大臣のソーシャルメディアのアカウントから出され、
志願者は身体検査も宣誓もしませんでした。チャンネルを登録し、画面に映った目標に向けて自分のコ
ンピュータを動かせば、それで参戦でした。武器を受け取りに行く必要も、部隊に配置される必要もな
く、必要なのはインターネットにつながった機器一台と、リストに従うという決心だけでした。

この組織を紹介する記事や講演では、参加者が四十万人に達するという話がよく出てきます。もとに
なる文献で確認できる値は、テレグラムチャンネルの登録者およそ15万人です。四十万という値の一次
的な出どころは公開記録のどこにも見つけられなかったので、確認された範囲の中だけで書きます。

登録者数と、実際に攻撃に加わった人の数は、そもそも別の値です。チャンネルを登録しただけでツー
ルを一度も実行しなかった人も登録者に入ります。逆に、登録せずに配布されたプログラムだけを取り
込んで動かした人は、登録者の集計から抜けます。この組織の人数は数え方によって大きく変わる値で
あり、IT軍の規模は今も正確には分かっていません。

1. テレグラムから始まった国家の外の動員

IT軍を最初に提案した人は、政府の外にいる企業家でした。ウクライナのIT企業家イェホル・アウシェ
ウ(Yegor Aushev)が、サイバーセキュリティの自発的な支援グループを作ろうとフェドロフ大臣に提案
したことが出発点だったと、二件の分析報告書が記録しています。ルーマニア新戦略センターが2024
年6月に出した報告書と、欧州連合機関の侵害対応チームCERT-EUが2023年2月に出した開戦一年のま
とめ報告書です。

アイデアを出した側は民間であり、その提案を世界中が見られるチャンネルに載せて人を集めた側が
大臣でした。フェドロフがしたことは、創設よりも増幅に近いものです。彼は国家が持つ拡声器を民間
の提案に貸しました。呼びかけの通路を開いた人と、その呼びかけに応じた人々が起こしたことのすべ
てを指揮した人は同じではないため、この区別は彼の功罪を分けるときに、もう一度使われることにな
ります。

創設の日付から文献が分かれます。ある文献は2022年2月25日を、ある文献は2月26日をIT軍の始ま
りとして記しています。どちらか一方を選ばず、二つの日付をともに残します。一日の差は小さく見え
るかもしれませんが、国家がいつからこの組織に関与したのかを問う国際法の論争では、その一日が土
台として使われます。戦争の記録で日付が揺れるということは、この組織が急を要するソーシャルメディ
アの投稿から生まれたという事情を映し返しています。

集まった人々が実際に何をしたのかを見るには、道具を見なければなりません。IT軍の主力となる手
段はDDoS(分散サービス拒否)攻撃でした。難しい言葉のようですが、原理は難しくありません。一つ
のウェブサイトに数多くのコンピュータが同時に接続要求を浴びせると、サーバーは処理できる量を超
えて止まってしまいます。狭い出入口に人が一度に押し寄せ、かえって用のある人が誰も出入りできな
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くなるのと似ています。

この方式はコンピュータ一台では力を出せません。数万台がともに動いてこそ壁になり、自発的に参
加する人の人数がそのまま火力になります。ですからIT軍にとっては、参加の敷居を下げることが、組
織の力を伸ばすことに直ちにつながりました。

参加者たちは自分のコンピュータの通信帯域を差し出して、巨大なボットネット(Botnet)を成しまし
た。ボットネットとは、一つの命令に従ってともに動くコンピュータの群れを指します。ここで必要に
なる自動化ツールは、ハッカーたちが自ら作って配りました。米国のセキュリティ会社サイバーヘイブ
ン(Cyberhaven)で働いていたウクライナ出身のエンジニア、ボフダン・イヴァシュコ(Bohdan Ivashko、
活動名Arriven)は「db1000n」というプログラムをGitHubに公開しました。GitHubは、開発者たちがプ
ログラムのコードを置いて誰でも取り込めるようにする公開の保管庫です。Web 3.0ネットワークを使
う「ディスバランサー(disBalancer)」が出てきて、複数のツールを一つに束ねた「IT ARMY Kit」も配
布されました。プログラミングを知らない人でも取り込んで実行ボタンを押すだけで隊列に加われる形
であり、武器を個人が作り、個人が配り、個人が取り込んで使う戦争が、こうして回っていきました。

この動員の性格は、名前のとおり「国家の外」でした。参加者はウクライナ国民でなくてもよく、世
界のどこに住んでいてもインターネットさえあれば足りました。ツールを作った人も、そのツールが置
かれた場も、個人とGitHubのような民間のプラットフォームでした。組織が動く舞台そのものが、テレ
グラムという民間のメッセンジャーでした。国家は目標を知らせる声にすぎず、組織を所有する持ち主
ではありませんでした。

国籍と居住地、所属がそれぞれ異なる人々が集まったことで、責任の所在が不明確になりました。国
家の外で組織され、国家の外の人が参加し、国家の外の道具で動いた力について、国家はどれだけ責任
を負うべきなのか、という問題です。

組織の内部が平らなだけだったわけではありません。新戦略センターの報告書は、IT軍が水平的な有
志のネットワークと垂直的な指揮体系の混ざった構造だったと分析しています。上のほうにはウクライ
ナの情報機関と政府省庁の出身のIT専門家25〜30人がいて、報告書は彼らを「将軍(Generals)」と呼ん
でいます。この人たちが、実際の侵入能力を備えた熟練ハッカー集団、いわゆる「大佐(Colonels)」を
別のセキュリティプラットフォームで指揮しました。テレグラムに公開された目標のリストを受け取る
一般の参加者は、この構造の外側の層でした。

外から見えるのはテレグラムチャンネル一つだけですが、その後ろに見えない層がもう二枚あったと
いう意味です。外側の層の参加者は、自分が誰の計画を実行しているのかを知らないまま実行ボタンを
押していた可能性があります。

この構造は、フェドロフ個人の功罪を分けるうえで重要です。彼がテレグラムに文章を載せて15万人
規模の登録者を集めたことは確認できる事実です。しかし「将軍」たちが政府のどのような指揮を受け
たのか、目標を誰が最終的に決めたのか、デジタル転換省と情報機関のあいだの役割分担がどうだった
のかは、公開記録では結論はまだ早いところです。門を開けた人が、その中で起きたすべてのことの指
揮官だという結論は、そこから出てきません。フェドロフの取り分は門を開けたというところまでが明
確で、その内側はぼやけたまま残ります。

フェドロフが侵攻三日目に世界の技術者たちへ語りかけられたのは、その通路が戦争が起きて急いで
作られた通路ではなかったからです。ウクライナのデジタル転換省は2019年に建てられました。ヴォ



20 - キム・ギョンジン

ロディミル・ゼレンスキー大統領が2019年の選挙で掲げた「スマートフォンの中の国家」という公約
を担う省庁であり、2020年には国家のモバイルアプリ「ディーヤ(Diia)」が出ました。侵攻の前までに
ディーヤは2千2百万人台の利用者を集め、ウクライナのスマートフォンの77パーセントに入っていま
した。IT企業に税制の優遇を与える「ディーヤ・シティ」には数千の企業が入っていました。国民と技
術業界に直接語りかける通路が、すでに何年も前から回っていたわけです。

デジタル転換省は戦争の初期に市民の通報窓口も開きました。市民がロシア軍の移動と位置を写真と
位置情報で知らせる「eエネミー(eVorog)」チャットボットが並んで動きました。2022年末までに43万
3千人を超える市民がこのチャットボットで軍事情報を送り、その情報は検証を経て「デルタ(Delta)」
に入りました。デルタは散らばった通報と偵察の情報を一つの画面に集め、どこに何があるのかを見せ
る軍用のシステムです。このチャットボットは、敵が流す偽の通報を防ぐため、ディーヤを通した本人
確認を必ず経るように設計されました。

二つの組織は参加の方法と指揮の体系が違いました。eエネミーは国家のアプリで本人確認をした人
だけを入れ、入ってきた情報は軍の体系でふるいにかけられました。IT軍はテレグラムの登録ボタン一
つで入り、公開記録のどこにも参加者の身元を確認する手続きが記されていません。一方は誰が何を送っ
たのかが残り、もう一方は誰が何を押したのかが残りません。

数字を扱うときにも、この区別が必要です。43万3千人はeエネミーの通報者数として記録された値
であり、IT軍で確認できる値はテレグラムの登録者およそ15万人です。公開記録はこの二つの値を互い
につないでいません。四十万という規模がどこから出た値なのかについては、依然として公開記録はこ
こで止まります。

2. 攻撃目標・参加者・指揮主体をめぐる国際法の論争

IT軍が国際法の研究者たちの机の上に載った理由は、既存の規則のどの枠にも入らなかったという点
にあります。戦争にも規則があります。国際人道法(IHL)と武力紛争法(LOAC)と呼ばれる規則は、「誰
が戦えるのか」「何を叩けるのか」「誰が責任を負うのか」を定めています。IT軍は、この三つの問い
すべてに対する答えをぼやけさせました。

まず、何を叩けるのかという問いです。

1977年のジュネーヴ諸条約第一追加議定書は、交戦国が「軍事目標」だけを攻撃するよう求めてい
ます。軍事目標とは、破壊したり無力化したりしたときに確実な軍事的利益を与える対象です。そして
得られる軍事的利益と、民間人が被る被害のあいだで比例が守られなければなりません。この枠組みは、
大西洋評議会が2025年11月に出した報告書でサイバー領域に改めて適用されます。赤十字国際委員会
(ICRC)は、戦時に参加する民間のハッカーが守るべき八つの規則を出しました。民間施設を直接狙わな
いこと、軍事目標と民間施設を区別せずに広がる悪性コードを使わないこと、医療・人道の施設に手を
出さないこと、民間人の生存に欠かせない基盤施設を叩かないこと、などです。

IT軍がこの規則をすべて破ったと言うのは難しいところです。報告書は、彼らが保健・社会支援の部
門を目標にすることをためらったと記しています。病院には手を出さないようにした、という意味です。
問題はその次です。同じ報告書が記録した主な目標は、ズベルバンク、ガスプロムバンク、VTBといっ
た銀行、動画プラットフォームのルトゥーブ(Rutube)、モスクワ証券取引所、そして38の地域の料金決
済を処理する「トロイカ(Troika)」ポータルでした。ロシアの市民がバス代を払い、給料を受け取り、
映像を見るシステムです。日常を回す民間のインフラが、標的リストの大きな割合を占めていました。
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IT軍は、ロシアの経済的な資源を減らして戦争の遂行能力を落とすのだと掲げました。しかし民間サー
ビスへの攻撃が軍事的な利益につながったのかは、はっきりしません。銀行のアプリが数時間止まって
ロシアの市民が味わう不便が、国際法のいう確実な軍事的利益でしょうか。決済網を揺さぶることと、
前線の戦闘の結果とのあいだの因果を、どうやって測るのでしょうか。西側の政策研究機関のあいだで
も、この論争は整理されていません。目標を選ぶ基準がぼやけていれば、そのぼやけの代価は、標的に
された国の民間人が払うことになります。

次は、参加者は軍人なのか民間人なのかという問いです。捕らえられたときに捕虜の待遇を受けるの
か、刑事犯として裁かれるのかがここで分かれるため、人の命と身柄がかかった区別です。

国際法のいう「戦闘員(Combatant)」になるには条件があります。ジュネーヴ第三条約4条(A)と第一
追加議定書43条・44条によれば、交戦当事国の正規軍か、そこに統合された民兵・義勇隊でなければ
ならず、上級者の指揮を受けなければならず、遠くからでも見分けられる標識をつけなければならず、
武器を露わにして携えなければならず、作戦で国際人道法を守らなければなりません。侵略軍が押し寄
せるときに住民が即興で武器を取る「群衆蜂起(levée en masse)」という例外の条項もあります。

IT軍はどの項目も満たせません。正規軍に編入されておらず、制服がなく、ノートパソコンを露わに
して携えた武器と呼ぶことはできません。世界に散らばっているので、占領地の住民の蜂起にもなりま
せん。ですから彼らは法的には民間人であり、戦争に実質的な打撃を与えていながら、身分は戦争と無
関係な人として分類されます。

民間人が戦争に手を出すと、次の問いは「敵対行為への直接参加(DPH)」なのかどうかです。三つの
条件をすべて越えなければなりません。死亡・負傷・物理的な破壊を招くか、敵の軍事作戦に実質的な
悪影響を与えなければならず(被害の閾値)、行為と被害のあいだに直接の因果関係がなければならず、
一方の交戦国を助けて相手に害を与える目的でなければなりません。

報告書の判断はこうです。最後の条件は満たされます。彼らがウクライナを助けようという意思ははっ
きりしています。しかしDDoS攻撃やウェブサイトの画面改ざん(Defacement)は、人を殺したり傷つけ
たりせず、物を壊すこともありません。画面改ざんとは、他人のホームページの最初の画面を自分のメッ
セージに書き換えることをいいます。ですから、被害の閾値という条件を越えられません。

法を当てはめると、保護を受けにくい身分になります。IT軍の志願者たちは戦闘員の要件を満たせず、
捕虜としての保護を受けられません。同時に直接参加の要件も満たせないため、法的に正当な交戦行為
として認められもしません。ロシアに捕らえられれば、ロシアの刑法上のハッキング犯罪者として処罰
されうるのです。保護も資格もない法の空欄に、数万人が立つことになりました。参加の敷居が低かっ
たぶん、危険の実体は参加者本人にもよく見えていなかった可能性があります。

国家の責任の有無も問わなければなりません。

サイバー作戦の法的な基準をまとめた文書に「タリン・マニュアル2.0」があります。NATO系列の専
門家たちが集まって作った解説書です。規則15と17は、非国家の行為者が国家の指示、指揮または統
制の下で作戦を遂行すれば、その行為が国家の行為として帰属すると見ています。問題は「統制」をど
れだけ厳しく見るかであり、二つの原則がここでぶつかります。

一つは実効的支配の原則(ECD)です。国際司法裁判所(ICJ)のニカラグア事件から出た基準で、国家が
その組織を直接かつ徹底して統制したという点が疑いの余地なく証明されてこそ責任を認めます。敷居
が高いのです。もう一つは全般的支配の原則(OCD)です。旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所(ICTY)のタ
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ディッチ事件から出たもので、国家がその組織を組織し、調整し、支援する役割をしただけでも責任を
問えると見ます。敷居が低いのです。同じ事実を前にしても、どの物差しを使うかによって国家の責任
の有無がひっくり返ります。

ウクライナ政府は、厳しいECDの基準では逃れる余地があります。政府が個別の攻撃を直接指示した
という証明が容易ではないからです。ゆるやかなOCDの基準では事情が違います。大臣のチャンネル
で人を集め、目標のリストが行き交うテレグラムがある以上、調整と支援の痕跡を否認するのは難しい
のです。

報告書は、国家の責任の程度を十の段階に並べた表を示しています。レベル1は国家が第三者の攻撃
を禁じて防ぐ段階であり、レベル10は国家の正規軍と第三者の代理勢力が完全に統合された段階です。
この尺度によれば、戦争初期のウクライナ政府の位置は、作戦の細部を提案する「国家調整(レベル6)」
か、政策として攻撃を後押しする「国家奨励(レベル4)」でした。関与はしたが所有はしていない役割
です。

この法的な位置は変わりうるものです。ウクライナ議会とデジタル転換省は、有志のハッカー部隊を
正規軍の「サイバー予備役」として合法化し編入させるサイバーセキュリティ法案の草案を用意しまし
た。この法律が通れば、IT軍はエストニア防衛連盟のサイバー防衛部隊のように国家の組織の中に入り、
ウクライナの国家責任は最も高い段階である「国家統合(レベル10)」に上がります。志願者たちが起こ
したハッキングで生じた国際法上の責任と賠償の義務を、国家がすべて引き受けることになるという意
味です。サイバー予備役の法案は草案の段階の計画であり、通過と施行については公開記録はここで止
まります。

法で抱き込めば志願者たちは保護を得て、国家は責任を得ます。外に置けば国家は責任を避け、志願
者たちは保護を失います。フェドロフがテレグラムに文章を一つ載せたとき、どちらへ進んでも代価を
払わねばならないこの問題も、ともに開かれました。

この論争で使われる物差しが、どういう身分の文書なのかを押さえておく必要があります。タリン・
マニュアル2.0は国家が署名した条約ではなく、NATO系列の専門家たちが集まって書いた解説書です。
国家責任を十の段階に並べた表も法ではなく、ルーマニア新戦略センターが分析のために作った尺度で
す。赤十字国際委員会の八つの規則もまた、破ったときに罰を与える条項ではなく、守ってほしいとい
う勧告です。規則を語る文書はいくつもあるのに、その規則をIT軍に当てはめて判断を下した国際裁判
所の決定は、公開記録の中にありません。物差しはいくつもあり、法廷はまだ開かれていません。

灰色地帯に立つ人がハッカーだけというわけでもありません。ウクライナの戦時サイバーセキュリティ
体系を扱った報告書は、こうした市民の参加が戦闘員と非戦闘員の寄与のあいだの境目をぼやけさせた
と記しています。ロシア軍の移動を撮ってチャットボットに上げた市民43万3千人も、同じ問いの前に
置かれます。DDoSツールを動かした人と写真を上げた人のうち、どちらが戦争により近いところにい
るのか、国際法の古い枠は答えを持っていません。

編入法案が引き合いに出す対象も確かめておく値打ちがあります。報告書が挙げるモデルは、エスト
ニア防衛連盟のサイバー防衛部隊です。有志の参加者を国家の組織の中に入れ、指揮系統と規律の下に
置く方式です。その中に入れば志願者は身分と保護を得て、国家は彼らが起こしたことの賠償の義務を
ともに受けます。その賠償を誰にどんな手続きで行うのか、ズベルバンクやトロイカのポータルを使っ
ていた人々が何を請求できるのかは、公開記録には記されていません。
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利害関係者が政府と志願者で終わるわけでもありません。ツールが置かれたGitHubも、組織が回った
テレグラムも民間企業のサービスです。この会社が自社のプラットフォームで起きたことをどう扱った
のか、ツールを下ろしたりチャンネルを塞いだりできたのかは、公開記録にはありません。戦争の規則
を問う場に、その舞台を所有する側が抜けているのです。

3. 有志のネットワークが残した成果と統制の空欄

新戦略センターの報告書が記録したIT軍の代表的な打撃は、2022年5月9日のロシアの戦勝記念日に
合わせたルトゥーブへの攻撃です。管理者のパスワードが変えられ、ペタバイト規模のデータが消され
たと記されています。ペタバイトはギガバイトの百万倍ほどの大きさです。モスクワ証券取引所、ティ
ンコフ銀行、38の地域の公共交通の決済ポータルであるトロイカが止まった事例も、あわせて記録され
ています。

正規軍の予算を一銭も使わず、兵力の移動を一度もせずに、相手国の日常のインフラを数日ずつ揺さ
ぶったのです。安価なノートパソコンと有志の時間だけで、大金のかかる正規の作戦に比べられるほど
の騒ぎを作り出しました。

成果の大きさを測る者がいないという問題が、すぐ後についてきます。DDoS攻撃の効果はおおむね
一時的です。サーバーが数時間、長くて数日止まり、また生き返ります。物理的な破壊がないという点
は、彼らの法的な地位を曖昧にしたまさにその特性でもあります。ロシアの戦争遂行能力がこの攻撃で
どれほど削られたのかを独立して測った文書は、公開記録では確認できず、ウクライナ側の発表と参加
者たちの自己申告があるだけです。発表を独立した検証と同じ重さに置かないという原則は、ここにも
そのまま当てはまります。

統制も空いています。時間が経つにつれてIT軍は国家から離れていきました。報告書によれば、政府
の支援は「非運用的な支援」の水準まで減り、組織は自らクラウドファンディングで資金を集めながら
分散型のモデルで回るようになりました。クラウドファンディングは、インターネットで多数の少額の
後援を集める方式です。国家が呼んだ組織が国家の手を離れたのであり、呼ぶときは拡声器一度で足り
ましたが、引き戻すのにそんな拡声器はありません。

規則はあるのに強制する手がないという事情が、そのまま現実の問題として現れます。ICRCが民間
のハッカーのための八つの規則を作りましたが、テレグラムチャンネルでゆるくつながった数万人にそ
の規則を強制する手立てがありません。誰かが病院の電算網を叩いたら、誰がその人を止めるのでしょ
うか。誰がその人を処罰するのでしょうか。指揮官のいない軍には軍法もありません。この組織の強み
だった「誰でも参加できる」が、そのまま弱みになります。誰でも参加できるという言葉は、誰も責任
を負わないという言葉とくっついて回り、組織を伸ばした開放性と、組織を統制できないものにした開
放性は同じものでした。

数字と事実にも、公開記録の外の問いがあります。広く引用される四十万という規模については、公
開記録はここで止まります。確認できるのは、テレグラムの登録者およそ15万人という値一つです。創
設日は2月25日と26日に分かれます。指揮部の「将軍」25〜30人が政府とどんな指揮の関係にあったの
かも、結論はまだ早いところです。戦争のさなかに作られた組織の記録が完全であることを望むのは難
しいことです。しかし記録がないという事実を記録しておくことはできますし、空欄を埋めたふりをせ
ず空欄のまま残すことが、この組織を正直に扱う方法です。
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出来事が過ぎた後も、関連する報告書は出続けました。CERT-EUは2023年2月に開戦一年のサイバー
作戦をまとめました。ルーマニア新戦略センターは2024年6月に東部のデジタル戦線を扱った報告書を
出しました。NATO協同サイバー防衛センター(CCDCOE)は2026年3月にウクライナのサイバー防衛の
進化を扱った文書を発表し、オーストラリア陸軍研究センターは2026年4月22日にIT軍を主題とした論
文OP 35を公開しました。侵攻から何年も経つまで各国の軍の研究機関が同じ組織を手放さずにいると
いうことは、それだけ結論が出ていないという意味です。

確認できる功は速さです。侵攻三日目に、彼は世界の技術者に届く通路を開き、15万人規模の反応を
引き出しました。国防省が手続きを踏んで義勇軍を組織していたら、何か月もかかったはずのことです。
アイデアを出した人は民間の企業家アウシェウであり、ツールを作った人はイヴァシュコのような開発
者たちであり、大臣がしたことは、その流れに国家の拡声器をつけたことでした。

現れたのは、その拡声器が作り出した役割です。国家のチャンネルで呼び集めた数万人が、国家の指
揮も国家の保護も受けられない立場に立つことになりました。法的に彼らは民間人であり、捕らえられ
れば犯罪者になり、規則を破っても止める人がいません。この状態を作った責任がフェドロフ一人にす
べてあると言える土台はありません。しかし、この状態が彼のテレグラムの投稿から始まったという事
実は残り、彼は速い動員の設計者でありながら、統制のない動員の設計者でもありました。

コンピュータとインターネットさえあれば、国境の外からも戦争に参加できました。スマートフォン
を握った手と前線のあいだの距離が消えれば、戦闘員と民間人のあいだの距離もともに消えます。消さ
れた線の上に残ったのは、およそ15万人という登録者数一つと、彼らが誰の指揮を受けて何をどれだけ
崩したのか、ついに確定されなかった記録です。

有志を戦争に引き入れる方式が2022年に初めて生まれたわけではありません。ウクライナには2014
年から活動してきた有志のドローン偵察団体「アエロロズヴィドカ(Aerorozvidka)」がありました。民
間人たちがスマートフォンやタブレット、市中で売られているドローンを軍事作戦につけてみる実験を
続けてきており、この実験が2017年のウクライナ軍の戦場状況認識システム、デルタの概念的な土台
になったと軍事技術の報告書は記しています。

アエロロズヴィドカとIT軍は、情報を検証する方法で違いがありました。アエロロズヴィドカの偵察
情報も、eエネミーのチャットボットで入ってきた市民の通報も、検証を経てデルタへ流れました。情
報にはふるいにかける段階があり、受け取って使う体系がありました。IT軍のDDoS攻撃には、そうし
た段階が公開記録に記されていません。目標はテレグラムで下りていき、実行したかどうかと結果は、
それぞれのノートパソコンに残りました。

成果として盛られた項目が、どこから出た話なのかも見なければなりません。ルトゥーブの管理者の
パスワードが変えられ、ペタバイト規模のデータが消されたという文は、新戦略センターの報告書の記
録です。標的にされたロシア側がその被害を確認したという文書は、公開記録にありません。攻撃した
側と、その側を分析した報告書だけが残っている記録を、確定した被害として読んではいけません。

境目がぼやけたという指摘は、サイバー戦線にだけかかる話ではありません。ドローンを飛ばす人、
敵軍の写真を撮って上げる人、他人のサーバーに接続要求を浴びせる人が、みな同じ灰色地帯に入って
います。ウクライナが彼らを法の中に入れるのか外に置くのかは、まだ草案の段階の法案にかかってお
り、そのあいだの代価は志願者個人が払います。
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第4章 マスクとの談判、Starlink

2022年2月26日、Mykhailo FedorovはX(当時のTwitter)でイーロン・マスクにStarlink端末を送ってほ
しいと要請しました。外交公文書や大使館を経ない公開の要請でした。マスクは応じ、二日後の2月28
日に最初の端末が量としてウクライナに到着しました。

この投稿は、開戦初期のFedorovの対応を示す事例としてしばしば引用されます。若い大臣がソーシャ
ルメディアでイーロン・マスクに助けを求め、通信網を救ったという物語です。しかし実際の供給過程
には、いくつもの政府と機関が加わっていました。

公開された投稿だけでは、端末供給の過程の全体についての答えはまだ出ていません。衛星インター
ネットを選んだ理由と端末の使い道、ウクライナが負担した費用と条件は、ほかの文献で確かめなけれ
ばなりません。民間企業のサービス約款と一人の経営者の判断が、交戦国の通信の使える範囲を実質的
に決めてしまう状況は、この戦争が初めて生み出した問題でした。ストックホルム国際平和研究所
(SIPRI)が2023年6月の報告書で、ウクライナ戦争が宇宙ガバナンスに与えた影響を独立した主題として
扱ったのも、そのためです。

この文章は、ランド研究所(RAND)が2025年3月に出した報告書を主に参考にしました。初期の端末
供給の経路、医療施設への設置、ブチャと鉄道の事例、無人機との結合についての文がそれにあたりま
す。突き合わせて確かめられる部分は、フランス国際関係研究所(IFRI)とミュンヘン安全保障会議が
2026年2月に出したミルテック報告書、ウクライナ国防省の2026年2月の告知、国内メディアの報道で
補いました。それができなかった文には、単一の出所に頼った文であるという事実を文の中に残してお
きました。一つの報告書が伝える内容は事実である可能性が高いものの、事実として確定したものとは
違います。

1. 公開の要請から端末の到着まで

全面侵攻が始まる直前、ウクライナの通信はすでに一度崩れていました。侵攻前夜、ロシア側のハッ
カーがアメリカの衛星通信企業Viasat(バイアサット)のKA-SATネットワークを狙って大規模な攻撃を仕
掛け、ウクライナ軍と政府機関のいくつかが頼っていた衛星通信の回線がこの攻撃で麻痺し、開戦初期
の指揮統制に負担がかかりました。

Viasatへの攻撃がウクライナ軍の指揮統制をどの水準まで無力化したのかについては、分析機関ごと
に評価が分かれます。開戦初期の決定的な打撃と見る報告書があり、ウクライナ軍はすでに別の通信手
段を持っていたので影響は限られていたと見る報告書があります。食い違う根拠と方法論は、別に並べ
て突き合わせるべき問題です。いま必要な事実は一つに絞られます。2022年2月下旬、ウクライナ政府
は衛星通信がどれほど簡単に切れうるかを経験したうえで、代わりの回線を探していました。

Starlinkは、SpaceXが地球低軌道にびっしりと打ち上げた小型衛星の群れでインターネットを提供す
るサービスです。耳慣れない言葉なので、ほどいておきます。それまでの衛星インターネットは、はる
かに高い軌道に大きくて高価な衛星を数機だけ上げるやり方でした。衛星が高いところにあるので、一
機が広い地域を受け持ちます。その代わり信号の行き来する距離が遠いので反応が遅く、その数機のう
ち一機が無力化されると広い地域がまるごと切れます。Viasatが狙われたときに起きたのが、それでし
た。低軌道のやり方は反対側に立っています。衛星の一つ一つは小さく寿命も短いのですが、数が多い
ので、数機が消えてもサービス全体がすぐに止まることはありません。地上には皿の形をした端末と電
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源さえあればよく、光ケーブルも基地局も交換機も要りません。

通信施設が砲撃で消えた地域で、この条件は決定的でした。都市の基地局を建て直すには資材と人手
と時間がかかり、建て直した基地局はまた砲撃されうるのです。衛星端末はその循環から外れています。
壊すべき地上施設のない通信網、それが2022年春のウクライナが探していた品物でした。

Fedorovの投稿が上がった時刻とマスクの応答、そして2月28日の到着までの間隔は、三日に足りま
せん。どの国の政府調達の手続きでも想像しがたい速さです。入札公告を出し、規格を定め、契約を結
ぶだけで数か月かかるのが、平時の行政の正常な速さです。

とはいえ、この速さを一人のツイートが生み出したと書けば、事実を狭く切り取ることになります。
Starlinkの初期の供給には、SpaceXのほかにもアメリカ政府とアメリカ国際開発庁(USAID)、ポーラン
ド、フランスが絡んでいました。数千台の端末を買い入れ、国境まで運んだのはこれらの機関と政府で
した。

ツイートのあと実際にどんな交渉が交わされたのか、誰がいつ何を決めたのかは、公開された文書で
は再構成できません。Fedorovとマスクの間でどんな会話が交わされたのか、アメリカ政府がどの時点
でどのように関与したのかについての一次文書は、公開記録はここで止まります。公開された文書で、
公開記録の外にある会話と決定の過程は本文に入れていません。

はっきりしている事実は結果です。2022年2月から4月までにおよそ5,000台のStarlink端末がウクライ
ナに入り、この期間に国家の指揮系統の連続性が回復したと、IFRIとミュンヘン安全保障会議のミルテッ
ク報告書は記録しています。「指揮系統の連続性」という言葉は硬いのですが、意味は難しくありませ
ん。大統領府の指示が地方行政へ、軍司令部の命令が隷下部隊へ途切れずに下りていくという意味であ
り、それが途切れれば国家は地図の上にだけ存在することになります。

利用者は供給より速く増えました。サービスが動き出して5週間でウクライナ国内のStarlinkの一日あ
たりの利用者が15万人に達したと、ランド研究所の報告書は伝えています。この数字は慎重に扱わなけ
ればなりません。15万人という値を誰がどのように集計したのか、SpaceXの接続記録なのかウクライ
ナ政府の推計なのかは、当の報告書では公開記録はここで止まります。先の5,000台とこの15万人は、
出所も違えば基準となる時点も違います。二つの数値を割って端末一台あたり何人がついたと計算する
のは正確な方法とは言いがたく、そう計算したい誘惑にかられるところで止まっておくほうがましです。
確かめられる範囲はこの程度です。端末の数が数千台の単位だった時期に、利用者の数はすでに十万人
の単位に上がっており、その時点のStarlinkは軍用通信装備という性格を越えていました。

要請の形式は、関係の性格まで決めました。Fedorovは非公開の外交チャンネルではなく公開のプラッ
トフォームを選びました。相手が国家ではなく企業であり、その企業の最高経営者がソーシャルメディ
アで即座に反応する人物だったからです。公開の場で名を呼ばれた人は黙りにくいものです。答えない
こと自体が答えになってしまうからです。この圧力は、条約にも契約書にも入っていない種類の力です。
公開文書に記された事実というより、文書を読む著者の解釈です。

選択は通じ、同時に関係の性格を決めてしまいました。要請は国家間の協定ではなく個人同士の応答
となり、応答は好意の形をまといました。好意で始まったものは、好意で引き上げることができます。
2022年秋からウクライナが向き合うことになる問題の種が、ここにありました。ただ、2022年2月末の
ウクライナに別の選択肢がゆったりと置かれていたと見る土台はなく、数日のうちに衛星インターネッ
トを大量に供給できる事業者は事実上一つだけでした。
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Viasat攻撃の性格も押さえておく値打ちがあります。衛星が撃ち落とされたのではありませんでした。
侵攻前夜にロシア側のハッカーがいくつもの経路から同時に入り込んでKA-SATネットワークを止め、
爆弾一発なしに衛星通信の回線が切れました。通信網は壊さなくても切れるという事実が、開戦初日に
確かめられたわけです。

同じ時期、国家のデータはアマゾンウェブサービスのSnowball装置とマイクロソフトのAzureクラウ
ドを通じて国境の外へ移されました。その規模と過程は第2章で扱いました。この章で見る内容は、パ
ラボラアンテナはSpaceX、サーバーはアマゾンとマイクロソフトの設備だったという事実です。国家
が持ちこたえた土台が、外国の民間企業の施設の上へ移っていきました。

データを運び出していた十週間、実務にあたった公務員と開発者がどんな条件で働いたのか、記憶装
置がどの経路で国境を越えたのかは、示された公開文書には記録されていません。

2. 民間の衛星網が病院・政府・前線をつなぐ

Starlink端末は前線だけでなく、通信の切れた病院にも設置されました。ウクライナ保健省は、サー
ビスが始まって一か月で590の医療施設にStarlinkを設置したと明らかにしました。この値はウクライナ
政府の省庁による自前の集計であり、ランド研究所の報告書がその発表を移したものです。設置台数と
実際に動いている台数が同じなのか、その接続がどれほど長く保たれたのかを独立して確かめる公開文
書は、公開記録はここで止まります。政府の発表をそのまま事実として移すのではなく、発表の主体と
発表の性格を明かしておくほうが正確です。

病院のインターネットがなぜ大切なのかは、説明が要るかもしれません。いまの病院は、患者の記録、
薬品の在庫、紹介と搬送、検査結果の共有を電算網の上で処理します。回線が切れれば医師は患者の病
歴を知ることができず、ほかの病院へ送ることも受け入れることもできません。前線近くの病院で回線
の断絶は、行政の不便を越えて死亡率の問題になります。

民間の基盤施設の復旧にもすぐに取りかかりました。キーウ郊外のブチャでは、移動通信会社
Lifecell(ライフセル)がStarlinkを使って破壊された移動通信サービスのいくつかを生き返らせました。国
営鉄道会社Ukrzaliznytsia(ウクルザリズヌィツャ)の経営陣は、走る列車の中でStarlinkによって接続を保
ちながら、鉄道物流と避難民の輸送を指揮しました。二つの事例はいずれもランド研究所の報告書一件
から出た文であり、ほかの文献で突き合わせて確かめられてはいません。

鉄道と移動通信は民間の基盤施設ですが、戦時には軍の移動と通信にも使われます。しかし数百万の
人々が西の国境へ動いていた2022年春に、列車の運行情報と通信網は生存の条件でした。どの駅に列
車が止まるのか、どの路線がまだ生きているのかを知っているかいないかの違いは大きかったのです。
開戦から数週間、情報への接近は国民の恐慌を防ぐ問題に直結したと、同じ報告書は指摘します。恐慌
はそれ自体が軍事的な結果を生みます。道路が避難の行列でふさがれれば、補給車両も通れなくなるか
らです。

時が経つにつれ、Starlinkの重心は後方から前方へ移っていきました。2023年初めにはおよそ4万
2,000台の端末がウクライナで動いており、一年の間に八倍を超えて増えた数字です。

塹壕と掩体壕、装甲車の待避所にパラボラアンテナが置かれました。指揮官たちは暗号化された実時
間の通信で作戦を調整し、敵の座標を砲兵部隊へ渡しました。砲兵に座標を渡す仕事が数分かかるか数
十秒かかるかは、標的がその場に残っているかどうかを分けます。動く標的を相手にするとき、通信の
遅れは命中率と同じ言葉です。
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無人機との結合は、もう一歩進んだものでした。Starlink端末が無人機の機体に直に載せられました。
衛星回線で実時間の映像とデータをやり取りしながら、操縦士は視界の届かない距離からも標的を確か
め、夜間の精密打撃を支えることができました。

変化の大きさは作戦半径に現れます。それまで無人機の作戦半径は、操縦用の無線信号が届く距離、
つまり地上の中継器とアンテナの限界に縛られていました。丘一つが信号を遮れば、そこまでで終わり
でした。衛星回線はその限界を上へ迂回します。信号が地形をたどらず、空を経て返ってくるからです。
安い無人機が戦争を変えたという話はよく出ますが、その無人機を遠くまで届かせたのは、安くない衛
星網でした。

Starlinkは初め、戦略的な安全装置として入ってきました。既存の通信網が崩れたときに使う予備の
回線という意味です。2023年のStarlinkは予備回線の役割をすでに越え、部隊が砲兵火力を誘導し無人
機を操縦するのに構造的に頼る、戦術上の依存物になっていました。予備回線は切れても不便なだけで
すが、依存物が切れれば作戦が止まります。

民間の商用サービスの弱みは、誰でも買えるところにあります。戦争が長引くにつれ、ロシア軍も第
三国を経て密輸したStarlink端末を戦場で使い始めました。イラン製の設計をもとにしたShahed(シャヘ
ド)自爆ドローンとMolniya(モルニヤ)ドローンの残骸から、Starlinkの部品が確認されました。ウクライ
ナが生き返らせた通信網が、ウクライナの都市を叩くドローンの回線になって戻ってきたのです。

対応は技術と行政の両方から出ました。技術の側でSpaceXはジオフェンシング(geofencing)をかけま
した。位置と条件に応じてサービスを自動で塞ぐ機能です。Starlink端末を載せた機体が時速75〜90キ
ロメートルを超えて飛行しているのが感知されると、その端末の接続を切るやり方が適用されました。
後方へ向かっていたロシアのドローンが回線を失って無力化されたと、国内の報道は伝えています。人
が持ち歩いたり車両に載せたりした端末はその速度をめったに超えませんが、自爆ドローンは超えます。
速度という物理量一つで、民間の利用者と攻撃兵器を分けたのです。

行政の側では、ウクライナ国防省がホワイトリスト制度を導入しました。認証され登録された端末だ
けがウクライナ領土で作動するようにする措置です。利用者は端末のKIT番号とUTID識別子を確認して
登録を終えなければならず、登録されていない機器は接続が切れます。承認された端末であっても、固
定された状態か低い速度で移動するときにだけ作動するよう制限がかけられました。この制度は2026
年2月3日に国防省が告知した内容であり、国内メディアは2026年2月5日付で同じ流れを報じました。

時点を押さえておく必要があります。2026年2月は、Fedorovが国防省を率いたあとです。しかし、
この制度を彼が発案したり決裁したりしたという土台は、示された公開文書では公開記録はここで止ま
ります。国防省の告知は国防省の告知として置いておきます。大臣の在任期間に省庁がした仕事をすべ
て大臣個人の業績として書き写すのは、伝記がよく落ちる落とし穴です。

制度の向きははっきりしています。誰でも買って電源を入れればよかった装備が、いまは国防省の名
簿に載ったあとでなければ入らなくなり、便利さは減り、統制は増えました。戦争が民間の技術にする
ことは、だいたいこうです。

基準日である2026年7月13日まで、ロシア側の遮断と回避の試み、そしてウクライナとSpaceXの対
応が代わる代わる続いているという報道が確認されます。矛と盾の競争には、まだ終止符が打たれてい
ません。
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民間の衛星網が病院と政府と前線をつないだという文は事実です。同じ文はひっくり返しても読めま
す。病院と政府と前線が、一つの民間企業のサービス一つに縛られたという意味でもあります。通信網
を敷いたのはツイート一件ではなく数千人の手でしたが、その通信網を切ったり入れたりするスイッチ
は一か所にありました。

ホワイトリストが利用者に何を求めるのか、もう少しのぞいてみる値打ちがあります。端末の持ち主
は自分の機器のKIT番号とUTID識別子を探し出し、国防省の指針どおりに認証を終えなければならず、
認証していない機器は接続が切れます。認証を終えた機器であっても、固定された状態か低い速度で動
くときにだけ作動します。病院や救護団体のように軍ではない利用者の登録をどう扱うのか、登録が塞
がれたときに異議を申し立てる手続きがあるのかは、告知には書かれていません。

速度で分けるやり方には引っかかる隙があります。Starlink端末はウクライナの無人機の機体にも載
せられていました。速く飛ぶ機体の接続を切る規則と、速く飛ぶ機体に端末を載せる運用がどう一緒に
回っているのかは、国防省の告知にもランド研究所の報告書にも出てきません。軍用の回線に例外がか
かっているのか、別の認証体系があるのかは、公開記録はここで止まります。

ウクライナ政府と民間企業がそれぞれサービスの範囲に影響を及ぼす構造でした。一つはSpaceXが
ジオフェンシングでかけ、一つはウクライナ国防省が登録制度でかけました。会社がかけたものは会社
がほどき、省庁がかけたものは省庁がほどきます。統制が増えたぶん、統制する手も増えました。ロシ
アのドローンを防ぐ措置がそのまま自国の利用者を管理する措置でもあるという点は、二つの措置を重
ねて読んだ結果であって、文書が書き留めた文ではありません。

3. クリミアの遮断と費用論争、企業の約款が地政学になる

2022年秋、ウクライナ軍は無人水上艇を黒海へ送り出しました。クリミア半島セヴァストポリ沖に
停泊するロシアの黒海艦隊が目標でした。作戦半径の中でStarlinkの接続が得られず、通信を失った無
人艇は浜へ流され、作戦は失敗しました。

この出来事はその後、互いに異なる内容で伝えられました。公開された文書だけでは、どの説明が正
しいのかを確定するのは難しいです。

ランド研究所の報告書といくつもの報道は、ウクライナ政府がセヴァストポリまでStarlinkのサービ
スを開いてほしいと緊急に要請したがマスクがこれを断ったと伝えています。マスク自身はXに上げた
文で、ウクライナ側の意図は停泊中のロシア艦隊を撃沈することであり、自分が要請に応じていれば
SpaceXは重大な戦争行為と紛争の拡大に共謀することになったと明かしました。彼は核戦争へ広がる
可能性への懸念を理由に挙げました。

「すでに入っていたサービスを切った」というのと「入れてほしいという要請を断った」というのは、
別の話です。前の文が正しければ進行中の作戦を企業が中断させたことになり、後ろの文が正しければ
サービス地域を広げてほしいという求めを企業が辞退したことになります。道徳的な重さも、法的な含
みも同じではありません。マスク本人は後ろのほうだと主張し、前のほうとして記した記録も残ってい
ます。どちらが事実なのか、その判断にアメリカ政府やほかの行為者がどのように関わったのかは、公
開された文書では結論はまだ早いです。

マスクの内心まで推し量って踏み込むことはしません。事業上の利害があったのか、ロシア側と何ら
かの接触があったのかについての主張が漂っていますが、示された文書では公開記録はここで止まりま
す。公開記録の外のものを確かめられたことのように書いた瞬間、伝記は小説になります。
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はっきりしている事実は結果と構造です。結果は作戦の失敗であり、構造はこうです。交戦国の軍事
作戦が可能な範囲が、一つの民間企業のサービス提供の範囲によって実質的に決められました。イギリ
ス上院のマーサ・レイン・フォックス議員は、Starlinkの統制権がイーロン・マスクにだけあり、彼の
判断が中核的な基盤施設への接近を左右すると批判しました。

国家と国家の間には条約があり、条約には手続きがあります。破れば問いただす隙があり、問いただ
す方法が定められています。企業のサービス約款にはそういうものがありません。どの地域でサービス
を提供するか、どんな用途の使用を許すか、いつ中断するかは会社が決めます。商業契約の世界では自
然な権限です。ある動画サービスがどの国でサービスをし、どの国でしないかはその会社が決め、誰も
それを主権の侵害とは呼びません。

そのサービスが戦争中の国の指揮統制の回線であるとき、同じ権限は地政学的な決定となり、地図の
上に線を引く仕事になります。SIPRIが2023年6月の報告書でウクライナ戦争を宇宙ガバナンスの問題
として扱った、その問題がそこです。民間の宇宙事業者が武力衝突に深く関わるとき、国際法と規範が
どこまで適用されるのか、その事業者を交戦当事者と見ることができるのかについての合意がまだあり
ません。合意がないということは判断を下す隙がないということであり、判断する隙がなければ、決定
は決定できる人のところへ戻ります。

統制権の論争と並んで費用の論争が起きました。初期にSpaceXは8,000万ドルを超える費用を自前で
負担しました。利用者と端末が増えて支えきれなくなると、マスクはアメリカ国防総省に資金の支援を
求めました。

費用はいくつもの政府が分け合って負いました。アメリカ国際開発庁とポーランド、フランスなどが
数千台の端末の購入と配送を引き受けました。ドイツ政府はウクライナのStarlinkサービス料金を賄う
ために2,000万ユーロを割り当てました。アメリカ国防総省はSpaceXと6か月間で1,400万ドル規模の契
約を結び、サービスの供給を安定させました。

「マスクがウクライナにインターネットを寄付した」という話は、初めの数か月のいくつかを説明す
るにとどまります。Starlink運用のかなりの部分は西側の政府の予算で支えられ、寄付から始まって契
約へ移っていったというのが実際に近いのです。費用を政府が賄い始めたからといって、統制権が政府
へ渡ったわけでもありません。料金を払う側とスイッチを握る側が違っていたという点こそこの構造の
核心であり、代金を払う人が使用の条件を決められない契約は珍しいものです。戦争という条件が、そ
の珍しい契約を作りました。

ウクライナが手をこまねいていたわけではありません。一つの企業に寄った依存を減らそうとする試
みが続きました。衛星通信企業OneWeb(ワンウェブ)のサービスが導入され、ドイツ政府の資金支援を
受けて5,000台から最大1万台のOneWeb端末をウクライナに配備する計画が立てられました。確認でき
るのは計画と資金の割り当てまでです。実際に何台が配備され何台が動いたのかを示す文書は、公開記
録はここで止まります。

OneWebがStarlinkに取って代わることはできません。端末が大きく、軍事作戦に合わせて磨き上げ
られてもいません。それでも向きははっきりしています。一つの故障点(single point of failure)、つまり
それ一つが崩れれば全体が崩れる問題をなくし、政治的な自律性を取り戻す仕事です。いくつもの軌道
といくつもの事業者を混ぜる混合型の通信生態系へ向かおうとする試みだと、IFRIの報告書は整理しま
す。効率は落ち、費用は上がり、それが自律性の値段です。
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では、2022年2月26日のあの投稿はどう評価すべきでしょうか。

功ははっきりしています。通信の崩れた国で、政府調達の手続きなら数か月かかったであろう仕事を
数日に縮めました。要請の相手を正確に選び、公開のプラットフォームという圧力の手立てを使いまし
た。保健省が集計した590か所の医療施設と、2023年初めの4万2,000台の端末は、その選択から始まっ
た流れのいくつかです。

過もはっきりしています。過というより代価と呼ぶほうが正確かもしれません。国家の通信の層を好
意の上に建てれば、好意が冷めたとき寄りかかる先がありません。クリミア沖で無人艇が浜へ流されて
いった出来事は、その代価が請求された瞬間でした。

二つの文を一緒に置かなければなりません。Fedorov個人がその結果まで設計したと見る土台はあり
ません。2022年2月のウクライナにゆとりのある選択肢があったと見る根拠もありません。速い実行が
生んだ成果と、その実行が残した依存は、同じ出来事の表と裏です。片方だけを見て英雄譚を書いたり
失策論を書いたりするのは、どちらもたやすく、どちらも不正確です。

デジタルの前線を民間の基盤施設の上に建てるとはどういうことなのか、大西洋評議会(Atlantic
Council)をはじめとする政策機関は、戦争が4年目に入ったあとも問い続けています。答えはまだ出て
いません。同じ問いの前に立つ国もいくつもあります。衛星インターネットとクラウドと地図サービス
とメッセンジャーの上に行政と軍事通信を載せたすべての国が、同じ役割を負っています。平時には見
えない役割であり、見える瞬間はたいてい遅い瞬間です。

StarlinkはFedorovの経歴の中で、一つのやり方として記憶されます。国家が持てないものを国家の外
から速く引き寄せるやり方です。人も、金も、技術も、国家の外から呼び入れます。その文法が戦争で
通じたということと、その文法が国家に何を残すのかは、分けて問うべき問いです。

端末の購入費用は文書に残りましたが、サービスの範囲を決めた過程は公開されていません。アメリ
カ国防総省がSpaceXと結んだ6か月1,400万ドルの契約も、ドイツ政府が割り当てた2,000万ユーロも、
金額は確認できます。しかしその契約がサービスの地域と使用の用途、中断の条件をどう定めたのか、
そもそも定めたのかは、公開された文書では公開記録はここで止まります。料金を払った側が条件を一
緒に定めたのかどうか分からないという意味であり、セヴァストポリ沖の決定を文書で問いただす隙が
ない理由も、その空欄にあります。

OneWebはフランスに基盤を置く衛星通信企業であり、ウクライナ配備の資金はドイツ政府が出しま
す。事業者を増やせば、一つの会社の判断一つに作戦全体がかかることは減ります。減るのはそこまで
です。OneWebも民間企業であり、端末の代金を払う側は依然として外国の政府です。いくつもの会社
に分けて寄りかかることと、寄りかからないことは別の言葉です。

クリミアの出来事の版が分かれる理由も、文書の見た目にあります。いま残っている一次の陳述はマ
スク本人がXに上げた文であり、SpaceXやアメリカ政府が残した記録は公開されていません。一方の当
事者の事後の陳述が唯一の一次文書であるとき、それは証言であって記録ではありません。この章が二
つの版を並べて置いたまま止まったのは、慎重だからではなく、これ以上歩いていける文書がないから
です。
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第5章 サイバー戦は何を変えたのか

2022年2月24日、Viasatの衛星インターネットサービスがヨーロッパ六か国で一斉に途絶えました。
ドイツとフランス、ハンガリー、ギリシャ、イタリア、ポーランドで数千人の加入者が通信障害に見舞
われました。前線から数百キロメートル離れた国々にまで被害が広がったのです。

ドイツのエネルギー企業エネルコン(Enercon)が管理していた風力発電機5,800台以上も遠隔通信を失
いました。発電機と管制室をつないでいた衛星モデムが攻撃の影響を受けたためです。

同じ日の朝、ロシア地上軍がウクライナの国境を越えました。いくつもの分析報告書は、二つの出来
事の間隔を一時間と記しています。地上軍が国境を越える一時間前、アメリカの衛星通信会社Viasatの
ケーサット(KA-SAT)ネットワークがハッキングされたのです。

Mykhailo Fedorovが侵攻の最初の一週間で押し進めた仕事は、すべて一つの条件の上に置かれていま
した。ロシアがサイバー空間で何ができて何ができないのか、という条件です。その条件の大きさを知
らなければ、彼がなぜあれほど急いで動いたのかも測れませんが、その大きさについては今も結論を出
すには早い状況です。

戦争が起きる前、世界のサイバー安全保障の専門家たちは、ロシアの攻撃がウクライナを数日のうち
に崩すだろうと見ていました。その予想は外れました。なぜ外れたのか、本当に外れたと言えるのかを
めぐって、分析家たちは今も争っています。争いは、最初の打撃の大きさ、サイバーとミサイルの関係、
ロシアのサイバー戦の成否という三つの論争に分かれます。

1. Viasatハッキングの影響規模をめぐる衝突

Viasatへのハッキングには、それに先立つ準備期間がありました。あの日の朝に突然飛び出した奇襲
と見るのは難しいのです。ウクライナの戦時サイバー安全保障を扱ったある研究報告書(ARMG
Publishing)には、「Viasatサイバー攻撃タイムライン」が載っています。2022年2月初め、ロシア軍が
国境の方へ移動して緊張が高まっていた時点から、ウクライナの主要インフラと政府ネットワークを狙っ
たサイバー攻撃が検知されます。侵攻の前日である2月23日には、銀行と政府ウェブサイトを狙った分
散型サービス妨害(DDoS)攻撃が行われました。何台ものコンピューターで一つのウェブサイトに接続
要求を一度に浴びせてサーバーを止めてしまう方式ですから、銀行の窓口の前に偽の客を数万人並ばせ
て本物の客が入れないようにする仕業に近いものです。

そして2月24日。「アシッドレイン(AcidRain)」と呼ばれる悪性コードが、ケーサット衛星ネットワー
クを伝って地上のモデムとルーターに入り込みました。アシッドレインは機器の中のデータを消してし
まうワイパー(wiper)に分類されます。盗むものを選ぶ泥棒よりも、残っているものを無くす放火犯の方
に近いのです。この攻撃で数千台のモデムとルーターがオフラインになり、ウクライナの軍と政府と民
間が一緒に使っていた通信網の一本の柱が断たれました。

その道具の名前と正体は、事件が起きて一か月後にようやく明らかになりました。セキュリティ企業
のセンチネルワン(SentinelOne)が2022年3月末、機器のファームウェアを消して無力化した道具がアシッ
ドレインであったことを確認しました。ファームウェアとは、機械が自らを起動して動かすために使う、
機械の底に敷かれたソフトウェアです。それが消されると機械は抜け殻になり、電源を押しても自分が
何をする物なのか思い出せなくなります。
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被害がウクライナの外へ漏れ出した理由は難しくありません。インターネットが国境を問わないから
です。ケーサットのネットワークには、ウクライナの利用者だけがつながっていたのではありません。
同じ衛星網の下にヨーロッパ各国の加入者が一緒にいて、だからこそウクライナ軍の通信を狙った攻撃
がドイツの風力発電機まで止めてしまったのです。報告書はこの現象を「国際的波及(international
spillover)」と呼んでいます。

被害が複数の国に広がったことで、この事件は外交問題につながりました。2022年5月10日、欧州連
合とアメリカ、イギリスをはじめとする国々が公式声明を出し、このハッキングの背後にロシア軍参謀
本部情報総局(GRU)がいると名指ししました。複数の国の政府が一つの事件の犯人を一緒に名指しした
のです。

ここまではおおむね合意された事実です。時刻があり、コードの名前があり、壊れた機器の数があり、
複数の政府による共同の名指しがあります。争いはその次、この攻撃がウクライナに実際どれほど大き
な打撃を与えたのかというところから始まり、この問いで話が二つの解釈に分かれます。

初期の報道は、この事件を「巨大な通信損失」として説明しました。2022年3月15日のロイター通信
の記事の見出しが、その解釈を代表します。衛星障害が戦争勃発の時点で「巨大な通信損失」をもたら
したという内容で、その土台はウクライナ官僚の発言でした。この記事は、ロシアの最初の打撃がウク
ライナ軍の指揮と統制に致命傷を負わせたという印象を世界に残しました。

この解釈に重みを加えた一人が、分析家のジョン・ベイトマン(Jon Bateman)です。彼はViasatへの
ハッキングを、情報空間で行われた協調的な破壊工作のはっきりした事例として挙げました。土台は三
つでした。地上軍が国境を越える一時間前というタイミング、ウクライナの通信能力を落とそうとする
明確な軍事的目的、ヨーロッパ数か国の接続性まで揺さぶった国際的波及です。この三つを並べると、
偶然と呼ぶのは難しくなります。

半年後には別の説明が出てきました。2022年9月26日、調査報道メディアのゼロ・デイ(Zero Day)の
キム・ゼッター(Kim Zetter)記者が記事を出します。Viasatへのハッキングはウクライナの軍事通信にそ
れほど大きな影響を与えては「いなかった」と公式関係者が明らかにした、という内容でした。

その関係者は、ウクライナ特殊通信情報保護庁(SSSCIP)の高官ヴィクトル・ジョラ(Victor Zhora)で
した。彼は侵攻初期の数時間、通信が一時的に途絶えた事実そのものは認めました。そのうえで、ウク
ライナの通信体系にすでに用意されていた「冗長性(redundancy)」のおかげで、事件は懸念されたほど
破壊的ではなかったと述べました。

冗長性とは、一つの通信経路が断たれても別の経路に乗り換えられるように、何重もの層をあらかじ
め敷いておく設計を指します。橋が一本しかない都市はその橋が落ちれば孤立しますが、橋が四本ある
都市は一本落ちても道が残ります。ジョラの主張はこうです。Viasatの衛星網が消されても、ウクライ
ナ軍は別の手段に移ることができたので、ロシアが狙った指揮統制の麻痺は成し遂げられなかった、と
いうものです。

二つの発言は同じウクライナ政府の側から出たものですが、被害の規模を違う形で説明していました。
3月に「巨大な損失」と語ったのもウクライナの官僚で、9月に「それほどではなかった」と語ったのも
ウクライナの官僚でした。

戦時下の国家の公式発言は、事実の報告である前に一つの行為です。武器支援を引き出さねばならな
い時点と、国家の回復力を見せねばならない時点とでは、同じ事件の大きさが違う形で語られ得ます。
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3月のウクライナは世界に助けを求める国であり、9月のウクライナは反撃を準備しながら耐える国でし
た。

公開記録が示す線はそこまでです。二つの発言の間にどんな政治的調整があったのか、ジョラがどん
な意図で表現の水位を決めたのかを教えてくれる文書は、公開記録ではここで止まります。二人の官僚
が互いに争ったという記録も、公開記録ではここで止まります。確認できるのは発言の時点と内容、そ
してその二つが正面からぶつかっているという事実だけであり、それ以上を書けばそれは小説です。

CNAの分析報告書は、この混乱を一つの典型的な難題として整理します。不完全で早い段階の証拠だ
けを手にしたまま結論を下そうとするとき、サイバー攻撃の効果評価は食い違うということです。一つ
の事件に付いた脚注というより、サイバー戦の分析全体に付いた警告文に近いものです。

警告文が必要な理由があります。サイバー攻撃の効果は、爆撃された建物のように写真で数えること
ができません。崩れたアパートは階数を数えられますし、破壊された戦車は残骸が残ります。しかし、
どの部隊が何時間通信を失ったのか、その時間にどんな命令が伝わらなかったのかは軍事機密です。被
害者が自ら明かさなければ外から検証する方法が見当たらず、その被害者は戦争の最中にいます。

Viasatへのハッキングは、サイバー攻撃の威力と限界を同時に見せてくれます。技術と作戦の観点か
ら見れば、ロシアは一時間という精密なタイミングで、国境の向こうの六か国の民間インフラまで連鎖
的に倒す能力を証明しました。戦略の観点から見れば、その能力はキーウを速やかに陥落させるのには
寄与しませんでした。同じ事件が能力の証明であり目標達成の失敗でもあって、私たちは今どちらの観
点からこの事件を呼ぶかを選んでいるだけで、確定した一つの答えを握ってはいません。

Viasatはアメリカの会社です。ウクライナ政府が作った網でも、ウクライナ軍が所有する網でもあり
ませんでした。戦争が起きる前からこの会社の衛星サービスをウクライナの軍と政府と民間が一緒に使っ
ていて、同じサービスをヨーロッパの家庭も使っていました。一つの国の軍の通信が、別の国の企業の
商業サービスに乗っていたということです。

事件の輪郭がどのように知られたのかも記しておく値打ちがあります。地上軍より一時間早かったと
いう時刻は、アメリカのマサチューセッツ工科大学が出す雑誌テクノロジー・レビューのパトリック・
ハウエル・オニール記者の報道から出てきました。このハッキングが複数の経路で準備された攻撃だっ
たという評価はサイバースクープのクリスチャン・バスケス記者とエリアス・グロール記者が出し、ワ
イアードのマット・バージェス記者とサイバー・ピース・インスティテュートは、ウクライナの外にま
で被害者を生んだ謎めいた衛星ハッキングと呼びました。事件を再構成したのは捜査機関の調書ではな
く、記者たちの取材とセキュリティ企業の事後分析です。手にした証拠の性格が初めからそうでした。

5月10日の共同声明がどういう制度なのかもほどいておきます。欧州連合とアメリカ、イギリスをは
じめとするファイブ・アイズ諸国が背後をロシア軍参謀本部情報総局と名指しした手続きを、サイバー
安全保障では帰属(attribution)と呼びます。複数の国が同じ名前を一緒に呼んで事実を固める政治的行為
であって、法廷の有罪判決ではありません。この声明のあとに誰が裁判を受けたのか、どんな処罰が続
いたのかは公開文書にありません。

2. サイバー攻撃とミサイル攻撃は一緒に動いていたのか

Viasatが残した問いは、すぐさまより大きな問いにつながります。ロシアのサイバー攻撃とミサイル
攻撃は、一つの計画表の上で一緒に動いていたのか。ハッカーと砲兵は同じ指揮官の命令を聞いていた
のか。
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この問いが重要な理由は、防御する側の対応が変わるからです。二つの攻撃が協調しているなら、サ
イバー警報はミサイル警報でもあり、サーバーがおかしく揺れるときに防空部隊も一緒に緊張しなけれ
ばなりません。協調していないなら、二つはそれぞれのリズムで転がる別々の戦争であり、別々に防が
ねばなりません。

重なって見える事例はいくつもあります。Viasatがその最初の事例に挙げられます。地上軍の国境通
過の一時間前という時刻は偶然と呼ぶには正確すぎ、ベイトマンが「明確な軍事的目的」を土台に挙げ
た理由もその正確さにあります。

2022年3月1日のキーウのテレビ送信塔も同じ問題につながります。この施設にミサイル攻撃が加え
られると同時に、主要な放送メディアのネットワークを狙ったサイバー攻撃が並行して行われたと、
CNAの報告書は記録しています。放送を止める二つの方法を同じ日に一緒に使いました。一つは塔を壊
す方法で、もう一つは放送局のコンピューターを壊す方法ですが、狙った結果はウクライナ国民が自国
政府の声を聞けないようにすることで同じです。

冬にも同じ結合が現れます。前線が固まったあと、ロシアはミサイル攻撃とハッキングを一緒に使っ
てウクライナの暖房と電力を断とうとし、その標的は民間人の生存条件でした。

規模の感覚を足してくれる数字が一つあります。CNAとヘンリー・ジャクソン・ソサエティの報告書
が共に引用した集計によれば、侵攻以降2022年4月末までに、少なくとも六つの異なるロシア関連ハッ
カー集団がウクライナを相手に237件のサイバー作戦を遂行しました。ここには、ネットワークを壊す
ウィスパーゲート(Whispergate)やフォックスブレード(Foxblade)といった悪性コードが繰り返し動員さ
れました。二か月あまりの期間に237件、一日三、四件のペースです。サイバー攻撃は毎日行われてい
て、世界の目に留まらなかっただけです。

まさにこの数字が、協調をめぐる論争の落とし穴でもあります。時間表が重なることと、二つの攻撃
が一つの指揮体系の下で協調していることは同じ意味ではありません。サイバー攻撃が一日三、四件ず
つ行われ、ミサイル攻撃もほぼ毎日行われているなら、あるミサイルが落ちた日にどこかでハッキング
もあったという事実は、それだけでは驚くに値しません。二つの出来事が同じ日に似た対象の近くで起
きる確率は、偶然だけでも低くないのです。

目につく組み合わせをいくつか拾い出す仕事と、サイバー部隊とミサイル部隊が共通の標的リストを
分け合っていたと立証する仕事の間には、大きな距離があります。前の文は事例収集であり、後ろの文
は因果の証明であって、事例をいくら多く集めても因果が自ずと付いてくるわけではありません。

その距離を埋めるには、ロシア側の作戦文書や指揮系統の文書が必要です。誰が誰にいつ何を指示し
たのかが収められた紙のことです。そういう文書は今のところ公開されておらず、公開される気配も見
えません。

公開記録の限界はありのままに残しておきます。これまで土台にしてきた報告書はすべて防御する側
から出てきました。西側の分析機関、アメリカ企業、ウクライナ当局の文書です。ロシア国防省や情報
機関が自分たちの協調のやり方を説明した一次文書は、公開文書の目録にありません。片方の観客席か
らだけ試合を見た立場であり、そこからもボールがどこへ行ったかは見えますが、監督がどんな作戦を
指示したのかは見えません。

ですから「一緒に動いていたのか」という問いについて言えるのは、外から観察した相関関係までで
す。内から下りてきた因果関係までは言えません。不完全で早い証拠で結論を下そうとすると分析が揺
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れるという警告は、Viasat論争だけでなく、この同期化をめぐる論争にも同じように当てはまります。

協調の有無を確定できなくても、この戦争が標的の性格を変えてしまったという事実だけは確かです。

伝統的な戦争で敵の通信網を断とうとすれば、送信塔を爆撃するかケーブルを切らねばなりませんで
した。そのためには、その問題のところまで武器が物理的に届かねばなりません。爆撃機が飛んで行か
ねばならず、ミサイルの射程が及ばねばならず、その過程で防空網を通過せねばなりません。戦争の範
囲は武器が届く距離で決まっていました。

アシッドレインはドイツの風力発電機まで届きました。爆撃機なしに、国境を越えずに、会社のネッ
トワーク管理経路を通じてです。射程という概念そのものがぼやけたのです。ウクライナを狙った武器
がポーランドとギリシャの家庭に到着し、その国々はその攻撃に同意したことも参戦したこともありま
せん。欧州連合とアメリカ、イギリスがわざわざ共同声明まで出さねばならなかった理由がここにあり
ます。

Fedorovが率いていたデジタル転換省は、この条件の上で国家を運営せねばなりませんでした。政府
のデータを国境の外へ移した決定も、衛星インターネット端末を急いで入れた決定も、この条件への応
答でした。なぜあれほど急いだのかは、侵攻初日に衛星通信の一つがすでに消されていたという事実が
説明してくれます。

電子政府を誇っていた国にとって、この事件のあと通信網の安全に対する警戒が大きくなりました。
国家をスマートフォンの中に入れるという言葉は、国家をネットワークの上に載せるという言葉と同じ
であり、ネットワークの上に載せたものはネットワークとともに消され得ます。

協調を問う問いはロシア側にだけかかるのではありません。ウクライナ側にも同じようにかかります。
侵攻直後にテレグラムのチャンネルで集まった「IT Army(ウクライナIT軍)」には世界各地のハッカーと
市民が押し寄せ、確認できる公開規模はテレグラムの購読者15万人台でした。この購読者の規模と実際
の攻撃参加者の数は違いますし、ロシアのデジタル基盤を攻撃した人が何人だったのかは、公開記録で
は結論を出すには早い状況です。ですからこれが国家の指揮する部隊なのか、市民が自主的にまとまっ
た集まりなのかをめぐって主張が分かれます。

政府の公式な立場は自発性です。ヴィクトル・ジョラは、ボランティア集団に感謝はするがこの活動
は徹底して自発的なものであり、国家が協調させてはいないと線を引きました。Fedorovも市民の生命
を守る道徳的権利を強く語りながら、ロシアの民間標的を狙ったハッキングを国家が承認あるいは指示
したという疑惑は、公に繰り返し否認しました。

反対方向の状況証拠もはっきりしています。IT Armyは国防省高官の要請でIT起業家のイェゴール・
アウシェフがハッカー1,000人を集めながら水面下で始まり、Fedorovは2月26日に自分のテレグラムの
チャンネルで公開の動員令を出しました。デジタル転換省がこのクラウドソーシング型のハッキングを
募り、ロシアの報道機関や銀行や官公庁へと続く標的リストが定期的に更新されて下ろされていたとい
う記録もあります。組織の中には情報機関と政府省庁から来たと推定される25〜30人の「将軍」がい
て、その下で破壊的な攻撃を実際に遂行する「大佐」たちがいました。ボランティアのハッカーとして
動いていて正規軍に入隊したある人物は、その時すでに政府機関との協調があったと証言しました。

この争いは口喧嘩にとどまりません。国際法には、民間人の行動を国家に結びつける二つの物差しが
あります。国家が完全な指揮権を行使したことを疑いの余地なく証明してはじめて責任を問う実効的支
配の原則と、国家が組織し協調させ支援しただけでも責任を問う全般的支配の原則です。前の物差しな
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らウクライナは抜け出せますが、後ろの物差しでは難しくなります。ある報告書が作った10段階の尺度
で、戦争初期のこの関係は4段階の「国家による奨励」と6段階の「国家による協調」の間に置かれます。
ウクライナ議会とデジタル転換省はこのハッカーたちを正規軍のサイバー予備役に編入する法案の草案
を用意しましたが、その法律が通れば地位は10段階の「国家統合」に上がり、彼らのハッキングはすべ
て国家の責任になります。

3. ロシアのサイバー戦の失敗論と長期消耗戦論

戦争が始まる前、西側のサイバー安全保障の専門家たちはおおむね同じ絵を描いていて、その絵には
土台がありました。

ロシアは長らくウクライナをサイバー戦の実験場のように扱ってきたという評価を受けていました。
2015年と2016年にはウクライナの電力網へのハッキングがありました。真冬に都市の電気が消え、そ
れがハッキングだったという事実は後になって明らかになりました。2017年にはノットペチャ
(NotPetya)という悪性コードがウクライナを越えて65か国へ広がりました。ウクライナを狙ったコード
が世界中の企業の会計システムと物流システムを止めた事件でした。

こうした前歴を見て、専門家たちは全面侵攻と同時にいわゆる「サイバー真珠湾」水準の衝撃が来る
だろうと見ていました。国家の機能が数日のうちに停止するシナリオでした。電気が止まり、銀行が止
まり、政府が国民に何も伝えられなくなるという絵です。

しかし、懸念されたほどの規模の麻痺は起きませんでした。2022年春、イギリスの週刊誌エコノミ
ストは、ウクライナを狙った大規模なサイバー攻撃が目立って不在だと報じました。専門メディアのウォ
ー・オン・ザ・ロックス(War on the Rocks)には、ロシアのサイバー作戦の失敗を突いた分析が載りま
した。サイバー攻撃が戦争の流れを強圧的に変えるところまでは至らなかったという評価でした。こう
して「ロシアのサイバー戦の失敗論」が定着しました。

失敗の理由としては何が挙げられたのでしょうか。分析家のジャスティン・シャーマン(Justin
Sherman)は、ロシアのサイバー作戦の効果が抑えられた理由を五つに整理しました。領域間の協調の
難しさ、資源の制約、情報機関どうしの競争、意図的な戦略的優先順位の配分、そしてウクライナの防
御力です。

このうち多くの分析が重みを置いた項目が、情報機関どうしの競争です。ロシアのサイバー能力は一
つの組織に集まっておらず、複数の情報機関に散らばっています。Viasatへのハッキングの背後と名指
しされた軍参謀本部情報総局も、そのうちの一つにすぎません。これらの機関がインフラと権限をめぐっ
て繰り広げた内部競争、そして作戦を合わせられなかった協調の不在が、自分たちの能力を蝕んだとい
う解釈です。

ウクライナ特殊通信情報保護庁のユリー・シチホル(Yurii Shchyhol)長官は、別の説明を出しました。
ロシアはウクライナが最初のサイバー攻撃の波を耐え抜くとは予想しておらず、その場合に備えた計画
も十分ではなかった、というものです。速戦即決を確信するあまり、長期戦に使うサイバーの物量と計
画を準備しておかなかったという診断です。

説得力のある診断です。ただ、発言者がウクライナ政府のサイバー防御の責任者だという点も一緒に
覚えておかねばなりません。敵の準備不足を指摘する言葉は、同時に自分の組織の成果を説明する言葉
でもあります。ロシア側がこの戦況をどう説明しているのかは公開文書の範囲の外にあります。反対側
の陳述なしに片方の陳述だけで勝敗を書けば、それは記録というより発表文に近くなります。
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失敗論の残り半分は、ウクライナとその後ろに立った企業、政府の対応です。

第2章で見たAWSスノーボールとマイクロソフトのクラウド支援は、サイバー戦の結果が攻撃技術だ
けで決まらなかったことを示しています。バックアップ、海外の保管庫、友邦国の脅威検知が、ロシア
の攻撃の成果を制限しました。

ウクライナのサイバー回復力の下には、アメリカ政府とアメリカ企業、イギリスの支援が敷かれてい
ました。回復力を一つの国の美徳としてだけ語れば、その美徳が誰の資源の上に立っていたのかが消さ
れます。Fedorovのデジタル国家が侵攻初日にも止まらなかったという文を読むとき、この事実を一緒
に置いてこそ秤が釣り合います。

失敗論が広まると、すぐに反論が出てきました。フォーリン・アフェアーズ(Foreign Affairs)に載った
カトラー(Cattler)とブラック(Black)の文章がその反論を代表し、題は「消えたサイバー戦の神話」でし
た。主張はこうです。大衆が想像していた映画のような崩壊の場面がなかっただけで、ロシアの攻撃は
休みなく続いていた、というものです。

証拠は前に見た数字です。二か月あまりの間に六つの集団、237件の作戦。侵攻一時間前のViasatへ
のハッキング。ヨーロッパ六か国に広がった被害。ドイツの風力発電機5,800台。この程度を前にして
サイバー攻撃がなかったと言うなら、それはロシアの無能ではなく観察者の失敗だ、という指摘です。

二つの陣営は互いに違う問いに答えていました。失敗論は「サイバー攻撃が戦争の勝敗を変えたのか」
に答え、反論は「サイバー攻撃はあったのか」に答えていました。二つの問いの答えはそれぞれ「いい
え」と「はい」であり、どちらも正しくあり得ます。

専門家たちが辿り着いた折衷案がこの問題です。ロシアのサイバー作戦は、戦術的な活動量では振る
わなかったわけではありません。失敗したとすれば、それは戦略の層、つまり戦争の勝敗を変える層に
おいてでした。サイバー兵器はせっせと働きましたが、戦争を終わらせることはできませんでした。

速戦即決が潰れて前線が固まると、ロシアのサイバー作戦も性格を変えます。クリント・ワッツ
(Clint Watts)は、ロシアの影響力作戦とサイバー作戦が長期戦に適応しつつあり、西側の「戦争疲れ
(war fatigue)」を突いていると分析しました。戦争疲れとは、支援する側の国民が疲れてもうやめよう
と言うようになる状態を指します。武器が足りないからではなく、気持ちが尽きて支援が途切れる経路
です。

この戦況で標的は、前方の指揮所から後方の心へ移っていきます。CNAの報告書は、ロシアが西側社
会内部の分裂を大きくする情報作戦に力を入れたと記録しています。ウクライナ難民の流入がヨーロッ
パ人の生活水準を落とすといった具合の操作された情報が広まり、ウクライナに対する国際的な信頼を
削る宣伝が続きました。同時にサイバー攻撃の標的はエネルギー網と物流へと広がりました。ミサイル
とハッキングを一緒に使って冬の暖房と電力を断つやり方であり、狙った結果は民間人の疲れでした。

これが「長期消耗戦論」です。サイバー戦は一度の決定打を狙う技術というより、相手のインフラと
忍耐を長く蝕んでいく技術だという再評価であり、劇的な崩壊の代わりに退屈な出血です。

二つの言説を重ね合わせると、こんな絵が出てきます。サイバー攻撃は期待されたほど劇的ではあり
ませんでしたが、消えもしませんでした。戦争を終わらせられなかった代わりに、戦争を長くするのに
は使われました。
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防御する側にこの絵が与える教訓は、また冗長性に戻ります。一つの衛星網が消されても別の経路が
残っていれば指揮は続きます。データが国境の内側のサーバー一か所にだけあればミサイル一発で消え
ますが、複数の国のクラウドに散らばっていれば消えません。ヴィクトル・ジョラの言った冗長性は、
事後の言い訳である以前に一つの設計原理でした。

この結論は、Fedorovと彼の省庁がその後どこに資源を賭けたのかも説明してくれます。サイバー空
間での防御と反撃だけではロシアの地上軍を押し戻せないという事実が、2022年のうちにはっきりし
ました。戦争の勝敗は塹壕と道路と空、そしてそこへ飛んでいく安価な機械の側で分かれつつありまし
た。

サイバー戦が何を変えたのかと問われれば、こう答えることができます。サイバー戦は戦争の結末を
変えられませんでした。その代わり、戦争がどこまで伸びられるのかを変え、国家が生き延びるには何
をあらかじめ何重にも散らしておかねばならないのかを変えてしまいました。

残された問いは開かれています。Viasatへのハッキングはどれほど大きな打撃だったのか。ハッカー
と砲兵は同じ命令書を見ていたのか。ロシアのサイバー戦は失敗なのか、それともまだ進行中の別の種
類の成功なのか。この三つについて私たちが握っているのは、防御する側から観察した証拠と、互いに
食い違う当局者たちの言葉と、自ら不完全だと明かした報告書だけです。答えを知ったふりをするより、
何を知らないのかを正確に知る方が、この戦争を理解するのに役立ちます。

237件という数字の出どころを明かしておきます。この集計はマイクロソフトの報告書から出てきま
した。同じ会社がウクライナ政府にクラウドサービスを支援した当事者でもあります。ロシアのサイバー
作戦が長期戦に適応しながら西側の戦争疲れを突いていると分析したクリント・ワッツも、マイクロソ
フトの所属です。数える側と防ぐ側が同じだという事実が、その数字を間違いにするわけではありませ
ん。ただ、この戦争のサイバー記録がおおむね防御に加わった企業の手で作られたという点は、一緒に
記しておく方が正直です。

失敗論がどんな口ぶりで広まったのかは、記事の題に残っています。エコノミストは大規模な攻撃が
目立って不在だと言い、ウォー・オン・ザ・ロックスに載った文章の題は「なぜロシアのサイバーの犬
たちはおおむね吠えなかったのか」でした。ジャスティン・シャーマンの分析の題は「ロシアのサイバー
・マトリョーシカを解く」でした。マトリョーシカは、人形の中により小さな人形が幾重にも入ってい
るロシアの木彫り人形です。ロシアのサイバー能力が一つの塊ではなく何重にも分かれているという意
味が題に込められました。

その何重もの層の名は、軍参謀本部情報総局(GRU)、対外情報庁(SVR)、連邦保安庁(FSB)です。
Viasatへのハッキングの背後と名指しされたのは、そのうちの一つにすぎませんでした。これらの機関
がサイバーの基盤と権限をめぐって繰り広げた内部競争、そして作戦を合わせられなかった協調の不在
が、自分たちの能力を削ったというのが多くの分析の診断です。

ウクライナ側では反対方向のことが起きていました。アメリカとイギリスの支援は、侵攻が始まった
あとに急いで入ってきたのではなく、戦争前夜から入っていました。回復力という言葉は結果を呼ぶ名
であり、その結果には先に到着していた他者の資源が混ざっています。
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第6章 クラウドファンディングからドローン軍へ

1. UNITED24の寄付がドローンに変わる回路

2022年6月、フランスのカンヌで開かれたカンヌライオンズ国際クリエイティビティ・フェスティバ
ルの舞台に、ウクライナ政府の募金プラットフォームUNITED24が紹介されました。広告とマーケティ
ングを生業とする人々が賞をやり取りする祭典で、戦争中の国の国家基金が発表される場面は、それ自
体が見慣れない取り合わせでした。二か月後、スイスのルガーノで開かれたウクライナ復興会議で、
UNITED24は最初の成績表を差し出します。発足から二か月の間に集まった寄付が7,500万ドルを超え
たという報告でした。同じ場所でプラットフォームは「ドローン軍（Армія дронів）」の参加者を募集
しました。募金額は三日で約2億フリヴニャに達しました。

寄付を集める仕事と、その金で武器を買って部隊に届ける仕事は別のものです。前者より後者がはる
かに難しいという事実は、その年の夏の発表文のどこにも書かれていませんでした。

世界のどの国でも、武器を買う金は国防予算から出ます。予算は議会が承認し、調達機関が入札をか
け、契約が結ばれ、品物が倉庫を経て部隊に届きます。この経路は遅いのです。遅いことには理由があ
ります。税金で武器を買う仕事には、監視と記録がついて回らなければならないからです。誰がいくら
で何を買ったのかを残してこそ後で問いただせますし、問いただせてこそ金が漏れません。調達が遅い
のは、その遅さが初めから設計された性質だからです。

2022年のウクライナは、その設計された遅さに耐えられる状況ではありませんでした。前線の部隊
は今日使う無人機が必要でしたが、正常な手続きはそれを数か月後に持ってきました。デジタル転換相
ミハイロ・フェドロフは、世界市民のカード決済をウクライナ軍の無人機購入につなぐ別の通路を作り
ました。この回路は国防省の調達ラインをなくしたわけではありません。その横に並べて敷かれた二本
目の線路であり、二本の線路の速度差が、その後の数年間にわたってウクライナ防衛産業の地形を変え
ていきます。

寄付はスマートフォンから始まりました。フェドロフは戦争初期から政府の暗号資産ウォレットのア
ドレスをソーシャルメディアに載せ、寄付を呼びかけました。彼はこのやり方を、資金調達であると同
時に世界の関心を保つ手段と見ていました。少額の寄付であっても世界の個人とウクライナの間に関係
を作り、戦争を人々の画面の中に残しておけるという判断でした。5ドルを出した人も、その後ウクラ
イナの知らせを探し続けることができます。フェドロフは、募金が金と世界の関心を一緒に集められる
と見ていました。

この判断は国家行政アプリのDiiaの中へとつながりました。DiiaアプリにはUNITED24への寄付と戦
時国債の購入機能が入りました。市民は身分証と運転免許を見ていた画面で国防費を足すことができる
ようになりました。研究報告書はこの結合について、行政アプリが戦争資金の調達のためのフィンテッ
ク道具へと性格を変えたと記しました。戦争勃発後の最初の三か月で軍事・人道的必要のために集まっ
た金は1億6,600万ドルを超えました。Diiaを通じた支援項目にはドローンのための募金が含まれ、ウク
ライナ軍とドローン軍のために数千万フリヴニャがこの経路で入ってきました。

予算さえ確保すればドローンがすぐ前線に配備されるわけではありません。2022年のウクライナに
は無人機を作れる小さな会社と工房が散らばっていましたが、その多くは軍に品物を納入した経験があ
りませんでした。軍に納入するには国防省の試験に合格し、正式なコードを受け取らなければなりませ
ん。コードとは、軍の補給目録に載る登録番号です。この番号がない品物は、どれほどよく飛んでも軍
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が金を出して買うことができません。番号を得るには試験成績書と技術書類が必要で、その書類を書い
たことのある人が必要です。従業員二十人の会社にそういう人はいません。倉庫でプロペラを削ってい
た技術者が、急に軍需行政の文書を書けるはずもありませんでした。

ドローン軍プロジェクトは、購入と試験、配備の間の遅れを縮めることに焦点を合わせました。ウク
ライナ政府は「法令256号」でドローン製造業者の利益マージン制限を大きく緩めました。分析報告書
は、ドローン軍プロジェクトがその直後に作られたと記します。利益マージン制限とは、国に品物を売
るとき会社が残せる利益の上限線です。上限が低すぎると会社は作るほど損をしますし、損をする市場
には誰も入ってきません。プロジェクトの目標は、UNITED24で集まった資金を使って新しい企業が市
場に入り、軍にドローンを供給するよう促すことでした。彼らは完成品を買ってやるところで止まりま
せんでした。試験と品質認証の書類の段階を減らし、起業家が試験に合格できるよう助ける専従の人員
をつけました。製造業者が国防省のコードを受け取ったあとは、ドローン軍がUNITED24の資金でウク
ライナ軍に納入されるドローンの生産費を直接支払いました。

政府は企業に資金と試験の機会、調達の通路を提供しました。利益を出せるように規則を直し、書類
を代わりに押し進め、最初の品物を買ってやりました。起業の世界では、こうした役割をアクセラレー
ターと呼びます。生まれたばかりの会社に金と助言と最初の顧客を一緒につけてやる組織です。募金プ
ラットフォームは、新興の防衛企業を助ける機関であり最初の購入者になりました。このやり方は後に
Brave1という防衛技術クラスターへとつながりました。寄付は規制緩和と書類支援を経て、新興企業の
生産費に入っていきました。

2022年10月30日、フェドロフはドローン軍をウクライナ産の攻撃用無人機で補強すると明かしなが
ら、四つの企業と協力契約を締結したと発表しました。デジタル転換省の発表文であり、重心は「ウク
ライナ産」という言葉に置かれていました。外から買ってくる品物に頼っていた国が、自国の会社が作っ
た品物を買ってやる国へと移っていくという方向の宣言でした。輸入に頼る補給線は、他人の決定に首
がかかります。輸出規制ひとつ、製造社の政策変更ひとつが前線の目を閉じさせることがあります。た
だし四件の契約で何台を作ったのかは発表文にありません。契約単価も公開されていません。発表文で
確認できるのは事業の方向までで、実際の結果についての答えはまだ出ていません。

この回路をウクライナ政府の自画自賛としてだけ見ることはできません。政府の外の分析も同じ機能
を確認します。ある政策研究報告書は、デジタル転換省のポイント制度とUNITED24が持続可能な調達・
開発の通路を作ったと評価しました。その背景には、官僚主義で遅れた政府調達と最前線の戦力不足が
あったと見ました。政府が間に合わせて渡せないものを、政府が作った募金プラットフォームが埋める
構造です。文章に書くと奇妙ですが、前線ではそれが手に取れる答えでした。

市民の募金の規模も小さくありませんでした。フォーブスの分析によると、上位50の慈善団体への寄
付と大衆募金は、2023年のウクライナの国内総生産の2〜2.5%に達しました。国内総生産は、一つの国
が1年の間に作り出した富の総合です。その50分の1前後が市民の自発的な寄付という名で国防のほう
へ流れ込んだという意味です。これほどの規模の金が予算審議の外で動けば、その金が通る道筋に立つ
人は、国会の票決を経ていない力を握ることになります。

しかし資金の細かな使用内訳は、初めから十分に公開されませんでした。募金額は公開されます。し
かし、どの会社のどのモデルにいくら行ったのかは公開されませんでした。契約単価が適正だったのか、
落選した会社がなぜ落ちたのかについての答えもまだ出ていません。これを確認できる独立監査の文書
は確保できませんでした。公開された数値は、おおむねUNITED24とデジタル転換省、国防省が発表し
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た値です。政府が作った制度の成果を同じ政府が評価する構造が残っています。

デジタル転換省は、寄付をドローン購入につなぐ通路を作りました。2022年のこの二つの文が、数
年後にフェドロフが国防省庁舎へ入っていく道の最初の区間になります。

フェドロフは、先立って通信の分野でも似たやり方で外部の資源を引き込んでいました。2022年2月
の侵攻直前、ロシアのハッカーは米国ヴィアサットのKA-SAT網を攻撃しました。ウクライナ軍と政府
が使っていた衛星通信モデム数千台が壊れました。いくつかの報告書と官僚の発言は、この攻撃が指揮
統制網に大きな通信の損失を残したと見ますが、その影響の規模は文献ごとに評価が分かれます。フェ
ドロフは2月26日、Xでイーロン・マスクにStarlinkの端末を要請しました。答えは十二時間が過ぎる前
に来ました。二日後、最初の物量が到着しました。政府の外の資源を決裁ラインではなくソーシャルメ
ディアで引き込むやり方は、このときすでに一度の試験を経ていたわけです。四か月後にカンヌの舞台
に上がったUNITED24は、同じやり方を金に移し替えたものでした。

民間企業のサービスに頼れば、その企業の決定でサービスが中断されることもあります。ウクライナ
軍がセヴァストポリ沖で無人水上艇の作戦を行ったとき、Starlinkの接続がなされませんでした。すで
に入っていたサービスが遮断されたのか、ウクライナの拡張要請をマスクが断ったのかは文献ごとに分
かれます。確認できるのは、通信を失った無人艇の作戦が失敗したこと、そして主要な通信網の使用範
囲を企業であるSpaceXが定めたという事実です。二つの版の根拠と限界は第4章に並べて記しました。

UNITED24に入ってきた寄付は、国家予算とともにドローンの調達に使われました。2014年以降、ウ
クライナがドローンの代金を用意した三つの財源のうちの一つでした。カムバック・アライブやセルヒー
・プリトゥラ財団のような大きな民間財団の金も同じ方向へ流れました。国防を支える金の少なくない
分が、予算審議ではなく寄付者の決心にかかっているという意味です。寄付が減る状況に備えた計画が
何であるのかについては、収集された公開文書では公開記録はここで止まります。

2. 操縦士の訓練・修理・交換を束ねた国家プロジェクト

ドローン一台を前線に送る仕事は、宅配便一箱を送る仕事とは違います。ドローンは人が操縦しなけ
ればならず、壊れれば直さなければならず、直せなければ新しいものに替えなければなりません。この
三つのうち一つでも欠ければ残りが崩れます。操縦士のいないドローンは倉庫の箱です。修理の人員が
いない部隊は一か月で機体が尽きます。交換が遅れると、よく戦う部隊ほど先に手が空になります。多
く使うほど多く失うからです。ウクライナが2022年以降に作ったものは、ドローンを買ってやるプロ
グラムで止まらず、訓練と修理と交換を一つに束ねた国家プロジェクトへと育ちました。

戦争初期の操縦士教育は、ボランティアと私設のドローン学校の手にありました。趣味で無人機を飛
ばしていた人々が倉庫を借りて講習を開き、軍に行く隣人に操縦桿の握り方を教えました。国家がした
のは、この民間の熱気を軍の人事体系の中へ引き入れることでした。ウクライナ国防省は民間の非政府
組織と私設学校を公式に認証する手続きを作り、30を超えるドローン操縦士学校を認証しました。認証
を通った学校の修了生は「軍事職務番号216：無人機外部搭乗員」の資格を受けられるようになりまし
た。

職務番号は、軍隊が人を分類する番号札です。番号があってこそ、その人は軍の人事記録の中で「ド
ローン操縦士」として存在します。番号があってこそその席に配置され、その通路が空けば同じ番号を
持つ人で埋められます。番号がなければ、どれほどよく飛ばしても書類上は歩兵であり、彼が戦死すれ
ば歩兵が一人減るだけで、操縦士が一人減ったとは集計されません。集計されない損失は補充計画にも
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載りません。国家は民間のドローン学校を認証し、番号をつけました。趣味で学んでいた技術が軍事の
職務として認められ始めたのです。この変化は後に無人システム軍の創設へとつながりました。

認証を受けた学校の名前は、それ自体がこの生態系の地形図です。ボリビーテルとクルークは、無人
システム軍の軍事職務を教える認証学校です。ボリビーテルはマルチローター機と固定翼機、FPVマル
チローター機のように機種別に課程を分けました。FPVは「一人称視点」を意味する言葉で、操縦士が
機体についたカメラの画面をゴーグルで見ながら、まるで自分がその中に乗っているかのように操縦す
る方式です。キルハウス・アカデミーは民間人と軍人にFPVドローンの実戦運用法を教えました。プロ
FPV UAドローンは、DJIマヴィックやAutel EVOのような商用機体を戦闘で扱う課程を運営しました。
UAドローン・スクールは、急いで人を送らなければならない部隊のために四日間の集中課程を置きま
した。

これらの学校を含む民間の教育機関は、2022年以降25万人を超える人を訓練したと明らかにしまし
た。教育の分野にはFPV操縦と整備、任務計画、縦深打撃が含まれました。この25万は、教育機関が自
ら集計して出した数字です。修了者のうち何人が実際に前線で操縦桿を握ったのかについては、公開記
録はここで止まります。四日間の課程と数週間の課程を同じ「修了」として数えたのかについての答え
もまだ出ていません。学校ごとの訓練の質を比較した外部評価の文書も見つけられませんでした。成果
の証明として読むよりも、この国がどれほど多くの人をこの仕事に押し込んだのかを見せる規模の指標
として読むほうが正確です。

訓練がただだという意味でもありません。外国系の上位製造業者一社の事例を見てみます。情報・監
視・偵察用の無人機の操縦士四人の訓練費は約3万ユーロでした。彼らが使う装備には約10万ユーロが
かかりました。情報・監視・偵察は、敵を探して見張って知る任務を束ねて呼ぶ言葉です。爆発が起き
ない任務なのでニュースにはあまり出ませんが、この任務がなければ叩く場所についての答えはまだ出
ていません。人を四人その席に立たせるのに13万ユーロがかかったという計算であり、安いドローンと
いう言葉は、この訓練費と装備費の前ですでに滑り始めます。

修理は事情がもっと厳しいものでした。戦場のドローンは撃墜されるか墜落するか、電波妨害で統制
を失います。生きて帰ってきた機体も、プロペラとカメラとバッテリーを替えなければまた飛べません。
自動車でいえば、毎日事故を起こして毎日整備工場に入る仕事と同じです。実情は滑らかではありませ
んでした。製造業者のアフターサービス支援が足りなかったせいで、戦闘部隊の隊員たちが装備の改造
と修理、性能改善を担うチームを自ら組まなければなりませんでした。最前線のドローン操縦士は毎月
約3,000ドルの手当を受けました。そのうち5〜30パーセントを装備の修理と性能改善に自分の金で使っ
たという記録もあります。

国家が支給したドローンを兵士が自分の金で修理することもありました。こうした現場の負担は、大
規模な募金の成果とあわせて見なければなりません。世界の寄付が三日で2億フリヴニャを満たしてい
たその回路の終わりで、操縦士は部品代を自分のカードで切っていました。調達の速度が速くなっても、
必要な支援がすべての兵士に届いたわけではありませんでした。

国家は修理を教育課程の中へ引き入れる方式で対応しました。ウクライナのオンライン公開講座の事
業者プロメテウスは、組立と整備を教える「国民のFPV」課程を開きました。キーウ・ドローン・パイ
ロットは、操縦と整備の技術をともに扱うエンジニアリング課程を運営しました。ドロナルニヤは、戦
術級の攻撃無人機の組立・整備・修理と少量生産を専門とする実習訓練を提供しました。前線では操縦
士と整備工が同じ人であることが多いのです。朝に機体を飛ばした兵士が、夕方にははんだごてを握り
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ます。だから操縦と整備の教育が同じプログラムに入りました。

交換を担ったのは、打撃の映像を点数に変え、その点数で部隊が必要なドローンを選べるようにした
「ドローン軍ボーナス」です。制度の採点と検証の手続きは第10章で扱います。この章では、補給の権
限が中央の倉庫から旅団と前線部隊のほうへ移っていったという点を見ます。

速い調達の過程では、点検と責任の確認が後回しにされることがあります。点数で装備を配分すると
いうことは、点数を作り出しやすい任務が、点数を作りにくい任務よりも有利になるという意味でもあ
ります。偵察と通信中継、地雷除去、味方の救助のように爆発の場面がない任務をどう計算するのかは
公開されていません。係数を定める権限と手続きについても、公開記録はここで止まります。成果報告
の水増しを誰がふるい落とすのかについての答えもまだ出ていません。これらの問いに答える独立した
文書は、収集された公開記録の範囲では公開記録はここで止まります。制度の設計者がこの問題を知ら
なかったと見る根拠もなく、解決したと見る根拠もないまま、問いだけが開かれたまま残っています。

この教育網を誰が回したのかを押さえておく必要があります。認証を受けた三十を超える学校の多く
は、政府機関ではなく民間の非政府組織と私設の学校でした。国家は新しい学校を直接建てませんでし
た。すでに運営されていた民間の学校を認証しました。実際の教育は政府の外の組織が担いました。学
校の運営費の出どころについては、公開記録はここで止まります。講師の資格を誰がどんな基準で定め
るのかについての答えもまだ出ていません。認証の取り消し基準も、公開された文書の中には見つけら
れませんでした。

部隊が改造と修理と性能改善を担うチームを自ら組んだという記録は、戦闘部隊が小さな工場の役目
を兼ねるようになったという意味でもあります。武器を作った会社が負うべき事後の責任が、武器を使
う人に移った状態です。兵士の手当から抜けていった5〜30%が、国の国防支出の統計にどんな項目と
して載るのか、そもそも載るのかを教えてくれる文書は、確保された範囲にはありません。

交換の権限が下へ降りたあとには、買う人自体が複数になりました。2024年から地方政府の予算執
行と旅団の直接購入が許されました。品物は速く届きます。しかし誰がどんな値段で何を買ったのかを
一か所に集めて比べる手続きについては、公開記録はここで止まります。旅団と地方政府の購入内訳を
点検する監査の方式も、公開された文書の中には見つけられませんでした。回路が速くなった分だけ回
路をのぞき込む窓も増えるべきでしたが、その窓がどこにあるのかはまだ見えません。

3. 安いドローンの神話と生産・弾薬・電子戦の現実

ウクライナのドローン戦争を扱う記事には、好んで登場する対比があります。数百ドルの自爆ドロー
ン一台が数百万ドルの戦車を壊すという構図です。数字は鮮明で、絵は痛快です。この対比は事実のひ
とかけらを含んでいますが、そのかけらだけを見ると戦争の経済学を逆さまに読むことになります。

訓練費と兵士の自費負担を見れば、現場に残った費用がわかります。操縦士四人を情報・監視・偵察
の任務に立たせるのに、訓練費と装備費で13万ユーロがかかりました。そうして立てた操縦士は、自分
の手当のいくらかをまた装備の維持に入れていました。機体の値札には、これらの項目が一つも書かれ
ていません。ドローンが安いのではなく、ドローンの原価が機体の外に散らばっているのです。人の訓
練費、整備の人員、通信網、バッテリー、映像の送受信装備、そして消耗率がそうです。

消耗率はこの計算の軸です。ひと月に何台を失うのかが定まれば、安い機体は一度買って終わりの消
耗品から、毎月戻ってくる定期の支出へと変わります。500ドルのドローンをある部隊がひと月に100
台失うなら、その部隊のドローン費用は毎月5万ドルです。戦車を壊したドローン一台の映像だけを見
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ても、費用についての答えはまだ出ていません。標的に届かずに落ちた数十台の代金も一緒に計算しな
ければなりません。その費用までが一度の成功に入った実際の原価です。自爆ドローンが運ぶ弾頭と火
薬の需給がこの原価にどれだけ乗るのかは、公開記録では数字を挙げられないため空欄にしておきます。

産業のほうも同じ話を別の言語でします。キーウ経済大学研究所とBrave1は、2024年10月4日に「ウ
クライナのドローン産業：投資と製品革新」を出しました。この報告書はドローン産業を投資と売上を
中心に分析します。報告書には、ウクライナのスタートアップ、スワーマーの1,500万ドルの投資誘致
と売上の指標が載りました。自律飛行の群制御技術を作る会社です。当該の図表の出どころは
UNITED24と記されています。

ドローン産業の統計の出どころは、その多くが政府のプラットフォームです。ドローン産業の資金が
政府のプラットフォームを通過し、その産業を分析するデータまでもが同じプラットフォームの集計に
頼っています。回路がうまく回っている間は効率です。金と情報が一か所に集まっているので決定が速
いのです。外部の検証文書が足りなければ、問題が起きたときに原因を探すのが難しくなります。制度
を作った機関が自分の成果まで評価したからです。

生産の現実も発表文のように滑らかではありませんでした。新興企業が市場に入ってきたのは、政府
が利益マージン制限を緩和したあとでした。そのあとも国家は試験と認証の書類を減らしました。専従
の人員をつけて、会社が国防省のコードに登録されるよう助けました。製造社のアフターサービスが追
いつかず、部隊が自前の修理チームを組まなければならなかったという記録も、同じ絵のいくつかの部
分です。工場を建てるだけでは足りませんでした。生産したドローンが前線で動き続けるには、訓練と
修理、部品の供給が伴わなければなりませんでした。ウクライナはこの運用の過程で大きな困難を経験
しました。

電子戦の前では、わかっていることとわかっていないことを分けておかなければなりません。安いド
ローンの寿命を実際に決めるのは、敵の戦車ではなく敵の電波妨害です。ジャミングと呼ぶこの技術は、
ドローンと操縦士の間を行き来する電波に強い雑音をかぶせて信号を断つ方式です。衛星測位の信号ま
で一緒に断たれると、機体は自分がどこにいるのかもわからなくなり、よくできたドローンもその場で
落ちます。電波妨害を避けようと、光ファイバーのケーブルで操縦の信号を送るドローンが出てきまし
た。最後の区間で人の操縦なしに標的へ飛んでいく誘導技術も登場しました。

しかし土台とした文書の中では、ジャミングの成功率、光ファイバードローンの比重、自動誘導の導
入規模を裏づける数値については、公開記録はここで止まります。公開記録の外にあるものを確認され
たことのように書くことはできないので、この空白はそのまま残します。電波妨害がドローン戦争の中
心の変数だという事実と、その変数の大きさを私たちがまだ数字で言えないという事実は、一緒に書か
れなければなりません。

代わりに、この論争がどこで繰り広げられているのかは書いておけます。オーストラリア陸軍研究セ
ンターは2024年10月22日に「現代戦のドローン：ウクライナ戦争から学んだ教訓」を出しました。米
国の非正規戦センターも2026年5月20日に「ウクライナ・ドローン戦の六つの教訓」を発表しました。
各国の軍がこの戦争のドローンを「教訓」という題の下に整理しているという事実そのものが一つの出
来事です。ウクライナが作り出したものには、武器とともに、ほかの国が自分の軍隊を設計し直すとき
に広げて見る教科書があります。二つの報告書がウクライナ政府の発表文と同じ結論に至るのかは、文
書単位の対照を経てはじめて言える問題として残っています。
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境界を一つ整理しておかなければなりません。ドローン軍は軍の編制ではありません。寄付と国家予
算でドローンを買って部隊に送り、操縦士を育て、成果を点数に変えて交換を支援する調達・動員のプ
ログラムです。Brave1は防衛技術のスタートアップを支援する組織です。無人システム軍はドローンを
運用する軍人を束ねた正式な兵科であり、Brave1より後に作られました。三つはニュースでよく一かた
まりに紹介されますが、作られた時点も、権限も、責任を負う人も違います。この区別を逃すと、ある
人の功績が膨らまされたり、別の人の責任が消されたりします。

2022年の夏、カンヌの舞台で始まった話は、だから成功談としても失敗談としても終わりません。
世界の寄付は三日で2億フリヴニャ分の注文へとつながりました。ウクライナの製造社との契約も結び
ました。その後、操縦士の訓練網と成果に応じた装備の交換制度が作られました。同じ回路が、兵士の
月給を修理費として吸い上げる穴を残し、自分が作った成果を自分で採点する検証の空欄を残しました。

フェドロフは、この調達の通路を作るのに中心の役割を果たしました。彼が作ったものが国防省を助
ける補助線だったのか、国防省を代替しに行く本線だったのかは、まだ答えの出ていない問いとして残っ
ています。

機体の値札の外に散らばった原価には通信網も入ります。ウクライナ軍の指揮統制と状況認識のソフ
トウェアであるクロピヴァとデルタを動かしたのはStarlinkの衛星インターネットであり、端末は15分
あれば前線に設置されました。ある分析報告書は、この接続のおかげでドローンが敵を見つけ出し、砲
兵やFPVドローンが叩くまでにかかる時間が5分を下回るまで縮んだと記しました。端末の数は2023年
初めの約4万2千台から、2025年10月ごろには約20万台に増えました。500ドルの機体が標的に当たる
には、その後ろにこれだけの規模の衛星通信網が敷かれていなければなりません。

安い組み合わせは、片側だけを本文から外していました。ロシア軍は第三国を経て密輸したStarlink
の端末をイラン製のシャヘド自爆ドローンに取りつけました。こうして改造した機体は、2,000キロメー
トル離れた距離からでもリアルタイムで文書をやり取りしました。ウクライナの後方の深いところまで
攻撃できるようになったのです。ウクライナが先に見つけ出した組み合わせが、反対の方向にも使われ
たという意味です。

だから、安いドローンという言葉を揺さぶる役割を果たすのは機体の値段ではありません。ドローン
一台の実際の費用には、操縦士の訓練費と部隊が出した修理費も入ります。前線の衛星端末の費用も引
きにくいのです。敵も同じ端末を使えるという危険まで計算した文書は確保できませんでした。私たち
が知っているのは項目の名前であって、その合計ではありません。
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第7章 Brave1、戦争のただ中の国防シリコンバレー

Brave1（ブレイブワン）は、ウクライナ政府がつくった防衛技術支援組織です。公式ウェブサイトに
よれば、2026年7月13日時点で所属企業は2,500社、登録製品は5,000点を超えています。無人航空機の
製造社は500社以上、人工知能と無人地上車両の製造社はそれぞれ200社以上と集計されました。
Brave1は、企業と軍、政府、投資家をつなぐ窓口を担います。

この数値は、Brave1が自ら集計して公開した値です。外部の会計法人や監査機関が検証したという表
示は、サイトでは公開記録はここで止まります。

1. スタートアップ・軍・政府・投資家を一か所に集める

2022年のウクライナの防衛技術市場は熱を帯びていましたが、散らばっていました。ガレージやア
パートでドローンを組み立てる人が増え、平時にはアプリやゲームをつくっていたソフトウェア会社が
戦場用のプログラムを書きはじめました。問題はその次でした。つくったものを軍に見せる公式の窓口
がなく、前線の部隊と開発者をつないだのは、たいてい知り合いの紹介とソーシャルメディアでした。

開発者と軍をつなぐ公式の窓口がなければ、製品を試すことも難しくなります。ある開発者が、敵の
電波妨害に耐える通信モジュールをつくったとしてみましょう。彼は自分のものが良いのか悪いのかを
知りません。判断できるのは前線にいる部隊だけですが、その部隊がどこにいるのか、誰に連絡すれば
よいのかを知るすべがありません。反対側も事情は同じです。最前線の中隊長は、いま直ちに必要な装
備がすでにどこかの倉庫の隅で試作品として完成しているという事実を知らないまま戦闘を続けます。
技術と需要は同じ国の中にありながら互いを見つけられず、その食い違いの代償は前線で支払われまし
た。

Brave1は、開発者と軍が一つの窓口で出会えるようにつくられた制度でした。2023年4月、ウクライ
ナ政府が防衛技術クラスターを立ち上げました。政府の紹介文書は、六つの省庁が共に参加したと記し
ます。ただし名前が確認できる参加機関は五つです。デジタル転換省、国防省、参謀本部、国家安全保
障国防会議、経済省。このうち参謀本部と国家安全保障国防会議は、政府省庁の地位を持たない軍と安
全保障の機構です。六番目がどの機関なのか、政府文書の「六」が省庁と機構を合わせて数えた値なの
かは、土台とした公開文書では確認できませんので、数字一つをそのまま書き写すよりも、公開記録の
外の役割を公開記録の外のものとして残します。

確認できる事実はその下にあります。Brave1は複数の政府機関が共同でつくった国家プログラムであ
り、フェドロフ一人の創作物と呼ぶには参加の幅が広いのです。デジタル転換省が運営の中心に立ちま
したが、国防省と参謀本部、国家安全保障国防会議、経済省が、調達と規制のそれぞれの問題でかみ合っ
て動きます。一人の名前でこの組織を呼んだ瞬間、複数の機関が分けて負っている責任も一人に集めて
しまうことになります。功を分け合えば過も分けて問うことができ、戦時行政においてこの区別は事後
監査の出発点になります。

法的な形態を見ます。Brave1は独立した別個の法人格を持ちません。デジタル転換省傘下の革新開発
基金の中で回る国家プログラムであり、市場でもあります。政府組織の中のプラットフォームという中
途半端な役割を担っており、この中途半端さは後であらためて問題になります。会社であれば株主と監
査人が帳簿を見ます。軍の部隊であれば指揮系統と軍の監察がついて回ります。政府の中のプラットフォ
ームは、その二つのどちらの網にもぴたりとかからず、監査の責任がどこにあるのかがそれだけ曖昧に
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なります。

プラットフォームは製品の受付と試験、資金支援を担いました。入口をつくる仕事、初期資金を出す
仕事、民間資本を呼び込む仕事です。

入口から見ます。フランス国際関係研究所（IFRI）の分析は、Brave1を、2,000社を超える民間スター
トアップと中小企業が政府支援と投資家を探すために通る一次入口だと記します。以前は開発者が国防
省のどの扉を叩けばよいのか分からなかったとすれば、いまは叩く扉が一つできました。扉が一つであ
るという事実は、便利さであると同時に危うさでもあります。その扉を守る人たちの判断が、市場全体
の運命を左右することになるからです。審査で落ちた技術が実際に悪かったのか、審査する側の目が狭
かったのかを後から確かめる方法は用意されていません。

国家が初期資金を出す仕事は性格が違います。ハードウェアのスタートアップは銀行融資を受けにく
いのです。試作品が飛び立つのか爆発するのか分からない段階、すなわち技術成熟度（TRL）1から5の
あいだの会社に金を貸す銀行は、戦時にも平時にもまれです。技術成熟度とは、アイデアから実戦配備
までの距離を1から9までの目盛りで分けた尺度です。1は紙の上の原理であり、9は実際の戦場で検証
された完成品です。1から5のあいだとは、まだ何も証明されていないという意味です。資本がいちばん
恐れる区間であり、だから世界のどこでも空いている区間です。創業者たちがこの区間を「死の谷」と
呼ぶ理由がここにあります。アイデアは生きているのに金がなくて試作品の前で死に、そうして死んだ
技術は統計にも残りません。

Brave1はその役割を無償の支援金、すなわちグラントで埋めました。グラントは返す義務なく与える
金です。会社がつぶれても返してもらわず、会社が成功しても持ち分を取りません。代わりに、定めら
れた期間内に定められた性能の試作品を出さなければならないという条件がつきます。2024年9月時点
で支給されたグラントは329件、総額500万ドルでした。2025年には規模が変わります。グラントの財
政支援が6,000万ドルを超え、600社を超える企業に広がり、2025年の国家予算にはBrave1のグラント
分として約7,160万ドルが計上されました。開発者はプロジェクトの重要度に応じて、およそ1万2,000
ドルから最大19万2,000ドルまで申請できました。500万ドルから6,000万ドルへ、1年のあいだに十倍
以上に膨らんだ計算です。

2025年9月、フェドロフはウクライナ軍のチャンネルとのインタビューで、Brave1を「ウクライナ最
大のエンジェル投資家」と呼びました。エンジェル投資家とは、売上も製品もない創業初期の会社に自
分の金を入れる個人投資家を指す言葉です。シリコンバレーでは、成功した創業者や引退した経営者が
その役割を担います。十社に入れて九社がつぶれ、一社が大きく成功すればよいという計算で動きます。
その役割を国家が代わりに担ったというのがフェドロフの宣言です。自慢のように聞こえますが、民間
資本が引き受けない危険を税金が背負っているという意味でもあります。エンジェル投資家は九回の失
敗を自分の金で払います。国家がエンジェル投資家を自任すれば、九回の失敗を国民が払い、その請求
書は誰のもとにも届かないまま予算の中に吸収されます。

最後の課題は民間資本を呼び込む仕事です。Brave1は150を超えるベンチャーファンドのデータベー
スを管理し、企業が投資家の前で直接発表できる投資発表会を定期的に開きました。デジタル転換省次
官のオレクサンドル・ボルニャコフは、初期の途方もなさをこう証言しました。2023年初めには防衛
技術に投資しようという人がおらず、ヨーロッパとアメリカを自ら回って説明しなければならなかった
というのです。彼の言葉どおりなら、ウクライナ政府は自国の創業者たちの信用を代わりに保証して回っ
たことになります。クラスターはウクライナの複雑な行政を通り抜ける道案内を買って出て、創業者の
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経歴を検証して信頼できるチームを海外の投資家につなぎました。

時間がたつにつれて名簿が埋まりました。グーグルの元最高経営責任者エリック・シュミットがパー
トナーとして参加したD3ベンチャーキャピタル、MITSキャピタル、グリーン・フラッグ・ベンチャー
ズ、配車企業ウクロンがつくったネズラムニといったファンドが、この生態系に入ってきました。戦争
3年目のウクライナが、国際ベンチャー資本の地図の上に一つの座標として記されたのです。

個々の会社の成績表も出ました。ドローン群制御の人工知能をつくるスウォーマーは、Brave1から5
万ドルと20万ドルのグラントを続けて受けて技術を検証したのち、270万ドルのシード投資を受け、
2025年には1,500万ドル規模のシリーズA投資を受けました。シード投資は種をまく段階の最初の投資
を、シリーズAはその種が芽を出したのちに畑を広げる段階の投資を意味します。スウォーマーが歩ん
だ道、すなわち国家のグラントで試作品をつくり、その結果を携えて民間資本の前に立つ経路が、
Brave1が設計した回路の見本です。偽情報対応の人工知能企業オサブルは300万ドルを、戦場情報プラッ
トフォームのファーサイト・ビジョンは60万ユーロを投資されました。ボルニャコフは、数百人のエン
ジェル投資家からなる生態系ができたと述べ、9,000万ドルを超えて1億5,000万〜2億ドル規模のベンチャ
ー投資を見通しました。後ろの数字は実績ではなく彼の見通しです。

ここまで出てきた数字は、内向けの「入った金」と「集まった会社」の数字です。グラントの額、企
業数、製品数、誘致した投資金。これらは前線で何がどれだけ破壊されたのかを語ってくれません。投
資誘致額は、市場がこの国の技術をどう値づけしているのかを示す指標であり、その技術が実際に通用
したという証明は別に要ります。Brave1を扱った文書が成功事例として挙げる会社は、たいてい投資ラ
ウンドを土台に成功したと記されます。投資家が金を賭けたという事実と、兵士が命を拾ったという事
実は別の文であり、その区別を消したまま通り過ぎることはできません。

グラントを受けた会社の名前は公開文書に残っています。ディープステート、スウォーマー、スカイ
ラボ、マンティス・アナリティクス、フロントラインが、初期の製品開発と性能試験にこの金を使いま
した。名前が残っている側は、生き残った側です。グラントを受けながら試作品の前で止まった会社の
名前は、どの一覧にも載らず、そうした一覧がつくられたのかどうかすら、公開記録はここで止まりま
す。

支援金と民間投資額を比べると、国家が担った初期資金の規模が分かります。D3ベンチャーキャピ
タルは1,900万から3,000万ドル規模の資金で、一社に12万5,000ドルから75万ドルを入れます。MITSキャ
ピタルは5,000万ドル規模で、10万から50万ドルを入れます。Brave1グラントの上限19万2,000ドルは、
この民間の初期投資一件と似た大きさです。国家は民間投資家の役割に、似た大きさの金を持って座り、
違うのは持ち分を取らないという点だけです。

スウォーマーのシード投資には米国の防衛産業企業R-G.AIとラディウス・キャピタル、グリーン・フ
ラッグ・ベンチャーズ、D3が入り、この会社は2026年2月、ウクライナの防衛技術企業としては初めて
ナスダック上場を申請しました。国家が渡した5万ドルと20万ドルが呼び水になった会社が、米国の証
券市場の扉を叩きます。上場が実現すれば、その利益は株主に行きます。初期の危険を背負ったウクラ
イナの国庫が、その利益の分をどのような方法で返してもらうのか、そもそも返してもらうのかは、公
開文書には出てきません。

ボルニャコフが述べた検証手続きも、あらためて見る値打ちがあります。クラスターは創業者の経歴
を確かめ、信頼できるチームだけを海外の投資家につなぎました。投資家にしてみれば、なじみのない
国の危険をその国の政府が代わりにふるいにかけてくれたことになります。裏返せば、政府が選んだチー
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ムが後になって問題を起こしたとき、責任がどこへ向かうのかが定まっていないという話でもあります。
国家が保証人の役に立てば、国家の信用がその会社と一緒に上がり下がりします。

2. 試験・認証・契約の速度を変えた制度実験

クラスターは、製品が部隊に届くまでの時間を縮めようとしました。武器一つが軍隊に入るには、本
来長い手続きを通らなければなりません。試験を通り、規格に合うか確認を受け、目録に登録され、契
約が結ばれ、予算が執行されます。それぞれの段階にはそれなりの理由があります。検証されていない
装備が兵士の手に握らされれば、その兵士が死にます。検証されていない業者に予算が出れば、その金
が消えます。手続きが遅い理由は事故を防ぐところにあり、平時ならこの道に何年かかっても不思議で
はありません。

ドローン戦場の技術寿命はそれよりはるかに短いのです。相手が電子戦装備の周波数を変えれば、昨
日までよく飛んでいた機体が今日は落ちます。電子戦とは、電波を武器として使う戦いを指します。ド
ローンと操縦者をつなぐ無線信号を妨害したり、偽の位置情報を流し込んだりして機体を落とします。
この戦いの盤面は数週間単位で変わります。手続きの速度と戦場の速度が食い違えば、手続きを通った
武器は通っているあいだに使いみちを失います。規定どおり3年をかけて完璧に検証したドローンが配
備される日、そのドローンはすでに古いものになっています。

Brave1が手をつけたのがこの食い違いであり、手をつけた課題は二つです。

まず審査に軍を座らせました。クラスターに受け付けられた申請書は、国防軍の代表たちが一緒に検
討します。前線の要求を基準に製品を選び出し、選ばれた製品の試験とNATO装備コード化の手続きを
支援します。コード化とは、装備ごとに国際規格に合った固有番号をつける作業です。身の回りの商品
についたバーコードを思い浮かべると分かりやすいでしょう。番号がなければ同盟国の補給体系に乗せ
られず、正式な調達目録にも載りにくいのです。ささいに見える行政ですが、この番号があってこそ品
物が契約書の上にのぼります。発明は工学の仕事であり番号は官僚制の仕事なので、二つの仕事が出会
えなければ発明は倉庫に残ります。

その次が市場です。2025年4月28日、Brave1マーケットが開きました。ウクライナ軍の部隊が防衛技
術製品を直接検索して注文できるオンラインカタログであり、調達の通り道です。部隊が製造社に直接
注文するという構造は、途中の決裁段階をいくつも飛び越すという意味です。申請書が旅団から師団へ、
師団から国防省のどこかの局へ、さらにどこかの課へと上がって判をもらう代わりに、中隊が画面で品
物を選びます。確認しておくべきは、Brave1が審査から試験、コード化、注文までを一本に貫こうとし
たという事実です。

制度はこう設計されましたが、実際の成果は別に確かめなければなりません。確認できるのは手続き
が新しくつくられたという事実であり、その手続きが実際に何日を何か月から縮めたのかは別の問題で
す。Brave1が介入する前は契約まで平均何日かかり、介入した後は何日に縮んだのかを示す独立した測
定値は、土台とした文書のどこにもありません。クラスター自身が発表した「速くなった」という文と、
政府発表を引用した分析報告書があるだけです。速度の改善を数字で確かめるには調達機関の契約処理
期間の統計が要りますが、戦時の調達情報のかなりの部分は保安を理由に公開されません。

「速くなった」という文を偽りだと呼ぶ根拠もありません。検証されていないという意味であり、前
の文は反証であり後の文は留保です。戦争中の政府が自分の政策の成果を自ら報告するとき、その報告
はたいてい事実の方向を指しはしますが、大きさを正確に指しはしません。読者には方向と大きさを分
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けて読む権利があります。

外からの視線がまったくなかったわけではありません。2023年10月、米国国防革新ユニット（DIU）
とBrave1がワルシャワで共に開いたドローン会議をめぐって、ジョージタウン大学の安全保障・新興技
術センター（CSET）が報告書を出しました。クラスターが発足して六か月で、西側の政策研究機関が
ウクライナのドローン生態系を直接の観察対象にしはじめたという意味です。ウクライナの制度実験は、
はじめから国際的に見守る目の前で進みました。観察は監査とは違いますが、誰も見ないよりはましで
す。

制度実験の値打ちを判断するとき、一緒に置いておくべき事実がもう一つあります。Brave1は調達制
度を代替しませんでした。国防省の正式な調達とは別に存在する通り道であり、正式な調達へ向かう前
庭に近いのです。ですからクラスターがいくら速くても、最後の段階で予算と契約の扉がふさがれば、
品物は前線に届きません。ドローンの生産能力を扱った分析は、ウクライナの隘路がつくれるかどうか
から買う金があるかどうかへ移ったと指摘してきました。その隘路はBrave1の設計の外にあります。つ
くる速度を政府が引き上げた後も、買う速度は予算の問題として残り、工場は回っているのに注文書が
来ないという状況を、クラスターだけでは解けません。

Brave1は開発者が軍と出会う経路を制度としてつくり、その経路が調達時間の全体をどれだけ縮めた
のかは、いま公開されている文書では公開記録はここで止まります。

審査台に上がる物量は少なくありません。クラスターを扱った文書は、一年のあいだに900件を超え
る申請書が処理されたと記します。審査するのは国防軍の代表たちです。武器を使う人が武器を選ぶと
いう原則は常識に近く、開発者にとっては前線の要求がそのまま規格書になります。代わりにこの基準
は時間の幅が狭いのです。今日の前線が求めるものと2年後に必要になるものが違うとき、どちらが後
回しにされるのかを記録で確かめる方法は用意されていません。

部隊が直接注文するという言葉の中身を開けてみると、点数制度が入っています。前線の部隊は確認
された打撃の実績で点数を積み、その点数でBrave1マーケットから製造社にドローンや装備を直接注文
します。国防省の決裁の列に乗らずに、部隊が画面で装備を選ぶという意味です。調達を決める力のい
くらかが、指揮系統の上から下へ降りてきました。

戦場の成果に応じて補給を増やすやり方には副作用もあります。点数は打撃で積まれます。偵察、通
信中継、負傷者の後送、陣地の防御のように打撃回数へ換算されない任務を担う部隊は、同じ画面の前
でより少ない点数を持って立つことになります。この構造が部隊のあいだの装備配分を実際にどう変え
たのかを示す文書は、公開記録はここで止まります。設計図は公開されており、その設計が生んだ分配
の結果は、まだ外からは数えられません。

ウクライナ政府は敵の標的の80パーセント以上がドローンに破壊されると発表し、ロイターの報道を
引用した分析報告書もこの発表をそのまま写します。発表した側と、その発表が指す側が、ここでも分
かれません。制度が速くなったという文と、制度が通用したという証明とのあいだの距離は、この節の
初めから終わりまで縮まらないまま残ります。

3. 成果指標と外部監査の空欄

Brave1を評価するには、二つの問いを分けて投げなければなりません。このクラスターは何を発表し
たのか。そして、その発表を誰が検証したのか。
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Brave1が出した指標をもう一度並べます。企業2,500社、製品5,000点以上、無人機製造社500社以上。
これらの値はBrave1の自己掲載です。グラント329件500万ドルから6,000万ドル以上へ。予算配分
7,160万ドル。ベンチャーファンド150社。目を引く一覧であり、これらの値はすべて「どれだけ集まり、
どれだけ出ていったのか」を数えます。

投入指標です。学校でいえば、教師を何人採ったか、本を何冊買ったかにあたります。生徒たちの成
績が上がったのかは別の数字が答えなければなりませんが、次の問いに答える数字は、公開された公開
文書にはありません。グラントを受けた600余りの企業のうち、実際に部隊への納品まで至ったところ
は何社ですか。グラントが入ったのに製品が出なかった失敗事例の割合はどれくらいですか。登録され
た5,000点の製品のうち試験を通ったものは何点で、コード化まで至ったものは何点で、契約につながっ
たものは何点ですか。クラスターが支援した技術と支援しなかった技術のあいだに、戦場成果の差はあ
りましたか。

失敗率を公開しないベンチャー投資家はよくいます。私企業の金なので私企業の判断で隠すことがで
きます。しかしBrave1が使う金は国家予算です。国家がエンジェル投資家を自任したのなら、エンジェ
ル投資家の自由とともに公共機関の責務も負わなければなりません。公開文書の中には、Brave1のグラ
ント執行を独立して監査した会計報告書や監査機関の報告書は入っていません。この空白は文書収集の
限界かもしれませんし、そうした文書がまだ存在しないためかもしれません。どちらなのかは急いで閉
じず、空白があるという事実だけをそのまま残します。

空欄の大きさを見積もるには比較の対象が要ります。同じウクライナの中で、同じ戦時に、はるかに
目の細かい監査装置をそなえた領域があります。国際資金が入る復興部門です。

世界銀行が主導するウクライナ救援・復旧・復興・改革信託基金（URTF）は、成果の枠組みを文書
で公開します。2025年時点で累積25億2,000万ドルを集めて15億ドルを執行し、この支援を足がかりに
42億ドルの追加資金が動いたという形で財務指標が整理されます。承認されたすべての事業の100パー
セントが第三者モニタリングを使い、100パーセントが受益者の苦情処理手続きをそなえるようになっ
ています。

第三者モニタリングという言葉からほどきます。金を出した側と受け取った側の外の第三の機関が現
場に行って、実際にその仕事が起きたのかを目で確かめ、文書に残す手続きです。書類の上では病院を
三十か所直したことになっているのに、実際は二十か所しか直っていなければ、その差をつかまえるの
が第三者の役目です。苦情処理手続きは、その反対方向の装置です。事業の恩恵を受けるはずの住民が、
金がとんでもないところへ漏れたと感じたときに、抗議を受け付ける窓口をあらかじめつくっておくこ
とです。URTFでは、UDAコンサルティングがポートフォリオ全般の第三者モニタリングを担って現場
を訪ね、進み具合を記録し、接近が難しかったり危険だったりする地域の物流・エネルギー復旧事業は、
国連プロジェクト・サービス機関（UNOPS）が受託代理人として監督します。

国内の装置もあります。公共支出の独立監査は会計院と国家監査局が担い、高位級の汚職事件は国家
反汚職局（NABU）と特別反汚職検察庁（SAPO）、最高反汚職裁判所へつながる系統が処理します。
復興事業のデータを、資金配分から調達、進捗率まで公開するDREAMプラットフォームは、寄付者と
市民社会が政府と同じ文書を見られるようにしました。情報が一方にだけあれば監視は成り立たず、責
務性は同じ画面を一緒に見るところから始まります。

市民社会も手をこまねいてはいませんでした。反汚職行動センター（ANTAC）は2025年の一年で公
共調達1,526件を分析し、汚職の危険が確認された調達手続き10件に法的な異議を申し立てました。こ
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の監視網は実際に方向を変えたことがあります。国防省の調達で卵やジャケットのような物品の値を膨
らませたスキャンダルが起きた後、国防調達を開放型電子調達プラットフォームのプロゾロ（ProZorro）
へ戻す法改正が行われました。プロゾロは、誰が何をいくらで買うのかをインターネットにそのまま載
せるシステムです。戦時の機密を理由にその扉を閉じているあいだに汚職が育ったことを、政府が自ら
認めた措置であり、秘密が必要だという主張は正しいこともありますが、秘密はそれ自体で費用を請求
します。

Brave1の周りには、これだけの装置が公開記録はここで止まります。第三者モニタリング機関の名前
も、グラント執行に対する会計院の監査報告書も、クラスターの予算を分析した市民団体の文書も、公
開文書の中にはありません。

防衛技術が復興事業とは違う条件に置かれているという反論は正当です。ある会社がどんな性能の迎
撃ドローンをつくるのかを明かした瞬間、それは敵に与える情報になります。復興部門を扱った報告書
も同じジレンマを指摘します。寄付者は最大の透明性を求め、政府は作戦上必要な最大の秘密を守らな
ければなりません。二つの要求は正面からぶつかります。

ぶつかるからといって一方を捨てなければならないわけではありません。DREAMが選んだ道がその
証拠です。敏感な位置情報への接近は制限しながら、総額と進行の情報は公開する階層別のアクセス制
御です。何をどこに建てるのかは伏せ、いくら使っていくら進んだのかは見せます。同じ論理を防衛技
術に移すとこうなります。ある会社が何をつくるのかは伏せるとしても、グラント審査に何件入って何
件通り、そのうち何件が納品に至ったのかを集計として出す仕事は可能です。個々の製品の諸元と執行
の総量は互いに違う情報ですが、確かめられる範囲では、Brave1は後者すら外部の検証に開いておきま
せんでした。

復興を扱った同じ報告書は、もっと痛い問題を突きます。責務性の装置がいちばん弱いところが、よ
りによって汚職と誤配の危険がいちばん大きいところ、すなわち監督の力が尽きた最前線に近い地域だ
というのです。危険が大きいところで統制がゆるむというこの逆説は、復興の現場の外でも繰り返され
ます。速く金を使い、速く契約し、速く前線に送る構造は、定義からして検証の段階を減らす構造です。
速度が美徳になった瞬間、速度を落とすすべての手続きは邪魔物に見えはじめ、邪魔物に見えはじめた
手続きは長く生き残りません。

Brave1の成果は、確認された事実と、まだ公開記録の外にある問いとに分けて見ることができます。
土台として確認したのは次のとおりです。散らばっていた開発者と軍のあいだに一つの扉ができました。
危険な初期段階に国家の金が入り、その後を海外のベンチャー資本が追ってきました。試験とコード化、
部隊の直接注文へとつながる通り道が制度として設計されました。侵攻3年目の国が、国際ベンチャー
の地図の上に座標を得ました。

公開記録の外にあるのは次のとおりです。この制度が調達時間を実際にどれだけ縮めたのか。国家が
まいたグラントの成功率と失敗率がどれくらいか。登録された製品5,000点のうち何点が前線に届いた
のか。そして、その金を政府の外の誰がのぞき込んだのか。

「戦争のただ中の国防シリコンバレー」という別名は、投資と創業の活気をよく写し取ります。ただ
しシリコンバレーの投資家は自分の金を失い、Brave1の投資家は国民です。この違いを埋めるのが監査
であり、その通り道はいま空いています。空いている監査を抜けていると書くことが、いまBrave1に示
せる最善の礼儀です。
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復興部門の指標をもう少しのぞき込むと、Brave1の一覧で空いている欄の形がはっきりします。
URTFの成果の枠組みには、金の額だけが書かれるのではありません。受益者に提供されたサービスが
累積4,070万件、HEAL事業で手を入れた医療施設が330か所、救援業務のために教育を受けた公共部門
の人材が3,130人という形で書かれます。いくら入れたのかと、何がどれだけ直ったのかを別々に数え
ます。Brave1が公開した一覧には、後ろにあたる欄がありません。

監査の層も何重にもなっています。世界銀行は、外のUDAコンサルティングと国連プロジェクト・サー
ビス機関に現場の確認を任せるだけにとどまらず、政策違反を調査する調査パネルと内部監査の組織を
自らの中にも置きます。金を出した側が自分自身も疑う構造です。反汚職行動センターは2025年に刊
行物339件を出し、反汚職機構に関する法案11件に意見を出してそのうち6件を通しました。監視は善
意だけでは回りません。見る文書と、抗議する窓口と、争う法的な手段が一緒にあってこそ回ります。

復興資金は海外から入ってきた金なので寄付者が監査を求めることができ、承認されたすべての事業
に第三者モニタリングをつけるという条件がそうしてつきました。Brave1のグラントはウクライナの国
家予算から出ます。条件をつける外の寄付者がいないので監査装置もつかなかったという説明は、事実
の構造をよく突いています。そして、その説明は問題を消してはくれません。外の寄付者がいないとい
う言葉は、その金の持ち主がウクライナ国民だという意味であり、条件をつける人がいないという意味
ではなく、条件をつける人が自分の国の中にいるという意味です。
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第8章 兵科となった無人システムとDELTAの系譜

2026年1月23日、ウクライナ国防省の公式ニュースに一件の命令書が掲載されました。新しい国防大
臣ミハイロ・フェドロフが署名した文書であり、兵器の導入や部隊の移動とはおよそかけ離れた内容で
した。DELTA（デルタ）という名の戦闘システムの中で、「ミッション・コントロール（Mission
Control）」というドローン指揮統制システムを稼働させるというものでした。彼が国防省庁舎の主と
なってから九日目に出された署名でした。

新しい兵科をつくるという命令だけで、現場の組織がただちに変わるわけではありません。紙の上の
文章が前線の塹壕まで下りていくには訓練と通信と補給が伴わねばならず、その間には普通、数か月が
横たわります。しかし、この文書が何の上に置かれているのかを見ると、話は変わってきます。ミッショ
ン・コントロールは空白の上に新しく建てた体系ではなく、すでに数年のあいだ動いていたDELTAの
中に載せた機能として説明されます。DELTAの開発と運用は国防省系列の組織が担ってきましたし、
フェドロフが国防省に到着するはるか前から、DELTAはウクライナ軍の地図の役目を果たしていまし
た。

彼が国防大臣になる前、ウクライナ軍の中では二つのことが並んで進んでいました。一つは、ドロー
ンが他の部隊の補助装備から、自分の名前を持つ独立した兵科へと上がっていくことでした。もう一つ
は、そのドローンが見るものと、別の監視手段が見るものを一つの画面に重ね合わせることでした。手
を新しくつくることと、目を一つにまとめること、と言い換えてもよいでしょう。二つの流れは彼が到
着する前にそれぞれ根を下ろしており、彼が受け継いだものと、彼が直接署名したものは、その問題で
分かれます。

1. アエロロズヴィトカからDELTA戦闘システムまで

戦場で情報は一か所からは来ません。偵察ドローンが撮った映像、地上観測兵の無線、衛星写真、レー
ダーが捉えた航跡、住民から寄せられた通報が同時に押し寄せます。問題は、これらが互いに違う経路
で、違う形式で、違う部隊に届くという点にあります。砲兵部隊が知っている敵の位置と、隣の歩兵大
隊が知っている敵の位置が食い違えば、同じ標的に二度撃ち、肝心の別の標的は取り逃がします。地図
が何枚もあれば戦争も何個にもなり、その何個もの戦争は互いを妨げ合います。

DELTAは、この散らばった文書を集めて一枚の地図の上に重ねて見せ、その地図を複数の部隊が同
時に見られるようにする状況認識システムです。ウクライナ国防省はDELTAを国防軍全般が使う戦闘
システムとして紹介し、さまざまな監視手段と部隊報告を統合してリアルタイムの戦場図をつくるのが
その機能だと説明します。

リアルタイムの情報も、入力される文書が遅れたり間違っていたりすれば、正確な判断を保証できま
せん。文書が入ってくる経路を規格として定め、座標の表記法を一つにそろえ、誰が何を見る権限を持
つのかをあらかじめ決めておく、退屈な作業の結果です。ドローン操縦手が送った座標と砲兵が読む座
標が同じ規則に従わなければ、画面がどれほど華やかでも、その地図はそのまま載せるのが難しくなり
ます。戦場地図をつくる仕事の大半は、規則を合意し、その合意を守らせる行政作業です。

系譜を語るとき、出発点としてしばしば挙げられる名前がアエロロズヴィトカ（Aerorozvidka）です。
2014年のドンバス戦争の状況で、民間の技術者と志願者たちが集まり、偵察ドローンと戦場情報ソフ
トウェアを自分たちの手でつくっていた集団であり、彼らの作業が後に国防省の革新組織へ吸収され、
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DELTAの根になったという説明が広く通用しています。

確認された範囲はここまでです。照合した文書の束の中で、その初期の過程を日付と人名の水準まで
記録した一次文書は、公開記録はここで止まります。ですからアエロロズヴィトカの作業場の風景や、
最初の会議の場面は再現しません。誰がどの夜に何を言ったのかを示す公開文書がないからです。確認
できるのは系譜の方向だけです。DELTAは省庁の企画書から生まれた品物というより、戦場の近くで
必要を感じた人々がつくった道具が上へ上がって国家システムになった側に近いのです。

主体を取り違えると、系譜そのものが狂います。DELTAの開発と運用を担ったのは国防省系列の組
織であり、フェドロフがDELTAの上で命令を下すのは2026年に至ってのことです。DELTAを「デジタ
ル大臣がつくった戦場アプリ」と読む誤解はよくあり、彼を好意的に扱う文章ほど、より頻繁にその誤
りを犯します。

DELTAが国際的に目を引いた場面は、試験通過の知らせでした。2024年7月17日、ウクライナ国防省
はDELTAがNATO（北大西洋条約機構）の監査を通過したと発表しました。

NATOの監査を通過したという言葉は何を意味するのでしょうか。複数の国の軍隊が共に戦うために
は、無線機の周波数から地図の座標表記、標的情報のデータ形式まで、互いに読めなければなりません。
一方が送った座標を他方のシステムが見当違いの問題として解釈すれば、協同どころか味方を撃つ事故
が起きます。この互換性を相互運用性（interoperability）と呼びます。NATOの監査は、あるシステム
がNATO標準に合わせて情報をやり取りできるかを点検する手続きであり、通過したというのは、
DELTAがNATO式の指揮統制の図の中に組み込める形を備えたという意味に近いのです。ウクライナの
立場からすると、この発表は技術の知らせであると同時に政治の知らせでもありました。我々のシステ
ムは西側と同じ言葉を使う、という宣言だったからです。

成果と限界を共に見なければなりません。

発表の主体はウクライナ国防省です。NATOが別途出した検証報告書は、公開記録はここで止まりま
す。戦時政府の発表だからといって、ただちに嘘と決めつけることはありません。ただ、自分の成果を
自分で知らせる文書は、外部の機関が独立して検証した文書と同じ重さで扱うことはできません。
DELTAに関する事実のかなりの分量が国防省の発表に寄りかかって文章になっており、その事情を隠
すつもりはありません。文末の出典表示を一度ずつ見ていただきたいのです。ある文章が誰の口から出
たものかが、ここでは内容と同じくらい重要です。

標準の通過と戦場での性能もまた別の問題です。監査は形式が合っているかを見ます。前線で
DELTAが何個の旅団で、どれほど頻繁に、どれほど正確に使われているかは監査書には書かれません。
自動車でいえば型式承認にあたる手続きであり、険しい道を走った記録とは別のものです。

DELTAの系譜で覚えておくべき点はこうです。DELTAはいくつもの手を経た蓄積物です。志願者の
技術組織から出発したという通説があり、国防省の組織が開発と運用を引き継ぎ、国防軍全般の戦闘シ
ステムとして紹介され、2024年7月にはNATO監査通過という国防省の発表が付きました。この蓄積物
の上に2026年の新しい国防大臣が自分の署名を載せたのであり、系譜を先に見てこそ、その署名の大
きさを誇張することも縮小することもせずに済みます。

DELTAのような地図が役に立つためには、その地図へ文書を上げて送る機械をつくる人々が下の方
にいなければなりません。ウクライナがその下の方を束ねておいた枠が、ブレイブ1（Brave1）という
防衛技術クラスターです。クラスターには2,500のスタートアップと企業が所属して5,000を超える製品
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を登録しており、その中には無人機メーカー500社以上、無人地上車両メーカー200社以上、人工知能
製品メーカー200社以上が入っています。受け付けられた製品はウクライナ国防軍の代表たちが検討し
て戦場で実際に必要なものを選び出し、現場試験とNATO装備コード化へとつないでいきます。

NATO装備コード化とは、ある装備にNATOが使う共通番号と規格情報を付け、他国の軍隊の補給体
系でも同じ品物として認識されるようにする手続きです。DELTAが通過したというNATO監査と方向は
似ていますが、互いに別の扉です。一つは情報をやり取りする形式を合わせる扉であり、もう一つは品
物の名札を合わせる扉です。

注意して書き残します。ブレイブ1はDELTAをつくった組織ではありません。DELTAの開発と運用は
国防省系列の組織が担ってきましたし、ブレイブ1が育てた企業の機械がDELTAという地図の上にどの
ように文書を上げるのか、二つの軸が制度としてどのような文書でつながっているのかを示す文書は、
照合した束の中では公開記録はここで止まります。系譜を語るときに添えておくべきなのは、二つの流
れが並んで育ったという事実までであり、それ以上は今の文書では語れません。

2. 無人システム軍の創設とドローンの制度化

DELTAが散らばった目を一つにまとめる仕事だったとすれば、同じ時期にウクライナ軍はドローン
を握る手そのものを新しく編成していました。

軍隊には兵科という概念があります。陸軍、海軍、空軍のように独立した編制と指揮系統、予算と教
理を備えた大きな軍事分類を指します。ある兵器が兵科になるというのは、それが自分の名前で人を募
り、訓練し、教理を書く組織になるという意味です。予算表に自分の行ができ、昇進の道筋ができ、失
敗の責任を負う指揮官ができます。ウクライナはドローンにその地位を与え、そうしてできた兵科の名
前が無人システム軍（Unmanned Systems Forces, USF）です。

創設の時点は文献ごとに表記が分かれます。ある報告書は、ウクライナ政府が2024年初めに無人シ
ステム軍を公式に創設したと記します。別の報告書は、2024年9月16日付で無人システム軍がウクライ
ナ軍の独立兵科として分離・昇格したと書きます。宣言と編制完成のあいだの時差と見えますが、一つ
の日付に釘づけするかわりに、二つの記録を並べて残します。新しい兵科は誕生日のケーキを切るよう
に生まれるものではなく、2024年の一年にわたる過程として読むほうが公開文書に合っています。

ここには公開記録の外の問いが残っています。無人システム軍の創設はフェドロフが国防大臣になる
はるか前のことです。彼が国防省を任されたのは2026年1月です。ドローンを兵科として立てた決定を
彼の業績として書き移す文章が国内外に少なくありませんが、文書が裏づけていません。一人の伝記を
書くときに最も気をつけるべき誘惑がこれです。主人公が到着する前からすでにその役割を果たしてい
たものを、彼が持ってきたかのように配置する誘惑のことです。

無人システム軍の位置づけは編制図に表れます。この兵科は特殊作戦軍、国土防衛軍と同等の地位を
持つ組織として役割を得ました。初代指揮官にはヴァディム・スハレウシキー（Vadym Sukharevskyi）
大佐が任命され、彼は無人システム軍司令官になると同時に、総司令官オレクサンドル・シルスキーの
副司令官職を兼ねました。

司令官一人が総司令官のすぐ下の役割を併せ持つというのは、ドローンの問題を総参謀部会議の議題
リストの一番下から指揮部の真ん中へ移すという意味です。組織である事柄が重要になっていく道筋は
たいていこうです。掛け声より先に隙間が変わります。誰が会議室のどこに座るのか、誰が総司令官に
直接報告できるのかが決まった瞬間、その分野は実際に力を持ちます。編制表は、その組織が何を重ん
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じているのかを黙って示す文書です。

兵科ができたあとには、部隊の形が変わります。2025年、既存の第14連隊が無人システム軍隷下の
「第1センター（1st Center）」へ拡張・改編されました。連隊からセンターへの転換は、看板の掛け替
えをはるかに超える措置でした。この部隊の関係者ボリス（Borys）は、それが意図された戦略的選択
だったと説明し、こう述べました。「我々の目標はより長く戦うことではなく、より賢く戦うことだ。
精密性、構造、そしてエンジニアリング的思考を通じて、敵が適応する速度よりも速く敵を枯渇させる
ことができる」。

連隊は戦います。センターは戦いながら同時に実験し、教え、教理を直します。同じ報告書によれば、
第1センターは戦闘作戦とともに実験・訓練・教理改善を束ねる統合ハブとして設計され、最前線の発
明が兵科全体で使える慣行へ移っていく通路の役割を担いました。ある大隊が敵の電波妨害をかわす要
領を見つけ出したとしてみましょう。その要領がその大隊の無線の雑談としてだけ残れば、全軍の資産
にはなりません。センターはそれを文書にして教育課程に入れ、隣の部隊へ移す組織であり、前線の知
識は運ぶ人がいてはじめて広がります。

同じ報告書は、第1センターが作戦に使うドローンの80〜90％をウクライナ国内で直接生産しており、
ロシア領内最大1,000kmの深さの標的を打撃する能力を備えたと記述します。この数値は部隊と関係者
の陳述に基づいたものであり、アクセスできる文書の中に独立した相互検証はありません。数字は移し
ますが確定はしません。戦時の部隊自身の集計は、それが事実であるときでさえ、検証された事実と同
じ枠に入れることはできません。

ドローン部隊の役割そのものも、この時期に変わりました。ある研究は、無人システム部隊がかつて
の補助的な偵察の役割を脱し、航空・地上・海洋にまたがる多領域戦闘の助力者（multidomain
combat enablers）へ進化しており、現代の諸兵科連合戦の骨組みをなす要素になりつつあると評価し
ます。言葉が難しいので解きます。以前のドローンは、歩兵が見られないところを代わりに見てくれる
目でした。今のドローンは目であると同時に手でもあり、空にだけとどまってもいません。

海での変化がその証拠としてしばしば引かれます。2024年から2025年にかけて、ウクライナ軍は機
能の異なる数十隻の海上無人艇を同時に管理する水準に達しました。海上無人艇とは、人が乗らずに遠
隔で操縦する小さな船を指します。この頃の海上無人艇の作戦は、標的一つに突っ込む自爆攻撃を超え
て、無人航空機と水中ドローン、巡航ミサイル、電子戦能力を一つに束ねた多軸打撃へ進化しました。
海上無人艇の上に砲塔や小口径ミサイルを載せた事例、海上無人艇を特殊作戦軍向けの対ドローン体系
の離陸用の足場として使った事例まで記録されています。

ドローンがドローンを載せて出て、ドローンを捕らえる構造です。こうした組み合わせはアイデアだ
けでは成りません。どの部隊が船を操り、どの部隊がその上のドローンを操縦し、通信が切れたら誰の
判断に従うのかが、あらかじめ決まっていなければなりません。兵科ができたという言葉の実質は、こ
うした組み合わせを誰が責任をもって設計するのかが決まったという点にあり、責任者ができてはじめ
て、一度の成功が反復可能な作戦として固まります。

ドローンが現代戦の支配的な特徴になったという評価は、ウクライナの外の軍事研究機関でも繰り返
されます。ウクライナ政府の発表を取り除いても残る診断であり、土台が比較的厚い役割です。

しかし、制度化がそのまま勝利を意味するわけではありません。引用した報告書が残した警告をその
まま移しておきます。
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一つは組織の惰性化です。無人システム軍を扱った報告書は、この兵科が2026年に向けて抱えてい
る大きな懸念として惰性化（institutional drift）を挙げ、第1センターが戦闘の現実と断絶してはならな
いと釘を刺します。革新の部隊が制度になった瞬間、書類と会議が増え、前線の感覚を失う落とし穴が
開きます。昨日の反乱軍が今日の官僚になる話は、軍隊の外でもよくあることです。

もう一つは、何が足りないのかについての診断です。同じ報告書は、彼らの当面の課題を、戦場全体
に持続的な戦略効果を出せる拡張された司令部への変貌と規定し、技術不足や出撃能力をつくり出す仕
事はその一覧から外します。条件としては指揮統制と戦闘被害評価、持続的な実験のための能力を挙げ
ます。戦闘被害評価とは、叩いたあとに実際に何がどれだけ壊れたのかを確認し、次の判断に反映させ
る手続きです。重心はドローンを多くつくる問題から、ドローンがつくり出した情報と打撃を指揮する
問題へ移っており、DELTAとミッション・コントロールが立っている隙間が、まさにその指揮統制と
戦闘被害評価と実験の役割です。

新しい兵科が使う装備は、民間企業と国営の調達体系から供給されます。2025年4月28日、ウクライ
ナはブレイブ1マーケット（Brave1 Market）というオンラインの市場を開きました。短距離電子戦装備、
敵のドローンを防ぐ迎撃ドローン、人工知能を載せたドローン、光ファイバードローンといった品物を
前線へ速く送ろうとする窓口でした。光ファイバードローンとは、電波の代わりに髪の毛のように細い
ガラスの糸をほどきながら信号をやり取りするドローンです。線が物理的につながっているので、敵が
電波を押さえても操縦が切れません。

この市場が回る仕組みはこうです。最前線の部隊が敵を打撃し、その場面を映像で認証すれば、政府
があらかじめ定めておいた係数に従って戦闘ポイントを受け取ります。部隊は国防省や総参謀部の承認
書類を待たずに、そのポイントで自分に今必要な仕様のドローンをメーカーへ直接注文します。契約が
結ばれれば、国防省がメーカーへ現金を支払います。

この過程では、軍の要求と企業の利害がぶつかります。無人システム軍を立てた理由として文書が挙
げるのは、散らばったドローン部隊の作戦配置を一か所へ集めなければならないという要求でした。一
方この市場は、部隊へ購買権限を下ろします。上で集める力と下へ解く力が互いにどう調整されるのか、
兵科司令部が各部隊の注文にどこまで関与するのかを明らかにした文書は、公開記録はここで止まりま
す。どの標的に何点をつけるかを定める係数を誰がつくり直すのか、認証の判定に部隊が異議を申し立
てられるのかも、公開記録はここで止まります。

外から入ってくるお金も、この時期に定着しました。2025年7月22日、ウクライナと欧州連合は1億
ユーロ規模の国防技術同盟を発足させました。欧州連合側の説明によれば、この同盟と噛み合ったブレ
イブテックEU（BraveTech EU）は、欧州防衛基金、欧州連合国防革新計画、ブレイブ1を一つの枠に
束ね、共同開発と試験と配備を行うという構想であり、名分はウクライナが戦場で得た知識を欧州へ移
してくることです。発表の主体が欧州連合の執行委員会である点は書き残します。

3. ミッション・コントロール・AI標的化・現場フィードバックの結合

ある区間の空に複数の部隊のドローンが同時に浮かんでいるとしてみましょう。A大隊の偵察機が標
的を見つけて報告するあいだに、B旅団の打撃ドローンが同じ標的へ飛んでいきます。C部隊はその事
実を知らないまま、同じ空域へ自分のドローンを上げます。標的は一つなのに資産は三つ使われ、空域
はもつれ、味方の電子戦装備が味方のドローンの通信まで一緒に押さえてしまうことも起きます。
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ドローンが貴重だった時代には、こうした混雑はありませんでした。ドローンが多くなり値が安くなっ
て旅団ごとに自前のチームを回すようになるほど混雑は大きくなり、成功がつくり出した問題が新しい
負担となって返ってきます。指揮統制（command and control）とは、誰が何をいつどこでするのかを
一か所で整理する機能であり、フェドロフが2026年1月23日に署名した命令が稼働を指示したミッショ
ン・コントロールは、その整理作業をDELTAという既存の地図の上で行うという設計です。新しい地
図をまたつくるかわりに、あった地図に層を載せるやり方です。

この内容は公開された文書が多くありません。ミッション・コントロールに関して公開文書はウクラ
イナ国防省の発表一件です。命令が署名されたという事実、そのシステムがDELTAの中でドローン指
揮統制を担当するという説明、署名日が2026年1月23日だということまでが確認できる範囲です。実際
に何個の部隊に配備されたのか、配備されたところで標的の重複がどれだけ減ったのか、それによって
戦闘の結果がどう変わったのかは、公開記録はここで止まります。就任九日での署名は象徴としては大
きいものの、象徴を成果として書き換えることはできません。その署名を最初の場面にした理由は、新
しい大臣がどこに手を置いたのかを示すからです。

DELTAはこの時期に兵士個人の手の中へも下りてきます。2026年3月10日、ウクライナ国防省は、軍
人たちがDELTAモバイル（DELTA Mobile）アプリで空からの脅威の警報を受け取れるようになると発
表しました。発表時点を基準にすればこれは予告された計画であり、実際の配布がどこまで行われたの
かは公開記録はここで止まります。方向だけははっきりしています。指揮所の壁面の大きな画面に映っ
ていた航跡情報を、塹壕や移動中の車両の中の個人端末へ押し込もうというのです。

軍ではここにもう一つが引っかかります。前線の通信はしばしば途切れ、敵の電子戦は信号を狙いま
す。個人端末へ情報を下ろす設計がその環境にどれほど耐えるのかは、発表文が答えてはくれません。

国防省の発表にも、成果と残された課題が共に書かれています。2026年2月2日、国防省は軍人たち
がアーミープラス（Army+）アプリでどの教育課程を受けているのかを整理して出しました。無人機に
関わる課程が先行している一方、DELTAは依然として課題として残っているというのが、その発表の
題であり要旨でした。

システムをつくる仕事と、システムを使わせる仕事は違います。NATOの監査を通過したという戦闘
システムが、兵科が正式に立てられたあとでさえ、肝心のそのシステムを毎日扱わねばならない兵士た
ちの学習リストでは後れをとっていました。DELTAを紹介する文書に盛られた機能の一覧と、前線の
分隊長が実際に立ち上げて使う画面のあいだには距離がありました。この事実を明らかにしたところが
ウクライナ国防省自身だという点は、記録しておくに値します。自分の弱点を自ら書く発表は、戦時政
府の文書ではまれです。

この距離を縮める仕事が、フェドロフが国防省で向き合った課題でした。民間のサービスは利用率が
低ければ画面を直し、広告を打てば済みます。軍隊であるシステムの採用率が低いというのは、命令と
訓練と通信の条件と兵士の信頼が一度に関わる問題です。アプリを立ち上げない分隊長には、たいてい
理由があります。バッテリーが足りないか、信号がないか、画面を見る数秒が危ないか、以前その画面
を信じて痛い目にあった記憶があるからです。利用統計は、その理由までは語ってくれません。

人工知能による標的化について語れる範囲は狭いのです。ドローンが衛星測位の信号が途切れた環境
でも自ら目標の問題を探し当て、複数機が群れをなして協同する自律性の流れがウクライナの戦場に現
れているという分析はあります。衛星測位の信号が途切れた環境とは、敵が電波を押さえてGPS座標を
受け取れなくした状態を指します。DELTAが積み上げる戦場の文書が、そうした自動化の材料になる
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というのも、構造としては理解できる話です。

しかし、どのアルゴリズムがどの標的をどの程度の自律性で処理するのか、人の承認がどの段階で介
入するのかについて、確認された一次文書はありません。標的の識別が誤っていたとき誰が責任を負う
のか、という問いも開いたままにしておきます。文書のないところに想像を埋めるかわりに、文書がな
いという事実を書いておくほうが読者に対して正直です。

無人システム軍の組織と装備、情報体系は互いに噛み合って動きます。DELTAは下から上へ上がっ
てきた道具でした。志願者と技術者たちの手から始まったという通説があり、国防省の組織が開発と運
用を引き継ぎ、2024年7月にはNATO監査通過という国防省の発表が付きました。無人システムは装備
から兵科へ上がりました。2024年にわたって無人システム軍が立てられ、司令官は総司令官の副司令
官を兼ね、2025年には第14連隊が第1センターへ改編されて、戦いながら学ぶ組織がつくられました。
この二つの流れは、フェドロフが国防大臣になる前にすでに育っていました。

彼がしたことは、その上に指揮統制という層を載せる署名でした。その署名が前線を変えたのかは、
2026年上半期の文書だけでは語れません。はっきりしているのは、彼が受け継いだシステムがすでに
自分の名前の問題を抱えていたという事実です。兵士たちの訓練リストでDELTAが後れているという
国防省自身の診断がその一つであり、無人システム軍の次の課題として指揮統制と戦闘被害評価を挙げ
た報告書の診断がもう一つです。二つの診断は同じところを指しています。道具はあるのに、道具を共
に使う方法がまだ十分に役割を得ていない、ということです。

ドローンを兵科にするには命令書一枚あれば足ります。その兵科が実際に一つの地図を見て一つの判
断で動くようにするには、命令書が何枚も、そしてそれよりはるかに多くの時間がかかります。2026
年1月23日に署名された文書は、その時間の出発点に置かれていました。

人工知能が標的を扱う話の中で、文書が実際に名前を挙げる会社はスウォーマー（Swarmer）です。
この会社の「スティクス（Styx）」は、衛星測位の信号が途切れた環境でもドローン最大25機が互いの
位置を合わせながら動けるようにする群制御技術です。この会社の補助金と投資誘致の経路は、ブレイ
ブ1の産業生態系を扱った第7章で説明しました。ここでは、その技術がDELTAやミッション・コント
ロールと連動するという証拠がないという事実が重要です。

ミッション・コントロールとのつながりも開いたままにしておきます。衛星測位が塞がれたところで
自ら目標を探し当て、複数機が群れをなして動く流れが戦場に現れているという分析はあります。しか
し、スウォーマーの群制御技術がDELTAやミッション・コントロールと実際に連動するのか、群が選
んだ標的を人がどの段階で確認するのかを示す文書は、公開記録はここで止まります。構造から推し量
られる図と、文書で確認された図とのあいだの距離を、ここでは縮めずそのままにしておきます。
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第9章 デジタル大臣から国防大臣へ

1. 2026年1月、ゼレンスキーの提案と議会の採決

ウクライナ最高会議の法令データベースに、2026年1月14日付の文書が一件掲載されています。最高
会議はウクライナの国会です。文書の種類は決議、番号は第4756-IX号、表題は「ミハイロ・アルベル
トビッチ・フェドロフをウクライナ国防大臣の職に任命する件について」です。中身は短いものです。
大統領の提案があり、議会が採決し、任命が確定したという手続きの記録がすべてです。

ここまで追ってきた人物が国防省へ役割を移した出来事が残した公式の痕跡は、一枚きりの文書です。
衛星インターネットを頼んだソーシャルメディアの投稿も、ドローン工場の組立ラインも、スタートアッ
プ展示場の実演台も、その紙には収められていません。国家が人にある権限を与えるときに残すのは番
号のついた紙一枚であり、伝記を書く人はその紙から出発して、紙が語っていないことを紙が語ったか
のように移してはなりません。

ウクライナでは、国防大臣を大統領が一人で決めることはできません。大統領が候補者を議会に示し、
議会が採決で承認して初めて任命が完成します。ですから大臣人事にはいつも二つの記録が残ります。
大統領側の提案と議会側の決議であり、フェドロフの場合、その二つの記録が一日の間隔で続きました。

人選の過程は大統領の公開指名から始まりました。2026年1月13日、ボロディミル・ゼレンスキー大
統領は大統領府の公式ホームページに談話を掲げました。表題は「今日、私たちは実質的な再起動を始
めました」であり、ウクライナがより堅固になるようにするための内部の変化という副題がついていま
した。形式は演説文ですが、一行一行が人の名前と役割で埋まった、人事発表に近い文書でした。

談話には国防組織を変えようとする計画が盛り込まれていました。大統領府長官の席には、軍事情報
局を率いていたキリロ・ブダノフが座ります。軍事情報局は国防省に属し、敵軍の動きを探る機関で、
ウクライナではよくフル(HUR)という略称で呼ばれます。ブダノフが空けたその通路は、対外情報局を
担っていたオレフ・イワシェンコが引き継ぎます。国境警備隊の指揮のやり方と責任者を変え、高位公
職者と法執行機関の犯罪を捜査する国家捜査局に手を入れる法案を議会に出すという内容も入っていま
した。戦闘部隊を指揮した経験のある大統領府次長が旅団と直接やり取りするようにする措置も併せて
言及されました。

国防省の改編もその計画に含まれていました。大統領は国防省の「業務の形式」を変えると述べ、ミ
ハイロ・フェドロフに国防大臣の職を提案したと明らかにしました。前任の国防大臣デニス・シュミハ
リはチームに残り、別の国家業務を担うと付け加えました。

この談話はウクライナ大統領府がみずから出した文書です。政府が自分の人事を説明する文書は、人
事の事実を確認してくれます。誰がいつどの職に指名されたのかは、この文書で固まります。しかし同
じ文書が、その人事の評価まで確認してくれるわけではありません。談話に込められた「再起動」とい
う言葉は政府の自己規定であり、独立機関の診断とは層が異なります。政府は自分の人事を失敗の収拾
とは呼ばず、いつでも飛躍と呼びます。ですから二つの層を分けて読みます。日付と名前と職は文書で
確定し、なぜその人事が必要だったのかは解釈の領域に残ります。

翌日の1月14日、議会が採決しました。ウクライナ国防省は同じ日に英文の報道文を出し、フェドロ
フが新しい国防大臣に任命されたと知らせました。採決での賛成票は277票でした。
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277という数字が何を意味するのかを正確に言うには、この数字が何を意味しないのかから言わなけ
ればなりません。照らし合わせた文書は、賛成が277票だったという事実だけを伝えます。反対が何票
だったのか、棄権が何人だったのか、採決にそもそも参加しなかった議員が何人だったのか、公開記録
はここで止まります。ですから「圧倒的な支持」だとか「かろうじて通過」だとかいう評価は、この数
字だけではつけられません。確認されたのは賛成277票で任命が可決されたという事実だけであり、数
字はそれを取り巻く分母と文脈が併せて確認されて初めて口を開きます。

記録の空欄はもう一つあります。フェドロフが国防大臣になるには、その前に第一副首相兼デジタル
変革大臣の職を退かなければなりませんでした。その辞任または解任もまた議会の手続きを経たはずで
す。しかし確保した一次文書である任命決議は、国防大臣の任命だけを収めています。一次文書とは、
出来事の当事者が直接残した原本の記録を指します。議会の決議、大統領府の談話、省庁の報道文がそ
れです。辞表の提出日や解任採決の票数を収めた別の一次文書は照合できませんでした。二次的な要約
の公開文書には、1月初めの辞表提出や270票での解任可決といった文が出回っています。もっともら
しく、事実かもしれません。しかし原文を確認できていない数字は本文に載せませんでした。一度活字
になると、数字は検証された事実のように固まり、次の本へ、その次の記事へと移っていくからです。

議場でフェドロフが残した言葉のうち一文は、複数の媒体に伝えられました。ロシアの全面侵攻の前
にはミサイルやロボットを作る民間企業がウクライナに一社もなかったが、今では数十社に上るという
趣旨の発言でした。

フェドロフは就任の挨拶で、自分がデジタル変革省でしてきた仕事を国防改革の土台として挙げまし
た。彼は国防省の廊下で昇進してきた人でもなく、軍服を着たこともありません。彼が議員たちの前に
示せるものは、この数年のあいだ国防産業の裏側で作ってきた回路でした。市民の寄付金がドローンの
契約書に変わっていく回路、スタートアップの試作品が軍の試験台に上がる回路、認証と契約の待ち時
間が数か月から数週間へ縮まる回路。先に見たその回路の成果物を手にして、彼は今、その成果物を買
い入れる省庁の扉を開けました。

海外の報道機関や分析家たちは、人事の背景をさまざまなやり方で読み解きました。2026年1月28日
に公開されたある政策分析ポッドキャストは、今回の改編を「戦時内閣」の発足と規定しました。この
番組の出演者たちは、これまで大統領府長官アンドリー・イェルマクに権限が集まっており、大統領に
上がる情報が濾されていたと主張しながら、ブダノフとフェドロフの抜擢を権力の分散と読みました。

説得力のある読みですが、確認された事実とは区別しなければなりません。ポッドキャストの出演者
たちに、大統領府の議事録をのぞける通路があったはずはありません。大統領がなぜ30代半ばの情報技
術官僚を戦時の国防大臣に選んだのか、その選択をめぐる内部の議論がどう進んだのかを示す一次文書
は、確保した範囲の中にはありません。ゼレンスキーの判断、側近たちの反対や賛成、フェドロフが提
案を受けて何を天秤にかけたのか。読者が知りたがる役割ほど土台は薄くなり、その薄いところに想像
を埋めないためには、空欄を空欄のままにしておくほかありません。

確定できるのはこれだけです。2026年1月13日に大統領が国防省の業務の形式を変えると公に明らか
にしてフェドロフを指名し、1月14日に議会が賛成277票で決議第4756-IX号を採択し、国防省が同じ日
にこれを公式に発表しました。

談話に載った他の項目も人事の性格を示します。大統領は、戦闘部隊を指揮した経歴のある大統領府
次長パウロ・パリサが旅団と直接やり取りするようにすると明らかにし、軍事教育の体系を戦場の実際
に合わせて直すと述べました。退く国防大臣デニス・シュミハリについては、一日1千機以上の迎撃ド
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ローンを作るよう指示するなど体系的に働いたという理由を挙げてチームに残すと説明しました。この
評価とこの数字は大統領が自分の政府について出した言葉であり、別途の生産統計と照合はできていま
せん。

人事の背景をめぐって外で回る話ははるかに具体的です。1月末のそのポッドキャストの出演者たち
は、大統領府長官アンドリー・イェルマクが権限を握っただけでなく、大統領に上がる情報そのものを
濾しており、悪い知らせが遮られたせいで徴兵とエネルギー危機の実情が遅れて知られたと主張しまし
た。アメリカのフロリダでトランプ大統領と会談した後になってようやくゼレンスキーが状況の深刻さ
を直視したという話も同じ番組で出ました。汚職事件と、反汚職機関を揺さぶろうとする試みが重なっ
たという文も併せてありました。

これらの話はどれも、大統領府の内部で何が起きたのかを前提にしています。ところが番組に出た人
たちに、その内部を確認する通路があったという土台はありません。「戦時内閣」という名前からして、
政府がつけた名前ではなく分析家たちがつけた名前です。確保した一次文書は大統領の談話と議会の決
議、国防省の報道文だけであり、採決でどの政治勢力がどう動いたのかを示す名簿はその中にありませ
ん。

2. 35歳の大臣が引き継いだ戦時下の国防省

就任当時の記事には、彼の年齢が34歳と35歳で違って書かれました。ある記事は彼を34歳と呼び、
ある文献は35歳と呼びます。聯合ニュースは2026年1月21日の記事で彼を「34歳のウクライナ国防大臣」
と書き、2026年春に出たある英文媒体の寄稿文はウクライナ指導部の若さを語りながら彼を35歳と紹
介します。どちらも間違ってはいません。フェドロフの誕生日が1月21日だからです。

ただし、この生年月日が丈夫な根拠の上にあるわけではないという点は明らかにしておかなければな
りません。照合した文書のうち1991年1月21日という出生日を明示したものは、中国語ウィキペディア
の項目だけです。ウィキペディアは三次文書です。他の文献を引用して作った要約であるという意味で
あり、人物の生年月日のような項目には編集過程の誤りが残っている可能性があります。ですから年齢
を語るときには二つの層を区分します。任命日が2026年1月14日であることは議会の決議で確定した事
実であり、彼がその日に満34歳だったということは三次の公開文書に寄りかかった計算です。

計算そのものは難しくありません。1991年1月21日生まれなら、2026年1月14日には35回目の誕生日
を一週間後に控えた満34歳であり、一週間後の1月21日に満35歳になります。聯合ニュースの記事が出
た日がまさにその1月21日でしたが、記事は任命の時点を基準に34歳と書きました。春に出た文献が35
歳と書いたのも同じ理由で正しいのです。互いに違う数字に出会っても、それは基準時点の違いですか
ら、任命当時は34歳、その直後からは35歳と書きます。

年齢を正確に確認した理由は、関連記事で若さがしばしば強調されるからです。フェドロフを扱う文
章で、年齢はいつも修飾語として先に登場します。28歳の最年少大臣、34歳の戦時国防大臣。年齢は
話を速くしますが、正確にはしません。年齢が前につく瞬間、読者は人物の能力より人物の若さを読む
ことになり、その若さがそのまま改革の証拠であるかのように通り過ぎてしまいます。彼の年齢より、
国防省でどんな組織と問題を引き継いだのかのほうが大切です。

国防省は戦時下のウクライナで金が大きく流れる省庁です。武器を買い、砲弾を買い、食糧と被服を
買い、数十万人の給与を支払います。政府が物とサービスを買い入れるこの仕事を調達と呼びます。金
が大きく流れるところには、いつも調達の問題がついて回ります。値を膨らませた契約、納品されない
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物資、書類の上にだけ存在する倉庫といったものが、この省庁に長く落ちていた影です。

2026年1月のその分析ポッドキャストは、国防省を調達の不正と非効率で壊れた省庁として描きなが
ら、フェドロフの任務を二つに整理しました。一つは調達と内部管理の正常化であり、もう一つは戦争
の遂行のやり方を技術中心へ移すことだというものでした。この診断は外部の分析家の見解です。監査
機関の結論や検察の起訴状とは重みが異なります。ただ、大統領がみずから談話で国防省の業務の形式
を変えると名指ししたのを見れば、政府の中でもこの省庁が手を入れるべき対象として挙がっていたと
いう事実くらいは確認されます。政府の自己診断と外部の批判が同じ方向を指すとき、その方向が事実
である可能性は高まりますが、高まった可能性と確定した事実のあいだには依然として距離があります。

彼の以前の経歴を説明するときに、誤って伝えられる内容もあります。フェドロフが国防大臣になっ
てドローン部隊を作ったという類いの文がしばしば見られますが、順序がひっくり返っています。

無人システム軍(USF)はウクライナ軍の独立した軍種です。軍種とは、陸軍、海軍、空軍のように軍
を分ける大きな軍事的区分を指します。ドローンを扱う部隊がそうした独立の軍種として正式に昇格し
たという意味です。創設の時点の記録は文献ごとに分かれます。ある研究報告書はこの組織の独立軍種
への昇格を2024年9月と書き、初代司令官が総司令官の副司令官を兼ねたと記録します。別の文献は創
設を2024年初めと記録します。どちらか一方を選ぶ代わりに、二つの記録を並べて置き、食い違った
記録を食い違ったまま見せます。

どの日付を取っても結論は同じです。これらの出来事は彼の国防大臣就任より1年以上前です。先に
見たとおり、デルタ(DELTA)戦闘システムも彼の省庁が作った物ではありませんでした。その系譜はア
エロロズビドカにまでさかのぼり、開発と運用の中心は国防の系列にありました。

デジタル変革大臣の時代、彼はドローンの購入と生産、スタートアップと軍の橋渡しを担いました。
部隊を創設して司令官を任命する仕事は彼の所管の外にあり、軍の編制を変える権限も彼の手にはあり
ませんでした。彼が国防省に移ったときには、自分が関与した調達の制度がすでに動いていました。こ
の順序をひっくり返すと、二つのことが同時に起きます。彼の功績は実際より大きくなり、軍の中で長
く積み上げられた改革の分は消されます。伝記が人物を大きく見せようとして組織を消し始めれば、そ
のときからそれは伝記ではなく宣伝物です。

就任直後の方向については、日本語圏でいえば韓国語の報道が一つあります。聯合ニュースは2026
年1月21日付の記事で、フェドロフが安全保障上の懸念が提起されてきた中国製ドローンをウクライナ
製の機体に替える作業に乗り出し、これまで積み上がった戦場のデータをもとに人工知能に基づく兵器・
防御システムを開発させたと伝えました。韓国の読者には珍しい窓口です。ただし情報の源はウクライ
ナ政府と現地の報道です。ウクライナ側の発表を一つ挟んで伝えた記事だという意味であり、発表され
た方向と実際に執行された結果とのあいだの距離は、調達の帳簿と戦場の成果を併せて置いて問い詰め
てこそ縮まります。

いくつか空けておく項目もあります。就任以後、フェドロフが複数のインタビューで内部監査の結果
だとして国防省の予算の赤字の規模、徴集対象の未履行者の数、無断離脱した兵の数を語ったという文
が二次文献に繰り返されます。ロシア軍の殺傷目標値という刺激的な数値も併せて引用されます。それ
らの数字は本文に載せませんでした。

理由は二つです。当該の発言の原文と日付を一次文書で照合できなかったというのが一つです。映像
の要約を経て伝わる数字は、移される過程で単位と基準が変わりやすいものです。仮にその発言が実在
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するとしても、それは新任の大臣が自分の省庁の過去を評価した言葉であり、独立した監査機関が確認
してくれた数値とは地位が異なるというのがもう一つです。前任者の失敗を大きく描くほど後任者の改
革は大きく見え、新任大臣の就任初期の発言はその構造を生まれつき備えています。政府の発表と独立
した検証を同じ重みに置かないという原則が、まさに正確に適用されるべき役割であり、土台が確定す
るまでは空けておくほうがよいのです。

彼が引き継いだものを確認された範囲でだけ書けばこうなります。国家予算の大きな分を扱いながら
調達の問題で信頼を失ってきた省庁、すでに独立した軍種として制度化されて回っている無人戦力、大
統領が公に形式を変えると名指しした組織、そして2022年2月の全面侵攻から4年近く続いてきた戦争
です。彼の前に置かれていたのは白紙ではなく、すでに半分ほど書かれた原稿であり、その原稿のいく
つかは彼が外から書き入れたものでした。

無人システム軍が独立した軍種になったという言葉の重みは、制度のところで測らなければなりませ
ん。ある研究報告書によれば、この組織は特殊作戦軍、国土防衛軍と同等の地位を得ました。初代司令
官バディム・スハレウスキーは総司令官オレクサンドル・シルスキーの副司令官を兼ねました。軍種を
作り、司令官を据え、指揮系統に組み入れる仕事は軍の首脳部と大統領の権限です。デジタル変革大臣
にはそのような権限はありませんでした。

国防省の大きさについても、確認されることと公開記録の外にあることが分かれます。1月末のポッ
ドキャストの出演者たちは、国防省がウクライナの国家資金の半分を扱う省庁だと述べました。予算文
書と照合できなかった数字ですから、そのまま移さず本文から外しました。ただ、この省庁が国の金が
大きく集まるところだという方向だけは、大統領の談話と外部の分析が揃って指しています。

中国製ドローンをウクライナ製に替えるという方針も解いておく必要があります。前線で広く使われ
た機体のうち相当数は、もともと趣味と撮影用に売られていた中国企業の商用ドローンでした。値が安
く手に入れやすかったのですが、部品とソフトウェアを作った会社が機体の位置や操縦の信号をのぞけ
る、という懸念がついて回りました。部品の供給が絶たれれば戦力全体が揺らぐという問題もあります。
新任の大臣がウクライナ製の機体に乗り換えると述べたのは、その懸念に対する答えです。ただしこの
方針はウクライナ側の発表を伝えた報道であり、置き換えが実際にどれほど行われたのかは調達の帳簿
で確認しなければなりません。

3. デジタル変革省の成功は、創業者なしに残りうるのか

2019年8月29日、28歳のフェドロフはデジタル変革大臣になりました。2026年1月に国防省へ移るま
で、彼は6年4か月あまりその職を守り、ウクライナの内閣で指折りの長寿の閣僚となりました。そのあ
いだに彼の省庁が作ったディーヤ(Diia)アプリは、2,300万人を超えるウクライナ人が使う国家サービス
になりました。

彼がデジタル変革省を去った後も、これまでの事業が同じやり方で運営されているのかは、まだ公開
記録はここで止まります。ディーヤとブレイブ1(Brave1)とドローン調達の回路は制度だったのでしょ
うか、それとも一人の人と、その人が連れてきたチームだったのでしょうか。

政府の事業は担当者が替わった後も続いてこそ、制度として役割を得たと見ることができます。政府
の中の成功事例は二つのやり方で作られます。一つは法と予算と組織図に刻まれ、担当者が替わっても
回っていくやり方です。もう一つは規定を回避する力を持つ少数が速さで押し切るやり方です。二つの
やり方は最初の数年のあいだ、外からは区別がつきません。アプリは公開され、契約は結ばれ、指標は
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上がります。違いはいつも後になって、人が抜けた後に現れます。

先に見たとおり、ウクライナのデジタル行政が速かった理由のかなりの分は二つ目のやり方にありま
した。速い決定、短くなった決裁の線、大統領府との近い距離。それが戦争の初年に国家のデータを守
り抜き、ドローン調達の規則を数か月で書き直させた力でした。そういう組織から創業者が抜ければ、
残るのは規定として固まった制度か、人の消えた役割の抜け殻かです。

現在の公開記録だけでは答えは出ません。照合した公開文書には、フェドロフの後任のデジタル変革
大臣が誰であり、その人が省庁をどう運営したのかを確認してくれる一次文書がありません。ディーヤ
の利用の指標が彼の離任の後にどう動いたのかを示す独立した統計もありません。ブレイブ1の審査と
契約が彼のいない状態で同じ速さで回っているのかを検証した外部監査の文書もありません。土台のな
いところに推測を埋めれば、もっともらしい文はできあがり、伝記はまさにそういう文のせいで崩れま
す。問いの形だけを正確に立てておきます。答えは基準日である2026年7月13日より後に、別の人が別
の文献で書くべき分です。

人が移っていったという事実そのものが、一つの手がかりでもあります。フェドロフが国防省でやる
と明らかにしたことは、デジタル変革省でしてきた仕事の延長線の上にあります。データで成果を測り、
調達をオンラインの市場のように扱い、スタートアップと軍を直接つなぐやり方です。彼が議場で自分
の経歴として掲げたのも、ミサイルとロボットを作る民間企業の数でした。やり方が人について省庁を
渡っていくのなら、それはそのやり方が組織よりも人に付いていたという傍証でもあります。逆に、彼
のいないデジタル変革省が回り続けるなら、彼の6年は自分を取り替え可能にすることに成功した6年に
なります。二つの可能性はまだどちらも開かれており、今どちらかへ傾けて書くことは、土台がさせる
ことではなく好みがさせることです。

政治の時間割もこの問いの上に重なります。2026年1月末のその分析ポッドキャストは、フェドロフ
の政治的な資産をこう説明しました。彼は汚職スキャンダルに名前が挙がっておらず、新興財閥と絡ん
でおらず、社会的な信頼が高い人物だというのです。同じ番組の出演者たちは、彼とブダノフをゼレン
スキー以後を狙いうる潜在的な後継者として名指ししながら、そうした人物を汚職の起きやすい国防省
へ送ったのは大統領の立場からすれば危険な賭けだと評しました。2026年春に出たある英文の寄稿文
も、彼を高い評価を受けている国防大臣として紹介します。ただしこの媒体は、ウクライナの投資誘致
と対外広報に近い性格を帯びた紙面です。好意的な文を独立した評価として読んではいけません。

これらの評価は、検証された事実の優先順位に置くことのできない政治分析であり、印象です。しか
し分析が指している構造そのものは目を留める値打ちがあります。清廉だという評判を政治的な資産と
してきた人が、ウクライナで金と疑惑が一緒に集まる省庁を引き受けました。その評判が国防省の調達
の帳簿に耐えて生き残るのか、それともそこで消耗するのかは、2026年7月13日までの土台で判定する
には早すぎます。判定できないと書く仕事も伝記がしなければなりません。

確認された事実を見れば、彼が役割を移した瞬間、ウクライナのデジタル国家プロジェクトと国防と
いう二つの権力が、一人の経歴の上で出会いました。ディーヤを作った人、ドローン調達の回路を組ん
だ人、ブレイブ1を立ち上げた人が、今やそのすべてを買い入れる省庁の大臣になりました。彼が外で
作った規則があり、その規則の上で育った企業があり、今、彼はその企業と契約を結ぶ側に立ちました。
改革者が自分の改革の成果物をみずから採点するところに近づいたという意味でもあります。これを改
革の完成と見るのか権力の集中と見るのかをめぐって、ウクライナの中でも言葉は分かれ、その論争を
正直に移すには、批判の中身より先に批判する人が誰なのかを明らかにしなければなりません。
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2026年1月14日の決議第4756-IX号は短い文書です。その短い文書の後ろには、スマートフォンのア
プリから出発して衛星インターネットとクラウドファンディングとドローン工場を通り、国防省の庁舎
に着いた一人の6年半があります。ただし国防省でも同じ速さを保てるのかは、まだ公開記録はここで
止まります。技術が政府を速くしたということは確認されました。その速さが国防という重い組織の中
でも保たれうるのか、保たれるなら何を代価として払うことになるのかは、土台がもっと積み上がった
後にこそ答えられます。

制度として残ったのかどうかを分ける基準は、それほど神秘的ではありません。法と予算と組織図に
刻まれたのか、です。ブレイブ1の審査の基準と契約の手続きが規定として固まっているのなら、大臣
が誰であろうと同じ速さが出るはずです。人にだけ付いていたのなら、決裁の線はまた長くなります。
この判別に必要な文書は、後任大臣の運営の記録、ディーヤの利用統計、ブレイブ1の契約の外部監査
の結果ですが、三つとも確保した範囲の中にはありません。

彼が移った役割は、利害がぶつかる役割でもあります。外で規則を作った人が、今やその規則の上で
育った企業と契約を結ぶ側に立ちました。こういう構造を牽制するのは大臣の良心ではなく、監査機関
と反汚職機関です。ところがその反汚職機関を揺さぶろうとする試みがあったという主張が1月末のポッ
ドキャストで出ました。その主張が事実かどうかは確認できていません。事実なら、自分の改革を自分
で採点する問題はさらに大きくなります。

彼についての評価は、源によって重みが異なります。彼が清廉で信頼が高いという文は、政策ポッド
キャストの出演者たちの言葉です。高い評価を受けている国防大臣だという紹介は、ウクライナの投資
誘致と対外広報に近い紙面に載った寄稿文です。就任直後の方向を伝えた韓国語の報道は、ウクライナ
政府の発表を一つ挟んで移したものです。三つとも読む値打ちはありますが、三つとも独立した監査で
はありません。彼の6年半が制度だったのか人だったのかについての答えは、この三種類の文章ではな
く、彼のいないデジタル変革省と、彼のいる国防省の帳簿から出てきます。
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第10章 データとAIが指揮する軍隊

1. 打撃スコア・装備注文・調達データの循環

2026年1月26日、ウクライナ国防省は2025年の一年間にロシア側の目標およそ82万個を打撃したと
発表しました。Mykhailo Fedorov大臣が公開した国防省独自の集計であり、国防省が運営する点数制度
をもとに計算した数値です。

この数値を理解するには、まず集計の仕組みを見なければなりません。制度の名は「ドローン軍ボー
ナス（Army of Drones Bonus）」で、ウクライナ国内では「e-ポイント」と呼ばれるのが普通です。部
隊が敵の装備や陣地を叩けば、ドローンがその場面を撮り、部隊はその映像を証拠として上げます。映
像で確認された戦果に点数がつけられ、点数は部隊の口座にたまります。部隊はその点数を持って国が
運営するオンライン市場に入り、自分たちが使いたいドローンや装備を選び、代金は国が製造会社に払
います。

兵士が敵を壊した記録が、その兵士が次に握る武器を選ぶ購買力に変わります。武器を買う人と武器
を使う人が長いあいだ互いに顔も知らなかった軍隊で、この制度はその二人を無理にでも一つの場所に
引き寄せようとする試みです。Fedorovがデジタル転換大臣の時代に繰り返してきたやり方が、ここに
も見えます。行動をデータに変え、そのデータを金と物資を分ける基準に変える回路です。

点数が注文になれば、注文は調達記録として残ります。2026年3月11日の国防省の発表によると、後
方調達組織が運営するデジタル調達の通路「DOT-Chain Defence（ドットチェーン・ディフェンス）」
を通じて、戦闘旅団はドローンや地上ロボットシステムをはじめとする50万点の品目を受け取りました。
これも国防省が出した独自の集計です。地上ロボットシステムとは、車輪や履帯で地面を走る無人車両
のことで、負傷者を引き出したり弾薬を運んだりする仕事に使われます。同じ日、国防省はマルチロー
ター・ドローンを記録的な規模で契約したと発表しました。マルチローターとは、プロペラをいくつも
付けて浮く機体を指し、私たちが写真でよく見る四枚羽根のドローンがここに入ります。

二つの発表が同じ日に出たのは偶然とは思えません。一つは前線が何をどれだけ受け取ったかであり、
もう一つは国が何をどれだけ新しく買い入れたかです。前の数字が後ろの数字を支えます。部隊が選ん
だ品物が需要の信号になり、その信号が次の契約の土台になります。よく売れる品物がもっと多く生産
される市場の原理を、軍隊の調達手続きの中に移し替えた構造であり、Fedorovの国防省が「データ循
環」と呼ぶものは、前線から後方へ戦果データが上がり、後方から前線へ物資が下りる二方向の矢印で
す。

この回路に時間と人という軸を加えようとするのが「ミッション・コントロール（Mission Control）」
です。Fedorovは2026年1月23日、DELTA（デルタ）戦闘デジタル生態系の中でこのドローン指揮統制
システムを発足させる命令に署名し、すべてのドローン作戦を一つのデジタルシステムに束ねると明ら
かにしました。国防省の発表文で大臣が説明した視野は広いものです。どの任務がどの強度で遂行され
たか、各搭乗組が何をしたか、特定の人員が最前線にどれほど長くとどまったか、その人員のためにど
れほど多くの兵站作戦が動いたかまでデータとして読むというのです。

この説明は大臣本人の言葉であり、発足時点の計画です。国防省の外の研究者や監査機関がミッショ
ン・コントロールの実際の処理範囲を検分して確認した文書は、公開記録の中にありません。何をする
という計画と、何をしているという報告は層の違う陳述ですが、政府の発表文ではその二つが一つの文
の中に混ざって出てくることが多く、読む側がその二つを分けておくよりほかにありません。
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DELTAの根は、2014年以降に民間ボランティア団体アエロロズヴィトカが作った状況認識ツールで
す。DELTAをFedorovの創作物と呼べば事実と食い違います。彼が国防大臣になるずっと前にDELTAは
すでに国のシステムとして定着しており、2026年1月の署名は動いていたシステムの上にモジュールを
一つ載せた出来事です。この区別を落とすと、一つの国が12年かけて積み上げた成果物が一人の功績と
して読まれてしまいます。

回路が大きくなるほど人の目は追いつかなくなります。ある分析報告書は、2024年から2025年のあ
いだにDELTAが一日に数十テラバイトに達する情報・監視・偵察（ISR）データを処理するようになっ
たと整理しました。情報・監視・偵察とは、敵がどこに何を置き何をしているのかを見て集める活動全
体をまとめて呼ぶ軍事用語で、ドローン映像も砲兵観測も偵察組の報告もここにすべて入ります。テラ
バイトは高画質の映画数百本が入る容量であり、そういう分量が毎日たまります。

そのため指揮官の課題は、より多く見ることから、より速く選ぶことへ移りました。人の目で数十テ
ラバイトをめくれないなら、ふるい分ける仕事は機械の分になります。目標の候補を絞り、同じ場面の
重複を消し、何を先に叩くか順番をつける作業をソフトウェアが担います。クラウドで動くDELTAは、
こうしてふるい分けられた絵を上級指揮部と下級部隊に一緒に下ろします。ある報告書は、この設計が
末端の部隊と下級将校にも高位指揮官なみの状況認識を与えると整理しました。いくつもの段階の報告
の鎖を通らずに、現場が自ら判断できるようにする構造です。

判断が速くなるぶん、判断の土台が人の確認を経ずに通り過ぎる余地も大きくなります。どの画面が
どんな規則で作られたのか、そのアルゴリズムを誰が監査するのか、目標の判定が誤っていたとき責任
がどこに残るのかは、国防省の発表文には出てきません。2026年4月9日に国防省が「ドローン・ライ
ン（Drone Line）」を新しい戦争ドクトリンの実行として紹介する発表を出したときも同じでした。発
表の文句は野心的でしたが、ドローン・ラインが実際の前線でどんな結果を出したのかに関する独立し
た評価文書は、まだ手に入っていません。政府の発表を検証された事実と同じ重さで扱った瞬間、伝記
は宣伝物へ滑り落ちます。

DELTAが国のシステムになるまでには何年もかかりました。2017年から軍事調整の道具として試さ
れましたが、はじめは制度の裏づけが足りず、NATO信託基金の支援を受けて2019年ごろから相互運用
性の資格を得はじめました。相互運用性とは、他国の軍隊の装備や文書形式が互いにかみ合って動くと
いう意味です。2023年に国防省の公式承認を受けることで、DELTAは地図を映してくれるプログラム
から、いくつものシステムを一つにつなぎ合わせる統合の形式へと性格が変わりました。

DELTAはプログラム一つではなく、モジュールをいくつも収めた傘に近いものです。NATOの共通作
戦状況図の標準に従う「モニター」、ドローン映像をリアルタイムで流す「ヴェジャ」、暗号をかけて
メッセージをやり取りする「エレメント」、目標が発見されて処理されるまでの履歴を管理する「ター
ゲット・ハブ」がその中に入っています。共通作戦状況図とは、いくつもの部隊が同じ地図を同じ記号
で見られるようにする約束です。Fedorovが2026年1月に発足させたミッション・コントロールは、こ
の傘の下に新しく掛かった枠の一つであり、傘そのものを彼が広げたわけではありません。

DELTAの2024年の情報セキュリティ監査は第8章で扱います。その監査はシステムのセキュリティと
NATO標準の認証を扱っただけで、DELTAが数える打撃の数字を検証したわけではありません。

2. 防空・迎撃ドローン・デジタル将校と事後検討
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2026年のウクライナの夜空で繰り広げられる戦いは、火力の戦いであると同時に算数の戦いです。
ある分析報告書は、攻める側と防ぐ側のあいだにおよそ26対1の費用の開きが生まれたと整理しました。
安価な自爆ドローン一機を落とすために、防御側が二十六倍ほど高い資産を消耗しなければならないと
いう意味です。そのままにしておけば発電所とアパートが壊れ、防ごうとすれば貴重な防空ミサイルが
消えます。報告書はこのジレンマを「行動しない費用（cost of inaction）」と呼びました。どちらを選
んでも代価を払わねばならない状況で、防御する国は勝ちながらも少しずつ貧しくなります。

ロシアの計算は、この開きを広げる方向に動きました。同じ報告書によると、ロシアはタタールスタ
ンのアラブガ経済特区でイランと17億5,000万ドル規模の生産契約を結び、2025年までに6,000機規模
のドローンを作ることにしました。機体も変わりました。電波を吸収する素材と黒い塗装をまとってレー
ダーと人の目に捉えられにくくした、いわゆる「ブラック・シャヘド」系統が投入され、電波妨害をふ
るい落とす適応型アンテナが付きました。ウクライナの防空網をむだに消耗させるために、発泡ポリス
チレン、つまり発泡スチロールで作った安価な欺瞞用ドローン「ゲルベラ」も現れました。報告書が記
したゲルベラの単価は一機およそ1,000ドル水準です。1,000ドルの偽の目標に数十万ドルのミサイルを
撃つことが夜ごと繰り返されれば、防御する側は撃墜率を誇りながら崩れていきます。これがウクライ
ナの防空が解かねばならなかった問題の形でした。

ウクライナは現場の部隊と調達機関、国防省をつなぐ体系を作りました。一つが崩れても別の一つが
持ちこたえるように幾重にも敷いておく冗長性の設計が、空でも繰り返されます。

いちばん下の層は、古い武器の復活です。ドイツが引き渡した自走対空砲ゲパルトがドローン迎撃の
軸になりました。自走対空砲とは、戦車の車体の上に空を狙う機関砲を載せた装備のことで、砲弾の値
段がミサイルよりずっと安いのです。ZU-23-2やZSU-23-4シルカ、2S6ツングースカのようなソ連時代
の短距離防空装備も、ふたたび空を向きました。2022年初めには、鹵獲したロシア製パーンツィリ-S1
防空システムを修理して実戦に投入し、撃墜の記録を残しもしました。先端技術の戦争という言葉とは
違って、防空の底を支えたのは古い機関砲でした。

その上に、耳で聞く網が載ります。ウクライナは通信塔と電柱に数千個の受動音響センサーを吊るし
た「ズヴーク（Zvook）」ネットワークを敷きました。受動センサーは自分から電波を出さず、音だけ
を受けて記録します。シャヘド・ドローンのエンジン音の特徴を学習したアルゴリズムが、その音だけ
で機体を選り分けます。レーダーのように電波を出さないので、センサー自身の位置も現れません。こ
うして集まった探知情報は「ヴィラージュ」「セーフ・スカイ」といった指揮システムに入り、探照灯
と重機関銃で武装した移動式射撃組に目標が指定されます。2024年には熱画像カメラを付けた照準装
備が加わり、射程と高度を精密につかめるようになりました。ウクライナに配備されたオランダ製のレー
ダーは、微細な振動成分を読み取る処理技術で鳥とドローンを見分けました。安価なセンサーを広く敷
き、その信号をソフトウェアで束ねるやり方であり、DELTAが目標データを扱ったやり方を、ズヴー
クは音のデータにそのまま当てはめました。

いちばん上の層が迎撃ドローンです。ミサイルの代わりにドローンでドローンを捕らえます。報告書
が名を挙げた「スティング（STING）」系統の迎撃ドローンは一機2,500ドル水準で、シャヘドを自ら
追いかけて狙うモジュールを付けます。数十万ドルのミサイルがしていた仕事を2,500ドルの機体が代
わりに果たすなら、26対1という費用の開きの符号が裏返ります。報告書はこの変化について、空中戦
の規則が書き直されつつあると記しました。
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同じ報告書は、穴の空いたところも記しておきました。ロシアの誘導滑空爆弾（KAB、FAB）です。
古い爆弾に翼と誘導装置を付けて遠くから放り投げる武器で、電波妨害にかかりにくく、迎撃が難しく、
前線近くの陣地や建物を丸ごと崩します。報告書は、シャヘド級のドローンを捕らえられるもっと小さ
く安い欧州製ミサイルの生産を増やすべきであり、最悪の状況に備えて欧州の防衛産業の設備を地下へ
移す非常計画まで検討すべきだと指摘しました。迎撃ドローンの経済学が見事に回る領域と、まだ答え
のない領域が同じ空に並んで存在するので、防空の成功だけを語れば半分しか語らないことになります。

「デジタル将校」という職が新しくウクライナ軍に生まれたという記録は、公開記録の中にありませ
ん。作戦が終わったあと部隊が集まって何が間違っていたかを振り返る「事後検討（After-Action
Review）」の手続きが、ウクライナ軍でどう変わったのかを整理した一次文書もありません。ですか
らその職とその会議が存在するとは本文から除きました。文書が実際に見せてくれるのは、その役割が
人からソフトウェアへ移っていく状況だけであり、確認できるのもそこまでです。

ある軍事ジャーナルは、統合末端攻撃統制官（JTAC）の仕事がどう変わりつつあるかを扱いました。
JTACは前方に出て味方の航空機の空襲を誘導する将校です。以前は無線機に向かって声で座標を呼び、
爆撃の順序を統制しましたが、いまは小型無人機とレーザー目標指示器がその役割を埋めます。ジャー
ナルはもう一歩進んだ概念を出します。「人工通信兵（Artificial RTO）」です。通信体系の中に座り込
んだ人工知能ソフトウェアが、音声交信と地理情報とドクトリン文献をリアルタイムで処理し、目標の
計算を代わりに行い、人には最後の承認権限だけを残すという構想です。

この構想はウクライナ軍がすでに回している制度ではなく、ジャーナルに載った提案であり、その区
別をぼかすつもりはありません。ただ提案の方向は、DELTAとミッション・コントロールが向かう方
向と同じです。人がしていた整理と計算を機械に渡し、人には最後の決定だけを残す設計です。その最
後の決定が実際に人の判断なのか、それとも機械が絞ってきた一覧に判を押す手続きなのかは、設計図
を見ただけでは答えがまだ出ていません。

事後検討のほうは事情が少し違います。DELTAを扱った報告書は、このシステムの特徴として、運
用者から開発者へつながる速いフィードバックの回路を挙げました。前線の兵士が経験した問題が短い
時間のうちに開発者に届き、直されたソフトウェアがふたたび前線へ下りていく循環です。ミッション・
コントロールがその上に載れば、どの任務が成功し、どの搭乗組が何をしたかが作戦の途中や直後にデー
タとして残ります。

報告の内容は電算記録として残り、担当者はダッシュボードで進み具合を確かめます。これをデジタ
ル事後検討と呼ぶことはできます。そう呼んだ瞬間に抜け落ちるものもあります。伝統的な事後検討は、
なぜ失敗したのかを人々が言葉で争う役割です。ログは何が起きたかを教えてくれますが、その瞬間に
指揮官がなぜそう判断したのかは教えてくれません。Fedorovの国防省が立てた回路が前の問いまで代
われるのか、それとも後ろの問いを静かに消してしまうのかは、いまの文書では答えが出ません。

はっきりしたことが一つ残ります。ミッション・コントロールが個々の兵士の最前線滞在時間と、そ
の兵のために動いた兵站の量まで読むと言うとき、そのシステムは敵を見る道具であると同時に味方を
見る道具になります。戦果を測る装置はいつでも人を測る装置でもあり、その二つの機能は同じデータ
の上で一緒に回ります。

防空の底を支えた装備の来歴を見ると、この戦いの性格がもっとよく現れます。ゲパルトは西ドイツ
が設計し、レオパルト1戦車の車体の上にKNDSが対空砲を載せて作った品物です。ズヴークが音で捕
らえた目標は、探照灯とDShK大口径機関銃、双連に束ねたマキシム機関銃で武装した移動式射撃組へ
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渡されます。マキシムは第一次世界大戦で使われた機関銃であり、2024年にここへ載ったスカイラー
ク照準装備が熱画像カメラで射程と高度をつかんでくれます。百年前の銃と人工知能の音響判別器が同
じ陣地に立っているわけです。

ロシア側の機体の進化も、報告書が記しておいたぶんだけ述べておきます。ブラック・シャヘド系統
は4G/LTEモデムとStarlink通信を付け、電波妨害をふるい落とす適応型アンテナの名は「コメタ」です。
欺瞞用ドローンのゲルベラは値段が安いだけにとどまらず、本物の攻撃ドローンであるゲラン-2がレー
ダーに残す反射信号を真似るように作られました。偽と本物を画面で見分けられなくすることが、この
機体の目的です。ウクライナに配備されたオランダ製レーダーが使ったマイクロ・ドップラー処理は、
回転するプロペラが作る微細な振動を読み取って鳥と機体を分ける方式です。

ここで気をつけることがあります。26対1という費用の比率も、スティングの2,500ドルという値も、
ゲルベラの1,000ドルという値も、すべてある分析報告書が記した数字です。ウクライナ政府が公表し
た調達単価でも製造会社の公式価格表でもなく、迎撃ドローンが実際にシャヘドを何パーセント落とし
たのかに関する独立した統計は公開記録の中にありません。人工通信兵の構想も同じで、人に最後の承
認権だけを残すという設計で、その人が何をもとに承認を押すのか、機械が絞った一覧をくつがえすに
はどんな手続きを踏むのかは、そのジャーナルにも書かれていません。

3. 調達改革と戦場の成果のあいだの検証問題

ウクライナ国防省は食品と軍服の調達不正で大きな批判を受けました。とんでもない値段で軍納の食
品と被服を買い入れた契約が明るみに出て、調達体系そのものがまな板に載りました。前線では砲弾が
足りないのに、後方では卵の値段がふくらんでいたという事実は、国民が耐えがたい種類の裏切りとし
て受け止められました。

そのあとに二つの専門調達機関が生まれました。武器や弾薬のような殺傷装備を担う国防調達庁（
DPA）、食糧や被服のような非殺傷物資を担う後方運営庁（DOT）です。国内外の専門家で組んだ監督
理事会が付き、契約はProZorro（プロゾロ）のような公開調達プラットフォームに載せられました。
ProZorroは、誰がいくらで何を買ったかを市民がインターネットでのぞけるようにしたウクライナの公
共調達の窓口です。ここまでは教科書に載った改革の順序そのままです。

新しい制度でも、もとの問題がまた現れました。DPAは不良品が前線へ行くことを防ごうと、いくつ
もの段階の品質検査と契約違約金の制度を立てました。問題は時間でした。検査と標準遵守の手続きを
踏むあいだに数か月が流れ、ドローン戦争の技術の周期はその数か月より短いのです。傷なく検証され
たドローンがようやく前線に届いたとき、ロシアの新しい電子戦装備がそのドローンの使う周波数をす
でにふさいでいた場合が生じました。電子戦とは、電波を妨害したり傍受したりして相手の通信と操縦
を断つ戦いのことです。書類の上では完璧に検証された武器が、戦場では使いものにならなくなる逆説
です。検証を細かくするほど武器は遅く届き、遅く届くほど検証の意味は消えます。

足りない装備と修理費の負担は兵士たちに回りました。ある報告書はこの構造を反応的調達と呼んで
批判しました。国防省は生産ラインを回そうと武器を大量に買って倉庫に積みますが、最終使用者に届
くころにはその武器はすでに旧式で、また後方へ送って手を入れなければなりません。価格競争のため
に製造会社が原価を削れば、試して直して改造する負担が最前線の部隊へ回ります。納品されたドロー
ンのかなりの数を部隊が自ら分解して直したうえでようやく飛ばせた事例が報告され、操縦士が整備工
であり開発者の役までも背負う状況が固まりました。
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関連する数値を見ると、現場の負担がどれほどだったかが分かります。調達報告書によると、最前線
のドローン操縦士は月3,000ドル水準の給与のうち5〜30パーセントを装備の改造と性能改善に自腹で注
ぎ込んでいました。国が数十億ドル規模の調達を成功裏に執行したと発表しているあいだ、兵士の月給
が武器の足りない性能を埋めていました。調達書類の成功と戦場の成功が、互いに別の帳簿に記されて
いました。

金の流れを監視する側にも壁がありました。国際支援資金の管理を扱った報告書は、戦時の調達では
露骨な横領よりも扱いが厄介なのが間接的な信託リスクだと指摘します。単価をふくらませること、品
質と数量を取り換えること、納品認証を急いでくれという圧力といったものです。書類の上で定められ
た数量が正確に納品されたと認証されても、その品物が戦場の求める品質を備えているかは事後統制だ
けでは確かめにくいのです。そこでウクライナと世界銀行系列の基金は、標準化された手続きと第三者
モニタリングを取り入れました。第三者モニタリングとは、金を出した側でも受け取った側でもない外
部の機関が現場に出て、品物と帳簿を突き合わせる方式です。人が入れない最前線では実地調査に出る
方法がないので、検証がいちばん必要な場所が検証のいちばん難しい場所として残ります。

Fedorov系統の答えは、監査を増やす方向へは行きませんでした。検証の基準そのものを動かす方向
であり、先に見たe-ポイント制度がそれです。官僚が書類を見て承認する代わりに、部隊が撮った破壊
映像が成果の証拠になります。成果が点数になり、点数が購買力になり、部隊は自分たちが直接使って
みて信じるようになった製造会社のドローンを選びます。使う人が選ぶから不良品がふるい落とされる
という論理です。調達報告書は、旅団が国の予算で製造会社から直ちにドローンや電子戦装備を買える
ように権限を下ろす「ディセンター（DeCenter）」方式も試されていると記しました。予算をうまく
使う部隊には翌月にもっと配分し、使えなかった金は回収します。ウクライナの通貨単位であるフリヴ
ニャで数えて、ある国土防衛軍の旅団は、旅団の平均予算である100万〜150万ドルをはるかに超える
10億フリヴニャ、およそ2,500万ドルを一年で執行しました。

制度の組み立てにははっきりした長所があります。同時にこの設計は、検証の問題をなくした代わり
に別の役割へ移し替えました。

移っていった役割の一つは点数表です。どの目標に何点を与えるかを国が定めた瞬間、部隊は点数の
高い目標を追うようになり、点数表がそのまま戦術の指針になります。この点数表を誰がどんな手続き
で定め直すのか、その過程を外から見られるのかに関する文書は手に入っていません。

映像判定の信頼性も同じ問題につながります。破壊されたかどうかを映像で見分ける仕事は、どの戦
争でも古くからの論争の的でした。この判定を誰が行い、異議はどう申し立て、誤判がどれほどあるの
かに関する独立した文書は見つけられませんでした。2025年の82万目標という国防省の独自集計はこ
の判定手続きの上に積み上げた合計ですから、手続きが検証されていないなら合計も検証されていない
ことになります。

資金の消化速度を成果と見るやり方にも危うさが伴います。金を速く使う部隊に金をもっと与える規
則は、鈍い行政を壊します。そのうえで、急いで使うことと上手に使うことを同じものとして数える余
地を残します。速度を測る指標は速度しか測らないからです。

しかし結果の公開されていない問いが残っています。この回路全体をのぞき込んだ外部監査の報告書
は手に入っていません。ドローン軍ボーナス、DOT-Chain Defence、その上に載った調達の実績を独立
して検証した文書がありません。2026年3月11日に発表された50万品目と記録的な規模のドローン契約
は国防省が自ら出した数値であり、発表時点を基準にした自己報告です。
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ある政策報告書は、この戦争が残した教訓をこう整理しました。技術がひとりでに戦闘力になること
はなく、政策と調達とドクトリンが一緒に動くときにだけ技術は戦力へ変わるということです。
Fedorovの国防省はこの文を制度へ移そうとしました。打撃が点数になり、点数が注文になり、注文が
契約データになり、契約データがふたたび物資になって前線へ下りていく回路を立てました。部品一つ
を買う手続きから旅団一つが予算を執行するやり方まで、この回路は軍隊の手足をデータに結びつけま
した。

その回路が実際にどれほど速くなったのか、速くなったぶん正確だったのかは、まだ答えが出ていま
せん。答えを作る文書がまだ一方の側にしかないからです。国防大臣就任から六か月目の2026年7月13
日現在、この回路を説明する文書の大半は、その回路を回す省庁が出したものです。これは非難ではな
く状態の記述です。戦争中の国で外部監査が遅れるのはよくあることです。しかし遅れが長く続けば、
成果を主張する側と成果を確認する側が同じ人になる状態が固まり、データが指揮する軍隊は、データ
を作る人が指揮する軍隊へ変わります。

改革の主な内容をもう一度見ておきます。調達を国防省本部の手から切り離して別の機関へ移し、そ
の機関の上に国内外の専門家で組んだ監督理事会を据え、契約書をProZorroに載せて市民がのぞけるよ
うにした構造です。この設計が狙ったのは、卵やジャケットのような腐敗の再発を防ぐことであって、
武器が前線に速く届くようにすることではありませんでした。二つの目標は同じ手続きの上で互いを削
り合い、検査を細かくするほど到着が遅れる逆説がここから生まれました。

e-ポイントが開いてくれた市場の名はBrave1マーケットです。部隊が映像で認証された成果のぶんだ
け点数を受け取り、その点数で自分たちが直接使ってみて信じるようになった製造会社のドローンを選
べば、代金は国防省が製造会社に払います。この構造では製造会社の顧客は調達官僚ではなく部隊にな
ります。部隊のあいだに回る評判がそのまま売上になる市場であり、よく作った会社が生き残る力がこ
こから生まれます。そのうえで、部隊が買いたい品物の一覧では埋まらない枠も残ります。迎撃が難し
く陣地を丸ごと崩す誘導滑空爆弾には、部隊が点数をどれだけ集めても買える答えがないと報告書は記
しました。

金を出す側の検証のやり方にも限界があります。ウクライナと世界銀行系列の基金が第三者モニタリ
ングと標準手続きを取り入れたのは、支援の規模が大きくなるにつれ、その都度の臨時の点検や個人の
コンサルタントに頼るやり方ではもう持ちこたえられなくなったからです。事後統制は品物が届いたあ
とに帳簿を突き合わせる仕事なので、数量が合っていても、その品物が戦場の求める品質を備えている
かまでは押さえられません。

調達報告書には、操縦士が月給3,000ドルのうち5〜30パーセントを装備の改造に使うという記録もあ
ります。しかしe-ポイントとディセンターが回りはじめたあとにこの比率が減ったのか、そのままなの
かを見せてくれる文書は手に入っていません。新しい制度が古い問題を実際に和らげたのかは、兵士の
財布をもう一度のぞいた人が現れてはじめて答えが出ます。



76 - キム・ギョンジン

第11章 改革の裏側、権力集中と責任

2026年4月30日、ウクライナ空軍副司令官パウロ・イェリザロフのインタビューが、ウクラインスカ・
プラウダのYouTubeチャンネルに掲載されました。表題には「フェドロフの100日」「アンチドローン・
ドーム」「小型防空の混乱」と記されていました。彼は、国防省に新しく入ってきたチームと参謀本部
が混ざり合う過程を「油と水」にたとえます。一つの器に入れても混ざらないという意味です。彼が挙
げた例はレーダーの数です。地形を勘案して計算すれば四台で足りる都市の防空網に、編制表にそう書
かれているという理由で十一台を要求するというのです。

編制表は、どの部隊にどんな装備と人員がいくつ必要かをあらかじめ書き留めておいた文書です。た
いていは戦争が起こるずっと前に作られ、いったん作られるとなかなか直されません。イェリザロフの
告発は、その文書が地形より強いということです。計算が出る前に文書が先に答えを決めておき、必要
性を検討すべき場所に慣例が居座っているという話です。

この告発がどこから出てきたのかも合わせて見なければなりません。イェリザロフはある放送に招か
れた人です。同じ事案について参謀本部がどう答えたのか、十一台という数字が実際にどの文書の何ペー
ジにあったのかは、公開記録の中にありません。フェドロフをめぐる批判と擁護は、たいていこうした
形で流れていきます。放送で提起され、放送で反論され、文書としては残りません。

改革の中身だけでなく、それを裏づける文書の性格も見なければなりません。権力がどこに集まるの
かを問う前に、その問いに答える材料があるのかをまず問います。基準日は2026年7月13日であり、そ
の日までに確保された文書と放送で確認できることと、公開記録の外にあることのあいだには、広い空
白が横たわっています。

1.「デジタル・マフィア」という批判は誰の言葉か

フェドロフが国防大臣に任命されたのは2026年1月です。それから一か月あまり過ぎた2026年2月16
日、YouTubeチャンネル「ダナ・ヤロヴァ（Dana Yarova）」に「フェドロフはゼレンスキーの鏡」と
いう題の放送が掲載されます。放送は軍人たちが尋問を受け始めた状況を問題視し、政権がDiiaアプリ
で選挙まで行おうとしているのではないかという疑いを投げかけます。

この表現には、書き手の評価がすでに入っています。鏡という言葉は、フェドロフがゼレンスキーと
同じ統治のやり方を映し返しているという意味に読めます。アプリと画面と発表で国家を運営し、手続
きより速度を前に出し、批判に耐えるより管理しようとする、という嫌疑がその一語に入っています。

このころからウクライナの政治系YouTubeのいくつかで「デジタル・マフィア」という言葉が回り始
めます。デジタル転換省の時代からフェドロフとともに働いてきた人たちが国防省の中核の役割を分け
合い、武器調達と戦場データと市民向けプラットフォームが一つのチームの手に集まったという疑いを、
一語に圧縮した表現です。この表現の出どころとして、あるミルテック業界の人物が取り沙汰されます
が、公開記録には当事者の一次発言記録がありません。

公開記録の中で「デジタル・マフィア」という言葉は、YouTube放送の引用としてのみ登場します。
その人物がいつ、どこで、どんな文脈でその言葉を口にしたのかを確認できる一次記録、つまり本人が
書いた文章や本人が出たインタビューの原文、あるいは議事録は、公開文書にはありません。

「マフィア」は人を犯罪組織になぞらえる言葉です。人の名誉を大きく傷つけうる言葉であるほど、
その言葉を伝える側の土台はより堅固でなければなりません。ですからこの表現は事実認定としては用
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いず、流通している批判の名前としてのみ扱います。この言葉が出回っていることは確認され、この言
葉が指す中身が真実かどうかについては、公開記録はここで止まります。

批判が放送の中にしか生きていないという事情は、反対側でも同じように現れます。2026年7月10日、
YouTubeチャンネル「ファブリカ・ノヴィン（Фабрика новин）」は、内閣総辞職の状況を扱いながら
フェドロフを「内閣で唯一の明るい斑点」と呼びます。放送の構図は鮮明です。シルスキー総司令官を
はじめとする軍首脳部は、兵士を塹壕へ押し込む「消耗品」として扱う古い教理に囚われており、フェ
ドロフは技術で戦争を遂行しようとする人であり、大統領府が古い首脳部を交代させない限り彼一人で
は限界がある、というものです。

ファブリカ・ノヴィンは、刺激的な題をつけて政治評論を流す単独のYouTubeチャンネルです。この
放送が伝えた軍首脳部の「消耗品」教理という非難を裏づけたり反駁したりする他媒体の報道、軍内部
の文書、独立した検証は公開記録にありません。戦時のウクライナの公論の場では、特定の人物を立て、
別の人物を崩そうとする政治的な意図が放送の言葉に混ざり込んでおり、この引用はそうした性質の文
書だという印をつけて残ります。

同じメディアの生態系が、一方ではフェドロフのチームを「マフィア」と呼び、他方では彼を「唯一
の希望」と呼びます。二つの言明はいずれも放送の主張であり、どちらも文書によって裏づけられてい
ません。二つの枠組みを並べて書き留めておく理由は、韓国の読者がウクライナの国防改革について接
することになる情報の大半が、こうした性質を持っているからです。英雄譚と陰謀論は材料が同じで、
どちらも検証されないまま速く広がります。

フェドロフ本人はこの論争を避けませんでした。2026年6月17日、YouTubeチャンネル「プレッシン
グ（PRESSING）」とのインタビューの題には、彼が答えなければならなかった三つがそのまま刻まれ
ています。シルスキーとの関係、辞任説、そして国防分野の腐敗クランです。

一国の国防大臣が就任から半年でこの三つの質問を一か所で受けたという事実は、それ自体が一つの
情報です。彼をめぐって三つの疑いが同時に育っていたという意味だからです。総司令官と争っている
という疑い、まもなく退くだろうという疑い、そして防衛産業の調達をめぐる利権集団が彼の改革を飲
み込んでいる、あるいは逆に彼の改革が新しい利権集団を作り出しているという疑いです。

彼が出した答えの形式は、インタビューごとに似ています。システムとデータで答えるということで
す。旅団ごとの戦闘効率をいくつもの項目で計量し、資源配分と指揮官抜擢の基準にするという評価体
系、国防省と調達組織の内部の情報漏洩者や業者ロビイストをふるい落とすためのポリグラフ（嘘発見
器）検査、射程の基準をかけて入札条件そのものを変えた砲弾調達が、彼が繰り返し挙げた事例です。
彼はそのうち、旅団ごとに予測可能な数量の装備を配る案件一つを通すのに三か月かかったと述べまし
た。

これらの事例には、いつも数字がついてきます。評価項目がいくつなのか、最初の入札で予算を何パー
セント節約したのか、砲弾一発の値段がどれだけ下がったのか、といった数字です。その数字は書き写
しません。すべて大臣本人が放送インタビューで語った自己申告であり、公開記録の中でその数字を裏
づける一次文書、つまり入札公告や契約書や監査報告書を見つけられなかったからです。

公開記録の外にある数字は本文から外しました。しかし改革の成果を改革の主体が集計し、その集計
を放送で発表し、外部監査の文書は存在しないという状態でその数字をそのまま書き写せば、検証の場
所に広報が座り込みます。2026年7月現在、フェドロフの国防省を評価しようとする人は、この条件の
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上に立っています。

こうした変化が権力集中につながったのかも検討しなければなりません。集中したとも、集中してい
ないとも断定しません。代わりに、集中を疑わせる構造的な条件を書き留めます。一つの省庁が武器調
達と戦場データと市民向けプラットフォームを併せて扱います。その成果の数値をその省庁が自ら集計
し、自ら発表します。そしてその集計を検証する独立監査や調査報道の文書が、公開記録の目録にあり
ません。

この三つが重なるとき、批判者が「マフィア」のような荒い言葉を持ち出すのを止めるのは難しいこ
とです。その言葉が正しいという意味ではなく、その言葉に反駁する材料が省庁の釈明のほかにないと
いう意味です。権力が実際に濫用されているのかと、濫用を確認したり否定したりする装置があるのか
は別の問題であり、公開記録でつかまえられるのは二つ目の問題だけです。

批判がどこから出ているのかを検討すると、批判する側も利害関係者であることがあります。この表
現の出どころとして取り沙汰された人は、軍事技術業界に身を置く人物です。フェドロフが手をつけた
入札規則と調達手続きは、この業界の収入に直接触れます。ただ、その人が実際にどんな文脈でこの言
葉を口にしたのかを示す一次記録は確保されていません。ですからこの伝記は、その表現を特定の個人
の確定した発言に帰しません。

彼が出した答えの性格も押さえておく値打ちがあります。旅団評価体系、ポリグラフ検査、入札条件
の変更は、いずれも省庁が省庁の内側をのぞき込む装置です。省庁の外に立って省庁をのぞき込む機構、
つまり監査機関や反腐敗の捜査機関がこの改革とどうかみ合っているのかは、公開記録にありません。
自らを検査する組織は、たいてい自ら合格させます。

新しい規則が固まるのにかかる時間も限界として残ります。旅団ごとに予測可能な数量を配る案件一
つに三か月かかったという彼の言葉は、国防省の中で決定一つが定着する速さを示します。就任から半
年でこの論争を判定しようとする試みは、材料が足りないまま行われます。

2. 徴集・監視・腐敗一掃から生じる権利の衝突

TCCは、ウクライナの地域募兵センターを指す略称です。動員の対象者を探し出し、召集する機関で
す。戦争が長引くにつれ、この名前はウクライナ社会でひどく憎まれる名前の一つになりました。

2026年4月24日、ラジオNVの放送は、フェドロフが構想中の改編を扱いながら、TCCを通じた動員
体系の全体を変えるという方向を題に掲げました。改革の筋は、彼がデジタル転換省でしてきた仕事と
同じです。一つは記録のデジタル化です。紙の書類が欠落したり部隊のあいだで伝達されなかったりし
て無断離隊の状態に分類されてしまった兵士たちの記録を、データに移すというものです。無断離隊は
ウクライナ語でСЗЧと略して呼ばれ、部隊を許可なく離れた状態を意味します。紙一枚が失われてこの
烙印が押される事態が実際に起きました。もう一つは契約方式の導入です。服務期間がどれくらいで、
どんな条件で他の部隊に移ったり除隊したりできるのかを文書に明記しておくというものです。

路上で人を捕まえてワゴン車に乗せるやり方は続けられないというのが彼の診断であり、彼はインタ
ビューでそのやり方を人身売買に近いという表現で批判しました。

2026年7月13日の基準日まで、この動員改編は大臣の構想と放送で明かした方向として確認されます。
改編案がいつ法律になったのか、どの範囲まで施行されたのか、施行の結果として動員のやり方が実際
に変わったのかについて、公開記録はここで止まります。計画を結果として書き写す仕事はしません。
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現場ではすでに衝突が起きていました。2026年7月10日の放送でファブリカ・ノヴィンは、リヴィウ
でTCCの職員たちと若者たちのあいだで起きた物理的な衝突を伝えながら、TCCの職員たちが前線に行
かないまま後方で民間人に罰せられない暴力をふるう特権集団になったと非難しました。先に述べたと
おり、このチャンネルは単独の政治評論YouTubeであり、事件の経緯を確認できる捜査記録や裁判所の
文書は公開記録にありません。

責任の所在ももつれます。TCCの指揮系統が国防省のどの線に触れているのかについて、公開記録は
ここで止まります。確認できるのは、動員をめぐる怒りが国防大臣に向かうという事実と、フェドロフ
が所管を問うて退く代わりに問題を引き受ける側を選んだという事実です。その選択は二つの方向で危
険です。失敗すれば他人の失敗まで背負い、成功すれば兵力動員のデータが彼の省庁に集まります。

動員記録をデジタルに変えれば行政は速くなりますが、市民の権利が侵害される危険も大きくなりま
す。紙一枚が失われて脱走兵の烙印を押される事態は減るでしょう。除隊の日付が文書に明記されれば
兵士は自分の時間を予測でき、予測できる服務はそれ自体が権利です。しかし同じシステムは、国家が
市民一人ひとりの位置と兵役の履歴と移動を以前よりはるかに細かく知っている状態を作ります。便宜
を与える装置と監視を可能にする装置はしばしば同じ品物であり、アプリが兵士に除隊日を知らせてく
れるという話は、国家がその兵士の状態をリアルタイムで知っているという話と同じ文の表と裏です。

権利を減らそうという圧力は、もっと露骨な形でも現れます。先に登場したイェリザロフは、ウクラ
インスカ・プラウダのインタビューで、国を守りに行かなかった人たちは市民ではありえても、これか
ら十年間は選挙で投票させてはならないと主張しました。彼はこれが憲法上の権利の剥奪だという批判
を受ける点を自ら認めながらも、引き下がりませんでした。

これは一人の出演者の主張であり、政府が採択した政策だという土台は公開記録にありません。しか
しこうした主張が主要媒体のインタビューで臆面もなく出てくるという事実は、戦時の公論の場が普通
選挙権のような基本権を取り引きの対象に載せ始めたことを示します。普通選挙権は市民であれば持つ
権利です。功を立てた人に与える褒賞に変えてしまった瞬間、それはすでに別の制度であり、その原則
が戦争という名分の前で揺らいでいます。

投票をめぐる疑いは反対の方向にも流れます。ダナ・ヤロヴァの放送は、政権がDiiaアプリで選挙を
行おうとしているという疑惑を提起しました。身分証と行政サービスが入っているアプリが投票まで抱
えることになれば、ついて出てくる問いがあります。アプリに接近できない人はどうなるのか、開票は
誰が検証するのか、職場や部隊でアプリをつけて見せろと求める強圧を何で防ぐのか、です。紙の投票
用紙が守っていたものの一つは秘密でした。公開記録には、この疑惑を裏づける政府の文書も、これを
棄却する独立した検証もなく、確認できるのは疑いが存在するという事実だけです。

デジタル転換省は、この種の疑いに文書で対応してきました。2026年6月30日、この省庁は自分たち
が推し進めてきたIT企業向けの制度であるDiia Cityをめぐる「操作的な主張」について、公式の立場文
を出しました。この文書は省庁が自ら書いた弁論です。批判の中身を批判者の声で聞けず、反駁文の要
約を通じてのみ知ることになる状況は、それ自体が土台の非対称です。ウクライナの市民社会と人権団
体がDiiaと徴集のデジタル化についてどんな報告書を出したのかは、文書を確保できませんでした。こ
の空白を覆ったまま「懸念は誇張されている」と書くことは、政府の発表を検証と同じ重さで扱う仕事
です。

監視の道具そのものは、すでに戦争のいくつかになりました。ウクライナは、米国の顔認識企業クリ
アビューAIの技術を戦争の初期から導入しました。顔認識は、写真の中の顔の造作を数字に変えたうえ
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で、あらかじめ集めておいた巨大な顔のデータベースと照合して身元を探し出す技術です。このシステ
ムはロシア軍人23万人以上を識別し、戦争犯罪の追跡に使われたと報告されます。同じ企業は、ソーシャ
ルメディアから同意なく数十億枚の写真をかき集めてデータベースを作ったという理由で、フランスや
イタリアなどヨーロッパの複数の国で巨額の罰金を科されました。戦争犯罪を明らかにする道具と、ヨー
ロッパで違法と判定された道具が同じ道具であり、戦時の切迫は平時の法が引いておいた線をこのよう
に消し去ります。

都市の内側も事情は似ています。キーウをはじめとする主要都市には、顔認識とナンバープレート認
識の機能を備えた「セーフ・シティ」のカメラ網が敷かれています。市民団体はこれを「ビッグ・ブラ
ザーの鋭い目」と呼び、私生活の監視を懸念しました。2022年3月には、議会が警察に指紋と顔の情報
を含む生体データベースへの接近権限を与える法（No. 2123-XI）を通過させ、人権団体は安全装置の
ない生体情報の収集が取り返しのつかない侵害を残すと警告しました。

取り返しがつかないという言葉は、そのまま受け止めなければなりません。指紋と顔はパスワードと
は違います。パスワードは漏れれば変えればよいのですが、指紋は変えられません。そして戦争が正当
化した装置は、戦争が終わっても残ります。カメラは撤去されず、データベースは削除されません。こ
の監視網はフェドロフ個人が始めた仕事ではありませんが、彼が敷いた国家の配管の上で回っています。

腐敗の捜査と行政改革の過程でも、個人の権利が侵害されることがあります。フェドロフが就任の直
後、国防省と調達組織の内部を相手に大規模なポリグラフ検査を押し進めたことは、彼がインタビュー
で自ら明かした内容です。検査を拒んだ人も、通過できなかった人も役割を失ったと彼は述べました。

腐敗一掃という目的は正当です。武器を買う金が漏れ出せば前線の兵士が死にます。しかしポリグラ
フは、人が嘘をつくときに現れると言われる体の反応、つまり脈拍や汗や呼吸の変化を測る装置にすぎ
ず、嘘そのものを読み取れません。精度をめぐって長く論争が続いてきましたし、複数の国の法廷はこ
の結果を証拠として受け入れません。起訴も裁判もなく、検査の結果や検査の拒否という事実だけで公
職者を解任する手続きは、適法手続きの原則と正面からぶつかります。このやり方がどんな法的根拠の
上で執行されたのか、異議を申し立てた人がいたのか、その結果がどうなったのかについて、公開記録
はここで止まります。

批判者に向けた国家権力の使用も問題として浮かび上がりました。ダナ・ヤロヴァの放送によれば、
18歳から24歳の若者を徴集するのは予備兵力の損失だとして国防省の政策を公然と批判した事業家イ
ホル・クリヴェツキーは、その後、保安局（SBU）によって道路で車両を捜索され、ウクライナ軍の合
法的な活動を妨害したという嫌疑で召喚状を受け取りました。これも一つのチャンネルの報道であり、
捜査記録や他媒体の独立した確認は公開文書にありません。しかしもし事実であれば、軍事政策に対す
る批判が軍事活動妨害罪として処理される敷居が低くなったという意味になります。政策批判と利敵行
為のあいだの線がぼやければ人々は言葉を減らし、残るのは沈黙です。

この問題の根は、フェドロフ一人より深いところにあります。彼が国防大臣になる前の2025年7月、
ウクライナ議会には、国家反腐敗局（NABU）と特別反腐敗検察庁（SAPO）の独立性を事実上解体し
うる法案（草案 No. 12414）が提出されました。二つの機関は、高位公職者の腐敗を捜査し起訴すると
ころです。反腐敗行動センターをはじめとする市民社会の即座の反発により、二つの機関の独立性は守
られました。

腐敗を監視する機構を権力が統制しようとした試みがあり、それを食い止めた力は市民社会の反発か
ら出ました。この出来事は、フェドロフの改革を読むときに背景に置くべき座標です。ウクライナで牽
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制の装置は人々が街へ出てかろうじて守り抜いたものであり、戦争のさなかに大きな権限を握る省庁が
登場するとき、その省庁を牽制する装置がもともと弱いという条件は、改革の成否と関わりなくそのま
ま残ります。

問題の大きさからまず見ます。フェドロフは放送で、およそ200万人が徴集の手配状態にあり、無断
離隊に分類された軍人が20万人を超えると述べました。この数値は大臣本人が明かしたものであり、こ
れを確認してくれる統計機関の発表や監査文書は公開記録にありません。ただ、数値が正確でなかった
としても、紙の書類一枚で人の身分が変わる体系が数十万人の規模で回っているという事情は、そのま
ま残ります。

責任の所在をめぐっては、大臣側の説明が別にあります。TCCは国防省ではなく地上軍の所属なのに、
政治家たちがこれを彼を叩く武器として使うというのです。この説明を確認できる組織図や法令は公開
記録にありません。所属がどこであれ、怒りは国防大臣に向かいます。

法案第8153号は2022年10月に発議された個人情報保護法案です。欧州連合のGDPRのように、情報
の閲覧と削除の権利、収集の最小化、生体情報の保護を盛り込みました。生体情報を処理する際に当事
者の同意を得させながらも、捜査機関が公共の場所に監視カメラを設置することは明示的に許容しまし
た。自動化された情報処理を拒む一般的な権利も置きましたが、AI利用の危険の水準を分けはしません
でした。保護条項と監視の例外が一つの法案の中に一緒にあり、人権団体は牽制の装置をもっと具体的
に書くよう求めました。

3. 速い技術戦争で責任の役割を守る方法

機械が判断の速度を高めるほど、誤った決定の責任を誰が負うのかがぼやけることがあります。米軍
系の政策ジャーナル『モダン・ウォー・ジャーナル』2号は、この問いに短く堅い文章で答えます。革
新がそのまま利点を意味するわけではないと、教理のない技術は脆弱性を生み、判断のない速度は戦略
的な危険を招き、責務性のない自律性は軍人という職業の根幹である信頼を崩すと、このジャーナルは
記します。

三つの対が出てきます。技術と教理、速度と判断、自律性と責務性。教理は武器をいつどう使うかに
ついての軍の規則を意味し、責務性は決定した人がその結果を説明し引き受けなければならないという
原則を意味します。前のものだけ備えて後のものを空けておけば、残るのは速く間違える軍隊です。

速度がどこまで行けるのかは、別の戦場がすでに見せてくれました。同じジャーナルは、イスラエル
がガザで使った標的推薦システム「ゴスペル（Gospel）」が、人間の分析官より最低50倍の速さで標
的を検討し打撃の勧告を出すと記します。50倍は人が追いつけない速度であり、人が追いつけないとい
う話は、人が確認できないという話とくっついています。確認しないまま承認だけする人は、ボタンを
押すだけです。

ですから政策文献は人工知能の役割を明記しておきます。ミルテック戦争を八つの教訓に整理した
IFRIの報告書は、人工知能を「プロセスの加速器」と規定し、決定を下す指揮官の場所には置きません。
数千時間のドローン映像と衛星写真をさらって標的の候補を整理して上げてくれる道具、何日も眠れて
いない指揮官の判断力が底をつかないよう支えてくれる道具だというのです。機械の責任を規定する法
的な枠組みがまだない状況で、人工知能が人間の権限を代行するシステムになってはならないと、この
報告書は記します。
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軍事教理はこの原則を「ループの中の人間（Human-in-the-Loop）」と呼びます。人を殺しうる決定
の輪の中には、必ず人が入っていなければならないという意味です。『モダン・ウォー・ジャーナル』
は、これまでどの国もループの中の人間を維持しないまま人工知能の兵器体系を実戦配備したという証
拠はないと記します。まだ越えていない線が一つ残っているという確認であり、その線がこれからも守
られるという保証まで含んではいません。

なぜ人が残らなければならないのかを別の言葉で整理した研究もあります。アビ・ゴールドファーブ
とジョン・リンジーの「予測と判断」は、人工知能が戦争で人間の重要性をむしろ高めると主張します。
人工知能が得意な仕事は、データからパターンを見つけて次を当てる予測です。その予測が今の政治的、
軍事的な文脈で何を意味するのか、この標的を叩くことがこの戦争の全体にどんな意味を持つのかを検
討する判断は、人の役目として残ります。予測が安く、ありふれたものになるほど、判断の値は上がり
ます。

問題は、人がその判断をし続けられるかどうかです。機械がもっともらしい答えを出したとき、その
答えを疑うことには力がいります。疑わないほうがいつでも速く、戦時には速いものが正しいもののよ
うに見えます。

フェドロフの国防省が掲げるのは速度です。調達の速度、配分の速度、前線のフィードバックが生産
へ戻ってくる速度です。彼が放送で挙げた事例を見ると、案件一つを通すのに三か月かかったという言
葉さえ自慢の形式で出てきます。以前はそうした案件がそもそも通らなかったという意味に聞こえるか
らです。

先に確認したのは別の側の目録です。成果の数値は省庁が自ら集計します。調達改革の節減額を確認
できる外部監査の文書は公開記録にありません。参謀本部の反論は記録されていません。ポリグラフで
役割を失った人たちがどこに異議を申し立てたのかは分からず、国防省の政策を批判した市民が保安局
に召喚されたという報道はありますが、その事件の顛末を確認できる文書はありません。

責任を問うためには、記録の公開と独立監査、議会の統制が働かなければなりません。つまり記録と
検証、異議を申し立てる隙間がなければなりません。何をもとにこの標的を叩いたのかが残っていなけ
ればならず、その集計を作った人とは別の人がそれを確認しなければならず、被害を受けた人と批判す
る人が語る通路がなければなりません。2026年7月13日現在、公開記録の中でフェドロフ国防省の三つ
の役割は空いているか、省庁自身が代わりに埋めています。

『モダン・ウォー・ジャーナル』に載ったジェレ・ペレスの文章は、この問いをひっくり返します。
彼は、未来の戦場の優位を自律システムが決めるのではないと書きます。そのシステムを任せるに足る
と信頼される人たちが決めるというのです。決定的な優位は、軍隊がどんな装備を備えるかではなく、
どんな人を育て上げるかから出てくるという文で、彼は文章を締めくくります。

フェドロフは古い軍の組織と調達の手続きを変えようとしました。紙の代わりにデータを、会議の代
わりに指標を、慣例の代わりに入札を置きました。その戦いには名分があり、前線の兵士には実際の利
益が回ったかもしれません。

ただ、編制表がしていた仕事の一つは、権限を文書に縛りつけておくことでした。十一台のレーダー
を要求させたその文書は、同時に誰も勝手に十一台を二十台に変えられないようにする文書でもありま
した。遅いことと縛られていることはたいてい一つの体であり、慣例を取り除いた場所には、慣例が代
わりに担っていた制動装置の空欄も一緒に残ります。
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データへ移っていった権限を、あらためて縛っておく文書はまだ書かれていません。誰がそれを書く
のか。この問いに対する答えは、2026年7月13日現在、どの公開文書にもありません。

アルゴリズムに頼ることが指揮をどう蝕むのかは、同じジャーナルのアダム・ロペレウスキーが記し
ました。機械の勧告にしきりに頼れば、指揮官が先に動く力が減り、任務指揮の柔軟性が削られていく
というのです。任務指揮は、上から一つ一つ指示する代わりに、目標だけ与えて方法は現場の指揮官が
決めるようにするやり方を意味します。機械が答えを先に出せば、現場で自ら決めることがなくなりま
す。

同じジャーナルに載ったボテル将軍とリーブス学長の対話は、その誘惑に名前をつけて語ります。デー
タを機械に押し込めばもっともらしい結果が出てくるので、人が直接決めずに機械に任せたくなるとい
うのです。リーブスは、電子機器のせいで人々の集中する力が短くなり、その状態では戦争の不確実性
を突き抜ける深い思考が出てこないと述べます。彼が自らに課している訓練は、機器を片づけて紙の新
聞と分厚い歴史書を最後まで読むことです。機械が結論を突きつけたとき凍りつかず、自分の頭で抜け
出せる人にならなければならないという意味です。

ペレスが募兵の段階までさかのぼる理由も、ここにあります。自律性は上から与えられるものではな
く、軍に入る最初の接点で作られる自己認識から出てくるというのです。公開記録の中でフェドロフの
改革は、調達とデータと契約に関するものです。機械の前で判断を手放さない人をどう育て上げるのか
についての計画については、公開記録はここで止まります。
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結論。21世紀デジタル戦争のニューノーマル

ミハイロ・フェドロフの経歴は、一つの画面から始まって国防省の庁舎にたどり着きました。Diiaは
行政の窓口をスマートフォンへ移し、侵攻の後には、その窓口を通じて避難支援と被害届と戦時情報が
行き交いました。Starlinkは、国家の通信網の外側にいる企業が戦争の接続線を握りうることを明らか
にしました。IT Armyは、政府の要請と国境の外にいる志願者の攻撃との間に、法と指揮の空白を残し
ました。Brave1とドローン事業は、起業、寄付、調達、戦闘が一つの回路の中で動く姿を見せました。

その回路の力は速度です。現場の要求が開発者に届き、試作品が試験を経て部隊へ渡るまでの時間が
縮みました。紙の報告書の代わりにデータが上がってきて、装備の発注と戦場での成果をつなげて見よ
うとする試みが続きました。戦争のさなかにある国が、何年もかけて直すはずの制度を数か月で変えよ
うとした、という事実は否定しがたいものです。

速度の反対側には責任があります。民間企業の利用規約が作戦の範囲を分け、志願者の攻撃が国家の
行為と混ざり合い、政府が支援した企業の成果を同じ政府が評価します。データが意思決定を速くして
も、そのデータが何を取りこぼしたのかは、ひとりでに明らかになるわけではありません。監査と議会
の統制、市民の権利を守る手続きは、戦場では遅く見えますが、その手続きが消えれば失敗の責任もと
もに曖昧になります。

フェドロフには、改革者の顔と、権力を集めた行政官の顔がともにあります。彼は古びた政府を素早
く動かし、その過程で政府と企業、市民と軍隊のあいだの境界を引き直しました。核心にある問いは、
その線を監視するのは誰かということです。2026年7月13日現在、公開された制度はその問いに十分に
答えていません。

戦争は技術を試しますが、民主主義の責任を免除しはしません。フェドロフの次の記録は、ドローン
の生産量やアプリの利用者数だけで書かれることはないでしょう。彼が作り上げた速い国家が、批判に
耐え、帳簿を公開し、権限を分け合うことができるのか。その結果が、残された伝記の重みを決めるこ
とになります。

1. 参考文献

アドレスの確認日は2026年7月13日です。

Navigating Ukraine's Defense Tech Market. EY, 2025-10-01.

https://www.ey.com/content/dam/ey-unified-site/ey-com/en-ua/insights/defense-tech/navigating-ukraine-defense-tech-
market.pdf

Ukraine: Digital resilience in a time of war. Brookings Institution, 2024-01-01.

https://www.brookings.edu/wp-content/uploads/2024/01/Digital-resilience-in-a-time-of-war-Final.pdf

Lessons from the First Cyberwar. Henry Jackson Society, 2024-02-01.

https://henryjacksonsociety.org/wp-content/uploads/2024/02/Lessons-from-the-First-Cyberwar-by-Kirichenko.pdf

Drones in Modern Warfare: Lessons Learnt from the War in Ukraine. Australian Army Research
Centre, 2024-10-22.

https://researchcentre.army.gov.au/sites/default/files/241022-Occasional-Paper-29-Lessons-Learnt-from-Ukraine_2.pdf

Autonomous Drones: Emerging Trends from Ukraine. CAPSS India, 2026-02-01.



85 - キム・ギョンジン

https://capssindia.org/wp-content/uploads/2026/02/8-Abhishek-Kumar.pdf

Russia's War on Ukraine: One Year of Cyber Operations. CERT-EU, 2023-02-01.

https://cert.europa.eu/static/MEMO/2023/TLP-CLEAR-CERT-EU-1YUA-CyberOps.pdf

Mapping the MilTech War: Eight Lessons from Ukraine's Battlefield. IFRI / Munich Security 
Conference, 2026-02-01.

https://securityconference.org/assets/01_Bilder_Inhalte/05_Marketplace_of_Ideas/MSC_2026/ifri_tenenbaum_et_al_milt
ech_war_ukraine_2026_0.pdf

Developments in space governance and the impact of the war in Ukraine. SIPRI, 2023-06-01.

https://www.sipri.org/sites/default/files/SIPRIYB23c11sIII.pdf

Enhancing resilience by boosting digital business transformation in Ukraine. OECD, 2024-05-01.

https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/publications/reports/2024/05/enhancing-resilience-by-boosting-digital-busin
ess-transformation-in-ukraine_c2e06e50/4b13b0bb-en.pdf

Developments in governance of cyberspace and the impact of the war in Ukraine. SIPRI, 2023-06-01.

https://www.sipri.org/sites/default/files/SIPRIYB23c11sIV.pdf

Ukraine's Cyber Defence Evolution. CCDCOE, 2026-03-01.

https://ccdcoe.org/uploads/2026/03/CCDCOE_Policy_Brief_Ukraines_Cyber_Defence_Evolution.pdf

Ukraine's Drone Ecosystem and the Defence of Europe. LSE IDEAS, 2025-04-05.

https://www.lse.ac.uk/ideas/Assets/Documents/Research-Reports/2025-04-05-DRONES-MatlackSchwartzGill-FINAL-
WEB.pdf

Digital Transformations of Ukraine's Cybersecurity System in Wartime. ARMG Publishing, 
2025-11-01.

https://armgpublishing.com/wp-content/uploads/2025/11/monograph-3-2025.pdf

Nothing Quiet on the Eastern Digital Front. New Strategy Center, 2024-06-01.

https://newstrategycenter.ro/wp-content/uploads/2024/06/NOTHING-QUIET-ON-THE-EASTERN-DIGITAL-FRONT_NS
C.pdf

Leveraging Ukraine's Drone Production Capacity. Prism UA, 2025-04-01.

https://prismua.org/wp-content/uploads/2025/04/Blue_and_yellow_annex_on_defense.pdf

Ukrainian Digital Resistance to Russian Aggression. StrategEast, 2022-05-01.

https://www.strategeast.org/all_reports/Ukrainian_Digital_Resistance_Report_web.pdf

Wizard Warfare: Ukrainian Technological Developments Overview. Johns Hopkins APL, 2025-01-01.

https://www.jhuapl.edu/sites/default/files/2025-01/WizardWarfare_final.pdf

Lessons from Ukraine's Information Defence for Democratic Resilience. CIGI, 2025-06-01.

https://www.cigionline.org/static/documents/DPH-Paper-Padalko_Summer2025.pdf

A Decade in the Trenches of Cyberwarfare. National Security Archive, 2024-02-02.

https://nsarchive.gwu.edu/sites/default/files/documents/semon9-ryglx/2024-02-02-Cyber-Diia-A-Decade-in-the-Trenche
s-of-Cyberwarfare.pdf

From policy to victory: Harnessing defence technology. RAND, 2025-12-01.



86 - キム・ギョンジン

https://www.rand.org/content/dam/rand/pubs/research_reports/RRA3800/RRA3833-2/RAND_RRA3833-2.pdf

Lessons from the War in Ukraine for Space. RAND, 2025-03-01.

https://www.rand.org/content/dam/rand/pubs/research_reports/RRA2900/RRA2950-1/RAND_RRA2950-1.pdf

Digital Transformation in Ukraine. KPMG, 2025-11-01.

https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/de/pdf/Themen/2025/11/Digital%20Transformation%20in%20Ukraine.pdf

Building and leveraging Ukraine's drone capabilities in conflict and beyond. Murray Lab, 2025-03-01.

https://murray-lab.org/wp-content/uploads/2025/03/UkraineDroneEcosystem-Analysis_2025.pdf

Ukraine's Cyber Defense. German Marshall Fund, 2023-12-01.

https://www.gmfus.org/sites/default/files/2023-12/Kvartsiana%20-%20Ukraine%20Cyber%20-%20Report.pdf

Ukraine's drones industry: Investments and product innovations. KSE Institute / Brave1, 2024-10-04.

https://kse.ua/wp-content/uploads/2024/10/241004-Brave1-report-v.1.pdf

Building the digital front line. Atlantic Council, 2025-11-01.

https://www.atlanticcouncil.org/wp-content/uploads/2025/11/CSI_CompaniesAtWar.pdf

Assessing Russian Cyber and Information Warfare in Ukraine. CNA, 2023-11-01.

https://www.cna.org/reports/2023/11/Assessing-Russian-Cyber-and-Information-Warfare-in-Ukraine.pdf

EU Defence Industry Transformation Roadmap. European Commission, 2025-12-01.

https://defence-industry-space.ec.europa.eu/document/download/513de692-d08c-40cc-80c3-cb6611ace178_en?filena
me=EU-Defence-Industry-Transformation-Roadmap.pdf

Ukraine's Rapid Digitalization. CSIS, 2024-02-14.

https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/2024-02/240214_Flacks_Ukraine_Digitalization.pdf?VersionId
=_ZNBi1gSW50ffi6fn0KbZXHMDbEHR_cU

Cyberwarfare in Russia Ukraine War Lessons for India. CENJOWS, 2025-12-01.

https://cenjows.in/wp-content/uploads/2025/12/Flt-Lt-Shobhit-Mehta-Gp-Capt-Umang-Kumar-_-Article.pdf

Mapping the MilTech War: Eight Lessons from Ukraine's Battlefield. IFRI, 2026-02-01.

https://www.ifri.org/sites/default/files/2026-02/ifri_tenenbaum_et_al_miltech_war_ukraine_2026.pdf

The Ukrainian defense technology market. KSE Institute, 2026-03-31.

https://institute.kse.ua/wp-content/uploads/2026/03/the-ukrainian_defense_technology_market_eng_march_2026.pdf

Six Key Lessons from Ukraine's Drone War. Irregular Warfare Center, 2026-05-20.

https://irregularwarfarecenter.org/wp-content/uploads/I_10_Six_Key_Lessons_from_Ukraine_Drone_War.pdf

Business Ukraine Spring 2026. Business Ukraine, 2026-05-01.

https://businessukraine.ua/wp-content/uploads/2026/05/BUSINESS_UKRAINE_SPRING_2026.pdf

Enabling Ukraine's Response at Scale. World Bank, 2026-03-01.

https://documents1.worldbank.org/curated/en/099713103262663347/pdf/IDU-8f5a661b-317c-4cbb-ab7e-0a9c9515633
6.pdf

Progressive Policy Institute Ukraine defense tech report. Progressive Policy Institute, 2026-04-01.

https://www.progressivepolicy.org/wp-content/uploads/2026/04/2026_04_TJacoby_FINAL.pdf



87 - キム・ギョンジン

Dronisation without militarisation. EPIK, 2026-03-01.

https://epik.eu/?ut_download=1329&ut_token=5fb94e345668040f3f9c87be282918f9

UAVs: ISR, Deterrence and War. IISS, 2026-03-01.

https://www.iiss.org/globalassets/media-library---content--migration/files/publications---free-files/strategic-dossier/uavs-
2026/iiss_uavs-isr-deterrence-and-war_032026.pdf

Towards Smart Defence. Cambridge Centre for Geopolitics, 2026-02-01.

https://www.cfg.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2026/02/Towards-Smart-Defence.-Victoria-Vdovychenko-2.pdf

Teaching Humans in the Loop. LSE IDEAS, 2026-06-01.

https://www.lse.ac.uk/asset-library/matlack-j-and-gill-o-teachinghumansintheloop-1.pdf

2026 Annual Threat Assessment. ODNI, 2026-03-01.

https://www.dni.gov/files/ODNI/documents/assessments/ATA-2026-Unclassified-Report.pdf

Modern War Journal second edition. Modern War Institute, 2026-03-19.

https://mwi.westpoint.edu/wp-content/uploads/2026/03/Modern-War-Journal-MWJ-second-edition-final-draft-as-of-19M
AR26.pdf

Mapping peacetime reconstruction needs of Ukraine. European Parliament, 2026-07-01.

https://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes/STUD/2026/783617/EXPO_STU%282026%29783617_EN.pdf

Tactical Energy Delivery and Management in the Ukraine War. US Army, 2026-03-30.

https://api.army.mil/e2/c/downloads/2026/03/30/c260713f/no-26-1116-powering-the-front-tactical-energy-delivery-and-
management-in-the-ukraine-war.pdf

Про призначення Федорова М.А... | від 14.01.2026 № 4756-IX. Verkhovna Rada of Ukraine,
2026-01-14.

https://zakon.rada.gov.ua/laws/show/4756-20

Сьогодні ми почали суттєве перезавантаження - зміни внутрішні, щоб Україна була більш
стійкою - звернення Президента - Офіційне інтернет-представництво Президента України.
President of Ukraine, 2026-01-13.

https://www.president.gov.ua/news/sogodni-mi-pochali-suttyeve-perezavantazhennya-zmini-vnutris-102277

Mykhailo Fedorov appointed as Ukraine's new Minister of Defence | MoD News. Ministry of Defence 
of Ukraine, 2026-01-14.

https://mod.gov.ua/en/news/mykhailo-fedorov-appointed-as-ukraine-s-new-minister-of-defence

Mykhailo Fedorov signs order to launch Mission Control drone command and control system in
DELTA | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-01-23.

https://mod.gov.ua/en/news/mykhailo-fedorov-signs-order-to-launch-mission-control-drone-command-and-control-syste
m-in-delta

Понад 75 млн доларів внесків та оголошення набору до Армії дронів: UNITED24 звітує про два
місяці роботи. UNITED24, 2022-07-01.

https://u24.gov.ua/uk/news/reports_on_two_months_of_activity



88 - キム・ギョンジン

Михайло Федоров: Армію дронів посилять ударні БПЛА українського виробництва. Підписали
контракти про співпрацю з чотирма компаніями. Ministry of Digital Transformation of Ukraine,
2022-10-30.

https://thedigital.gov.ua/news/army/mikhaylo-fedorov-armiyu-droniv-posilyat-udarni-bpla-ukrainskogo-virobnitstva-pidpi
sali-kontrakti-pro-spivpratsyu-z-chotirma-kompaniyami

Brave1 defense tech cluster. Brave1, 2026-07-13.

https://brave1.gov.ua/en/

Diia - information about the project Diia. Digital State UA, 2026-04-10.

https://digitalstate.gov.ua/projects/govtech/diia

Brave1 - information about the project Brave1. Digital State UA, 2026-01-20.

https://digitalstate.gov.ua/projects/tech/brave1

Fedorov Becomes Defense Minister: From Digital Ukraine to Drone Warfare - UNITED24 Media.
UNITED24 Media, 2026-01-14.

https://united24media.com/war-in-ukraine/ukraines-new-defense-minister-is-the-mind-behind-the-countrys-digital-transf
ormation-15021

Ukraine's Digital Transformation: Innovation for Resilience | Harvard Kennedy School. Harvard 
Kennedy School CID, 2025-03-01.

https://www.hks.harvard.edu/centers/cid/voices/ukraines-digital-transformation-innovation-resilience

Ukraine: Digital Innovation and Wartime Resilience. Stanford Social Innovation Review, 2023-01-01.

https://ssir.org/articles/entry/wartime_digital_resilience

The IT Army of Ukraine - Release of OP 35 | Australian Army Research Centre (AARC). Australian
Army Research Centre, 2026-04-22.

https://researchcentre.army.gov.au/library/land-power-forum/it-army-ukraine-release-op-35

The Future of Drones in Ukraine: A Report from the DIU-Brave1 Warsaw Conference | Center for
Security and Emerging Technology. CSET Georgetown, 2023-10-01.

https://cset.georgetown.edu/article/the-future-of-drones-in-ukraine-a-report-from-the-diu-brave1-warsaw-conference/

米哈伊洛·费多罗夫 - 维基百科，自由的百科全书. Wikipedia zh, 2026-01-14.

https://zh.wikipedia.org/zh-hans/%E7%B1%B3%E5%93%88%E4%BC%8A%E6%B4%9B%C2%B7%E8%B2%BB%E5
%A4%9A%E7%BE%85%E5%A4%AB

乌克兰数字化转型部长：乌克兰将开发空对空作战无人机. Voice of America Chinese, 2022-12-28.

https://www.voachinese.com/a/ukraine-dronzes-20221228/6895952.html

ドローン戦略を大きく変えた34歳のウクライナ国防相…救世主となるか | 聯合ニュース. Yonhap
News, 2026-01-21.

https://www.yna.co.kr/view/AKR20260121165800109

衛星通信とドローンが作った露・ウクライナ戦争の四つの転換点 < 国際 < 記事本文 - 週刊朝鮮. 
Weekly Chosun, 2026-05-01.

https://weekly.chosun.com/news/articleView.html?idxno=50981



89 - キム・ギョンジン

ウクライナ・ロシアのドローン戦の新たな変数「Starlink」…ウクライナとSpaceX、ロシアの遮断に
対応 < ドローンニュース < 記事本文 - ドローンジャーナル. Drone Journal, 2026-02-05.

https://www.dronejournal.net/news/articleView.html?idxno=273

Countering russian drones: How to complete Starlink verification to operate terminals in Ukraine |
MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-02-02.

https://mod.gov.ua/en/news/countering-russian-drones-how-to-complete-starlink-verification-to-operate-terminals-in-ukr
aine

Drone Line: implementing a new warfare doctrine | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine,
2026-04-09.

https://mod.gov.ua/en/news/drone-line-implementing-a-new-warfare-doctrine

UAVs lead the way, DELTA remains a challenge: how service members train in the Army+ app | MoD
News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-02-02.

https://mod.gov.ua/en/news/ua-vs-lead-the-way-delta-remains-a-challenge-how-service-members-train-in-the-army-ap
p

Service members will receive air threat alerts in the DELTA Mobile app | MoD News. Ministry of
Defence of Ukraine, 2026-03-10.

https://mod.gov.ua/en/news/service-members-will-receive-air-threat-alerts-in-the-delta-mobile-app

Mykhailo Fedorov: Ukraine is boosting battlefield effectiveness and calling on the EU to strengthen
defence support | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-03-10.

https://mod.gov.ua/en/news/mykhailo-fedorov-ukraine-is-boosting-battlefield-effectiveness-and-calling-on-the-eu-to-stre
ngthen-defence-support

Estonia prepares a new assistance package for Ukraine, encompassing drones and counter-drone
capabilities | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-02-03.

https://mod.gov.ua/en/news/estonia-prepares-a-new-assistance-package-for-ukraine-encompassing-drones-and-count
er-drone-capabilities

Ukraine and Germany step up efforts to accelerate the delivery of air defence munitions | MoD News.
Ministry of Defence of Ukraine, 2026-06-10.

https://mod.gov.ua/en/news/ukraine-and-germany-step-up-efforts-to-accelerate-the-delivery-of-air-defence-munitions

DELTA | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2024-05-22.

https://mod.gov.ua/en/news/dou-day-2024-conference-ukrainian-developers-presented-delta-combat-system-1

"Army of Drones Bonus" program delivers results: nearly 820,000 russian targets hit in 2025, says 
Mykhailo Fedorov | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-01-26.

https://mod.gov.ua/en/news/army-of-drones-bonus-program-delivers-results-nearly-820-000-russian-targets-hit-in-2025
-says-mykhailo-fedorov

Ukraine's DELTA Combat System Passes NATO Audit | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 
2024-07-17.

https://mod.gov.ua/en/news/in-ukraine-for-the-first-time-the-cyber-security-of-the-combat-system-was-tested-according
-to-nato-standards



90 - キム・ギョンジン

Invest in Ukraine's defense industry | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2024-11-12.

https://mod.gov.ua/en/news/ministry-of-defense-urges-european-partners-to-invest-in-ukraine-s-defense-industry-inclu
ding-through-frozen-russian-assets

The Ministry of Defence contracted a record number of multirotor drones for the front | MoD News.
Ministry of Defence of Ukraine, 2026-03-11.

https://mod.gov.ua/en/news/the-ministry-of-defence-contracted-a-record-number-of-multirotor-drones-for-the-front

Combat brigades received 500,000 items, including drones, ground robotic systems, and other
equipment, through DOT-Chain Defence | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-03-11.

https://mod.gov.ua/en/news/combat-brigades-received-500-000-items-including-drones-ground-robotic-systems-and-ot
her-equipment-through-dot-chain-defence

White list for Starlink terminals: How to find the KIT number and UTID identifier to complete
verification and use your terminal in Ukraine | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-02-03.

https://mod.gov.ua/en/news/white-list-for-starlink-terminals-how-to-find-the-kit-number-and-utid-identifier-to-complete-v
erification-and-use-your-terminal-in-ukraine

Brave1 Defense Tech Valley 2026: Ukraine is shaping a new global standard for defense solutions |
MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-04-09.

https://mod.gov.ua/en/news/brave1-defense-tech-valley-2026-ukraine-is-shaping-a-new-global-standard-for-defense-s
olutions

Over 10 military units are now equipped with a Ukrainian AI-powered turret capable of destroying
UAVs with a single button press | MoD News. Ministry of Defence of Ukraine, 2026-05-09.

https://mod.gov.ua/en/news/over-10-military-units-are-now-equipped-with-a-ukrainian-ai-powered-turret-capable-of-des
troying-ua-vs-with-a-single-button-press

«Інформацію потрібно вносити лише один раз»: як вчителька з Тернопільщини допомогла 20
школам перейти на Мрію. Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-10.

https://thedigital.gov.ua/news/education/informatsiiu-potribno-vnosyty-lyshe-odyn-raz-iak-vchytelka-z-ternopilshchyny-d
opomohla-20-shkolam-pereyty-na-mriiu

Досліджуємо українське ІТ: долучайтеся до опитування в межах IT Research Ukraine 2026.
Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-09.

https://thedigital.gov.ua/news/business/doslidzuyemo-ukrayinske-it-doluchaytesia-do-opytuvannia-v-mezakh-it-researc
h-ukraine-2026

Де є енергонезалежний інтернет? Мінцифра та Дія створюють національну мапу xPON-мереж.
Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-09.

https://thedigital.gov.ua/news/technologies/de-ye-enerhonezaleznyy-internet-mintsyfra-ta-diia-stvoriuiut-natsionalnu-ma
pu-xpon-merez

Дія.City в регіонах: де технологічні компанії сплатили найбільше податків у 2025 році. Ministry of
Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-08.

https://thedigital.gov.ua/news/regions/diiacity-v-rehionakh-de-tekhnolohichni-kompaniyi-splatyly-naybilshe-podatkiv-u-2
025-rotsi

Оцифровуємо українські рукописи: хто переміг в AI-челенджі Handwritten to Data. Ministry of
Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-08.



91 - キム・ギョンジン

https://thedigital.gov.ua/news/shtuchnyy-intelekt/otsyfrovuyemo-ukrayinski-rukopysy-khto-peremih-v-ai-chelendzi-hand
written-to-data

Від навчання до реального оферу: Мінцифра запустила Кар'єрну студію із симулятором 
співбесіди на Дія.Освіта. Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-08.

https://thedigital.gov.ua/news/education/vid-navchannia-do-realnoho-oferu-mintsyfra-zapustyla-karyernu-studiiu-iz-sym
uliatorom-spivbesidy-na-diiaosvita

Штучний інтелект у ЦНАПах: яким буде майбутнє державних сервісів. Ministry of Digital
Transformation of Ukraine, 2026-07-03.

https://thedigital.gov.ua/news/progress/shtuchnyy-intelekt-u-tsnapakh-iakym-bude-maybutnye-derzavnykh-servisiv

Україна та Естонія створюють AI-рішення для держави майбутнього: на міжнародному хакатоні
визначили переможців. Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-03.

https://thedigital.gov.ua/news/shtuchnyy-intelekt/ukrayina-ta-estoniia-stvoriuiut-ai-rishennia-dlia-derzavy-maybutnyoho-
na-miznarodnomu-khakatoni-vyznachyly-peremoztsiv

Італія очолила Талліннський механізм: країна виділить ще €1 млн на кіберзахист України.
Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-07-01.

https://thedigital.gov.ua/news/technologies/italiia-ocholyla-tallinnskyy-mekhanizm-krayina-vydilyt-shche-eur1-mln-na-ki
berzakhyst-ukrayiny

Позиція Мінцифри щодо маніпулятивних заяв про проєкт Дія.City. Ministry of Digital
Transformation of Ukraine, 2026-06-30.

https://thedigital.gov.ua/news/business/pozytsiia-mintsyfry-shchodo-manipuliatyvnykh-zaiav-pro-proyekt-diiacity

Цифровізуємо державні сервіси та реєстри швидше, простіше й дешевше: Мінцифра провела
форум Дія.Engine. Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-06-22.

https://thedigital.gov.ua/news/technologies/tsyfrovizuyemo-derzavni-servisy-ta-reyestry-shvydshe-prostishe-y-deshevs
he-mintsyfra-provela-forum-diiaengine

Від чинних документів до генерації нових ключів: як і коли відбудеться перехід на новий
стандарт е-підпису. Ministry of Digital Transformation of Ukraine, 2026-06-25.

https://thedigital.gov.ua/news/technologies/vid-chynnykh-dokumentiv-do-heneratsiyi-novykh-kliuchiv-iak-i-koly-vidbudet
sia-perekhid-na-novyy-standart-e-pidpysu

Трансформація Сил оборони України: перший етап | Михайло Федоров. Телеканал Рада,
2026-06-17.

https://www.youtube.com/watch?v=ytv97owmMn0

ФЕДОРОВ. ЕКСКЛЮЗИВ. Як закінчиться війна, зарплати 300 тис. в армії, нові контракти та
демобілізація. ТСН, 2026-06-16.

https://www.youtube.com/watch?v=cTobgzbBMMY

ЦЕ ІНТЕРВ'Ю Федорова НАРОБИЛО такого ГАЛАСУ! На нас чекають капітальні ЗМІНИ в ЗСУ. 
Ось що готується. Ми - Україна, 2026-06-18.

https://www.youtube.com/watch?v=3RjW0qVk1S4

Федоров сказав КОЛИ БУДЕ ДЕМОБІЛІЗАЦІЯ! Ексклюзивно про ТРАНСФОРМАЦІЮ Сил
оборони. УНІАН TV, 2026-06-17.
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https://www.youtube.com/watch?v=fXtp18GwIjg

ПОВНА ВІДСТАВКА УРЯДУ! Є лише ОДНА СВІТЛА ПЛЯМА. Федоров ПІШОВ ПРОТИ
СИРСЬКОГО. Підстава БАНКОВОЇ. Фабрика новин, 2026-07-10.

https://www.youtube.com/watch?v=kE4-WiKxx2E

Як ДІЯти далі? Михайло Федоров | Business Breakfast із Володимиром Федоріним. Forbes
Ukraine, 2024-02-07.

https://www.youtube.com/watch?v=1eSQGaYyLS0

Михайло Федоров: «Дія»: вибори та перепис населення, кібервійна, листування з Маском | 
Інтерв'ю. Радіо Свобода, 2023-02-04.

https://www.youtube.com/watch?v=AT24xJqQ-IA

Інновації, які змінюють хід війни: Михайло Федоров про дрони, РЕБ та Brave1 | Подкаст Слон.
Дія, 2024-01-12.

https://www.youtube.com/watch?v=63aDfQlslKU

ЦІЄЇ МИТІ! ФЕДОРОВ РОЗМАЗАВ РОСІЯН! ФІНАЛЬНИЙ УДАР ЗСУ: РФ У ВОГНІ! ПУТІН АЖ
ВТРАТИВ ДАР МОВИ!. СПЕЦКОР | Новини 2+2, 2026-07-12.

https://www.youtube.com/watch?v=U4OddMn3eQw

Ukraine's New War Cabinet Explained: What Changes Now? (Budanov, Fedorov, Energy Crisis). KI 
Insights, 2026-01-28.

https://www.youtube.com/watch?v=5z6NhcHIf5Q

Ukraine's Defense Minister: Crimea Becomes an Island | Army Revolution | How Ukraine Changes 
War. PEICHEV, 2026-06-17.

https://www.youtube.com/watch?v=oN3zPUlnFWc

СТЕРНЕНКО | УДАРИ ПО РОСІЇ | ПРО "СКЕЛЮ" | РАДНИК У ФЕДОРОВА | Ремовська. 
Суспільне Новини, 2026-07-11.

https://www.youtube.com/watch?v=IfjIS883a7g

ФЕДОРОВ: СТОСУНКИ З СИРСЬКИМ/ЧУТКИ ПРО ВІДСТАВКУ/КОРУПЦІЙНІ КЛАНИ В
ОБОРОНЦІ. PRESSING, 2026-06-17.

https://www.youtube.com/watch?v=EWuI8WYOfF8

ВЕЛИКЕ ІНТЕРВ'Ю З МИХАЙЛОМ ФЕДОРОВИМ | Міністерство оборони України, дрони, 
технології та майбутнє. УП UKRAINIAN TRUTH, 2026-06-19.

https://www.youtube.com/watch?v=p-Js4_cbkpE

Після ТЕРОРУ у Києві ФЕДОРОВ озвучив ГАРНІ НОВИНИ! Ця ЗВІСТКА СКОЛИХНУЛА СВІТ.
Цього Путін І БОЯВСЯ. 24 Канал онлайн, 2026-07-03.

https://www.youtube.com/watch?v=Gvm4NZ35cHM

ТЕРМІНОВА ЗВІСТКА від ФЕДОРОВА! Ось, що ОГОЛОСИЛИ українцям. СТЕРНЕНКО
ПОЯСНИВ, що чекати. 24 Канал, 2026-03-11.

https://www.youtube.com/watch?v=zVIlLiUj6sQ
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ФЕДОРОВ вразив зверненням до українців! Такого успіху ще не було. АРАБСЬКИЙ світ
відповів КИЄВУ. 24 Канал, 2026-04-02.

https://www.youtube.com/watch?v=vP1KN2DstD4

ЩОЙНО! НАД УКРАЇНОЮ ЗАКРИЛИ НЕБО! ФЕДОРОВ ЦЕ ЗРОБИВ: РІШЕННЯ ЯКЕ
ПЕРЕВЕРНУЛО ВСЕ! | ПРЯМО ЗАРАЗ. УКРАЇНА СЬОГОДНІ, 2026-02-27.

https://www.youtube.com/watch?v=0UYBFYulNzk

Те, що задумав Федоров вражає. Повна зміна системи мобілізації через ТЦК | Максим
Костецький. Radio NV, 2026-04-24.

https://www.youtube.com/watch?v=MQRiiiWjRS0

Федоров як дзеркало Зеленського Чому військових почали допитувати Вони ХОЧУТЬ Вибори в
Дії. Dana Yarova, 2026-02-16.

https://www.youtube.com/watch?v=OQcOmxjz3S8

ФЕДОРОВ: BRAVE1 - НАЙБІЛЬШИЙ АНГЕЛЬСЬКИЙ ІНВЕСТОР УКРАЇНИ | ДІПСТРАЙКИ,
ЗЕНІТНІ ДРОНИ, МАШИННИЙ ЗІР. Army TV - Ukrainian military channel, 2025-09-22.

https://www.youtube.com/watch?v=ePBwCKgrdrg

Pistorius y Fédorov a 30 km del frente: Alemania entra en Brave1 y el fracaso de los planes de
Rusia. UATV Español, 2026-06-23.

https://www.youtube.com/watch?v=zAS7t-oO5HE

100 днів Федорова / Антидроновий купол / Хаос в малій ППО - ЄЛІЗАРОВ | УП. Інтерв'ю. 
Ukrainska Pravda, 2026-04-30.

https://www.youtube.com/watch?v=nR3SYLP1CfE

PISTORIUS I FEDOROW BLISKO FRONTU: rozmowa o BRAVE1 MID-STRIKE'ach i ZMIANACH we 
WSPÓŁCZESNEJ WOJNIE. UATV po polsku, 2026-06-07.

https://www.youtube.com/watch?v=BL4d96Uw3O0

Олександр Борняков про майбутнє мінцифри, експорт зброї, Brave1, виробництво чипів та
українську LLM. УТ-2, 2026-01-27.

https://www.youtube.com/watch?v=BI0ZWuLFXQM
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